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生活困難層における社会的不利益の世代的連鎖
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J12701 道中隆
新自由主義の世界潮流は、わが国においても 1990年代から 2000年代前半にかけ
て市場原理に基づく規制緩和として、集中的に促進された。 1979年のサッチャー
(Thatcher)首相の誕生から 1997年のブレア (TonyBlair)首相に政権交代するまでは、
英国の硬直した厳しい経済状況の中、この経済再生と閉塞社会からの脱却が政策目
標であった。圏内では数々の経済改革を断行し不況からの脱却を果たし、英国の社
会経済は息を吹き返した。しかし、格差が拡大しアンダークラスでは働いているの
に貧困であり、とりわけ子どもの貧困率が 3倍となった。
サッチャー(Thatcher)前首相の政策を引き継し、だプレア (TonyBlair)政権は、失
業、貧困問題と向き合わなければならず再配分政策の失敗は許されない中、貧困家
庭への新たな介入政策をとっている。ただ福祉・教育予算を拡充し、サッチャ一政
権下で荒廃した病院や教育を立て直すことを目指したものの、理念として提示した
社会的公正の実現もさほど成功しなかった1という評価もある。
日本では、子どもの貧困は専ら親の責任論に終始し、貧困は家庭の問題としてと
らえられ、政府が介入すべき問題とは認識されてこなかった。
近年、わが国では、格差が拡大しワーキングプアやボーダーライン層、生活保護
受給層など貧困の裾野が拡がっている。戦後最大の被保護者数を更新し続けている
保護動向に対し、セーフテイネット機能だけでなく受給者の自立を果たす自立支援
機能の強化が喫緊の政策課題となっている。
政府は、 2005年度より生活保護受給者に対する自立支援プログラム(以下、「フ。ロ
グラム」という。)を示し、自治体にプログラムの樹立を要請し施策展開を指示して
いる。高齢化と人口減少のなか、日本の社会保障は大きな制度的転換点にある。経
済困窮や医療、介護、子育てなどさまざまな生活困難を抱える人たちが増え、生き
づらい社会となっている。これまでの社会保障が、現代社会にマッチしなくなって
l貧閏層の割合は 1997年の 25%から 2005年の 14%へと減少したが、 2006年には2005年の 1210万
人(14%)から 1270 万人(14.7%)へと再び増加した。若年者(18~24 歳)失業率は、 1998 年の 12%から 7.9%
減少したが、現在では 12.6%に上昇。ニートも 40万人を切ったが現在は 50万人を超えている。一方、
最低賃金の導入などで格差の拡大の速度を落とすことに成功しているが、高所得者への増税など所得再
配分の強化はほとんど‘行っていなし、(東洋経済新報社、 pp.47・49)。
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いるのである。
厚生労働省は、新たな対策として生活支援戦略の報告書2(2013)をまとめている。
報告書は、低所得者対策の生活困窮者支援制度と救貧的対策である生活保護制度改
革に限定したものとなっている。
前者は、保護の前の段階で支援を行し、困窮状態からの早期脱却を図るものである。
ここでは、①相談支援、②就労支援、③多様な就労機会の提供、④居住確保支援、
⑤家計相談支援、⑥健康支援、⑦子ども・若者の支援の 7分野となっている。
後者は、①切れ目のない就労・自立支援とインセンティブの強化、②健康・生活
面等に着目した支援、③不正・不適正受給対策の強化等、④医療扶助の適正化、⑤
地方自治体が行う適切な支援のための体制整備などの政策を掲げている。しかし、
報告書は、国民生活のセーフテイネットを再構築するという「支援戦略Jであるは
ずなのに、未来志向の姿勢や制度聞の横断的な社会保障全体から踏み込んだ政策的
理念が見受けられない。生活保護制度の改革は、ほかならぬ社会保障制度改革とパ
ラレルな関係にあるからである。
社会保障のセーフテイネット機能は、働き方や働かせ方といった雇用や保険原理
を中心とした年金、医療、介護などの一次的セーフテイネットと、そこからこぼれ
落ちた場合に救済する公的扶助制度の二次的セーフテイネットの 2つがある。生活
保護は、こうした社会保障制度がカバーで、きないところを最後に救済する制度であ
る。防貧的な社会保障が機能不全に陥っているために、生活保護の守備範囲が増大
している。すなわち、一次的セーフテイネットの社会保障が充実し、機能すれば、
生活保護の役割は限定的となる。逆に社会保障が貧弱であったり、機能不全に陥っ
ていれば、生活保護の守備範囲は広く大きなものとなる。また、保髄の受給を余儀
なくされる人々も生活保護制度以外の中間的ネットがほとんどなく、支援策が弱い
ことから保護からの脱却が困難となっている。
他方、社会保障の劣化は、そこからこぼれ落ちる貧困層や生活保護受給者層など
の社会的弱者をターゲットとした貧困ビジネスや不正受給事犯の介入を許すことと
なる。生活保護制度の趣旨を踏みにじるような事案は増加する実態にある。それは
制度自体をおとしめ、社会の不信感、公平感を損なうものとなる。最終的には制度
そのものが成り立たなくなれば、真に保護を受けなければならない人が排除されて
しまうことになる。そうならないためにも、悪質な不正受給、貧困ビジネス事犯を
2社会保障審議会「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」報告書(2013)
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遮断し、保護を受ける国民の権利、全国民の制度への安心感を守ることが重要であ
ろう。真に保護を要する人は保護し、不正については厳正な対応が必要となる。反
社会的勢力、暴力団等の関係の関与があるものは関係機関と連携を強化し、不正を
暴き、ビ、ジネスモデ、ルを解体して資金源を断っていく姿勢が必要である。本論は、
このような観点から社会に警鐘を鳴らし、行政機関、取締り側、一般国民の共通部
識の形成にいささかなりとも資することを意図している。
戦後最大値を更新し続ける保護動向に対し、受給者の自立を果たす自立支援機能
の強化が重要な政策課題となっている。生活困窮者の増大は、日本社会に深刻な亀
裂を生み、その活力と持続可能性を危うくする。貧困が子どもや若者にもさまざま
な影響を及ぼす困難な実態は日本社会の将来にとって大きな損失である。
本輸は、このような今日的状況から貧困問題を基底とする格差やその固定化、教
育格差、子どもの貧困の世代間継承の論議を一層深める契機となることを意図した
ものである。ここでは既に発表したいくつかの論文の中から政策的インプリケーシ
ョン(連関)のあるものに修正を加えたものである。また、新たな視点からの調査研究
の取り組みの結果を体系的に整理したものである。一部において論文の内容や論点
の重複があることを留意願いたい。そのため、本論で用いた統計諸表はそれぞれの
論文の一時点における数値であり、調査結果の分析に用いた数値と異なる場合があ
ることを予めお断りしておかなければならない。
研究方法のアプローチは、生活困難者層を対象とした 3つの実態調査で構成して
いる。 1つ目は生活保護受給層における「被保護母子世帯の実態調査結果」の分析
である。 2つ目は新たな公共サービスの展開としての「学習支援事業jの取り組みの
調査結果分析であり、 3つ目は「ホームレス者の自立支援事業」の調査結果分析であ
る。それぞれの実態調査では、 一部の自治体を取り上げたケース事例にすぎないも
のである。しかし、これらの事例を通して、具体的なケース実態を活写し、日本社
会の現在の貧困の片鱗を描くことができた。本論は、生活の困難さや貧困にかかわ
る誘因およびその影響を探り、生活困難層における社会的不利益の世代的連鎖を断
つための要因に関する実証的な分析手法により、政策的インプリケーションを示唆
することを目的とする。
本論の構成は、はじめに、第 1章から第 12章、おわりにとなっている。はじめに、
と第 1章の社会的資本の再構築では、生活困窮者の増大によって、日本社会の基盤
の揺らぎ、その揺らぎが社会保障システムそのものにかかわる制度設計上の課題と
して顕在化している。社会保障における社会的コストの議論から展開し再配分をめ
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ぐる政策課題に言及している。
すなわち、社会保障のセーフテイネット機能は、雇用、年金、医療、介護などの
一次的セーフテイネットと、そこからこぼれ落ちた場合に救済する公的扶助の二次
的セーフテイネットがある。生活保護はこうした社会保障制度がカバーで、きないと
ころを最後に救済する制度である。生活保護は縁の下の力持ちの「最後の砦」であ
り、揺らぐ社会保障を支え、補完しているのである。社会保障と税の一体改革が議
論されているのはまさに社会的コストと再配分を巡る議論であり、ここでは一定の
整理を試みている。
第 2章の社会保障としての貧困認識では、生活保護受給者が増加する社会的背景
を踏まえつつ、貧困問題を捉え直さなければならないことを指摘し、最も基本的な
生存権と生活保殺の役割およびその位置づけを明確にしている。
第 3章の社会保障と生活保離では、社会保障と生活保護制度改革への視座を示し
つつ、生活支援戦略と生活保護との関連について論述している。また、生活保護の
動向とその特徴では、戦後最大の生活保護受給者数となっていることの背景や、被
保誰世帯が非稼働世帯から稼働世帯化へと変容する様相の変化を指摘する。こうし
たことを踏まえて「生活支援戦略」のセーフテイネットを本格化させ、利用しやす
く出やすい、多層的なセーフテイネットへの整備が急がれることを指摘している。
生活困窮者の増大は、日本社会に深刻な亀裂を生み、その活力と持続可能性を危う
くする。貧困が、子どもや若者にもさまざまな影響を及ぼす困難な実態は日本社会
の将来にとって大きな損失である。戦後最大値を更新し続ける保髄動向に対し、経
済的給付だけでなく、受給者の自立を果たす自立支援機能の強化が喫緊の政策課題
となっている。
第 4章は、生活保諮制度の基本的なしくみと、その意義を再確認する必要性並び
に国民生活の「最後の砦Jとしてのセーフテイネット機能の重要』性について言及し
ている。第 5章の保護の決定実施と制度運用については、最後のセーフテイネット
の機能不全として、「水際作戦」といわれる保護の制度運用の問題とコンブライアン
スの課題を指摘するとともにその課題を論じている。多くの福祉事務所の現場では、
保護の制度運用面で、不当もしくは不適切な取り扱いが組織的かっ無意図的に行わ
れてきた。こうした問題の社会的背景としては、保護費が一般会計歳出予算対比率
の20怖を超えるなど、逼迫する財政問題がある。膨張する保護費負担は、自治体の都
市経営を困難にし、福祉事務所の所要の職員配置が確保されず、慢性的な実施体制
の弱体化の影響となって表れている。
第 6章では、貧困が社会問題化する中で、社会的不利益を被る被保護母子世帯の
貧困の世代間継承を取り上げている。調査結果の一次的資料から多変量解析を行な
い、データに基づく実証的分析を行っている。ここでは貧困問題を基底とする格差
やその固定化、教育格差、子どもの貧困の世代間継承の論議を一層深める契機とな
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ることを意図した。生活保護を受給している世帯主の 25%が生活保F識を受給する世
帯で、育っており、貧困の世代関連鎖を明らかにするなど、受給母子世帯の生活実態
とその貧困実相を浮かび上がらせている。子どもの杜会的不利益が幾重にもかさな
り、負の相乗作用として重くのしかかる世代的な連鎖が確認された。こうした現状
が放置されれば、子どものみならず日本の将来の大きな損失となる。
第 7章の新たな公共サービスとしての学習支援では、 A市の社会的な居場所づくり
支援事業(学習支援事業)を取り上げている。子どもの貧困問題については、その
要因をマクロ的に解明する必要がある。同時に教育や福祉のプラクティスとして必
要な政策とは何か、貧困の連鎖を断ち切るためにはどのように対応すべきかを明ら
かにすることが課題であり、優先度の高い政策と位置付けられる。
こうした中、生活保護を受ける家庭の子どもを対象に、自治体や NPOが開く学習
教室への関心がたかまっている。次世代を担う子どもの貧困は世代間継承される可
能性が高い。生活保護受給世帯で、育った子どもが、大人になって再び生活保護を受
ける『貧困の連鎖』を防止するため、厚生労働省は、平成 21年度から子どもの進学
に関する支援等を行う「こどもの健全育成支援事業j を実施している。さらに平成
23年度からは「社会的居場所づくり支援事業」として再編され事業内容が充実され
た(事業導入自治体数35<平成22年度))。
A市社会的な居場所づくり支援事業(学習支援事業) (以下、「学習支援事業」とい
う)では、こうした背景および現状を踏まえた中で、問題意識が館成され実施され
た。今般の社会保障審議会生活保護基準部会の報告(2013年 1月 17日)を受けた厚生
労働省は、保護費削減を打ち出し、 2013年 8月から保護費の削減が実施されること
となったが、そのあおりを受けて保雄世帯が子どもへの教育費を削ることも懸念さ
れる。生活保護費の削減は、子どもを抱える世帯においては直接的に子どもの教育
諸経費の削減につながる。こうした子どもへの潜在的能力を高める教育への先行投
資に抑制がかかるといった深刻な事態は回避しなければならない。特に生活保護受
給層の子どものいる世帯への教育的配慮として、削減は限定的にとどめるべきであ
ろう。
学習支援は、保護費の削減ベクトルの中で、これまで以上に最優先で取り組まな
ければならない喫緊の政策課題となっている。中学卒業者の進路状況については、
標本サイズ(N=18)が小さいため、結果がぶれている可能性がある。しかし、実施結
果では 94.4%の高校進学率を達成し、全国の生活保護受給世帯の 87.5%を上回る。ま
た、 A市全体の一般高校進学率86.慨をも上回っている。
第 8章は、ホームレス者の自立支援である。厚生労働省は、 2003(平成 15)年の全
国実態調査の結果を踏まえ、「自立の意思がありながらホームレスになることを余儀
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なくされた者」に対して、国の責任において、「安定した雇用の確保jや「職業能力
の開発による就業機会の確保」、「住居への入居支援」等により生活全般にわたる支
援を行い、社会復帰を目指すことを目標として掲げた。即ち、ホームレス支援策の
基本方針は、ホームレスの就労率は金額の多寡は別として 60%を超える求職率など
就労意欲は高いとされることから就労の機会や雇用に向けた支援があればかなりの
割合のホームレスが自立できるという考え方に基づき政策立案されてきた。特に入
所者の属性に着眼して、低位学歴、健康問題、就労支援の困難性、払拭し難いステ
ィグマなどに焦点を絞り調査し、どのような問題や課題を抱えているのかを把握し
ようとするものである。ホームレスのなかには年齢の高い者、深刻な健康問題を抱
えている者、労働市場から排除されている者など、必ずしも自立支援センターの就
労支援の対象として適さないとして政策から「取り残されたホームレス」の現状が
ある。今後、自立支援センターに入所しでも自立が困難な者が増加することも考え
られる。その上で現在のホームレス支援の効果的なあり方や問題点、課題を明らか
にしている。
第9章および第 10章では、貧困ビジネスと不正受給をめぐる問題、不正受給と社
会経済的影響について論説している。生活保護を取り巻く課題は多い。なかでも不
正受給や貧困ビジネスをめぐる事象は、メディアでもヒートアップし、繰り返し取
り上げられ社会問題化した。これらは生活保護制度を揺るがしかねない喫緊の課題
として対応を迫られており、予防的視点からの不正受給対策と制度改正の必要性を
示唆している。不正受給や自立支援に向けた自治体による適正化の取り組みをどう
評価するか。すなわち、単に財政だけの問題でなく、制度への国民の信頼を強める
取り組みの必要性を指摘する。不正受給について論じると、ともすれば「生活保郡
(受給者)全体へのパッシングJI締め付け」と受け止められ、両極論の議論に陥り
がちとなる。その点では、①故意・計画的・悪質な「不正受給事犯J、および犯罪組
織等の資金源として、生活保誰を始めとする社会保障制度が悪用される「貧困ビジ
ネス」の実態を対象とすべきものと、②漠然と「不正受給」として語られがちな事
象について整理しなければならない。真に保護を必要とされる人々を偏見やパッシ
ングから守るため、生活保護が複雑で解りにくい制度であることを念頭に、ていね
いに説明する必要がある。③犯罪に該当する「不正受給」事犯は、犯罪であること
から毅然とした措置を講じるとともに速やかに告発することが重要である。不正受
給事犯は制度を揺るがせかねないものとして厳正に対処し、制度への信頼を回復さ
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せる必要がある。
第 11章では、生活保護受給層の自立支援プログラムについて論じている。近年、
欧米の先進諸国を中心に、公的扶助受給者に対する就労自立への圧力が強まってい
る。これは一般的には「ワークフェア」と呼ばれており、世界的な潮流となってい
る。ここではワークフェア=r雇用志向型社会政策Jとして、公的扶助受給者に対し
て労働を通じて福祉への依存を軽減させる政策の一環として捉える。生活保護受給
者に対して就労を促そうとする動きが、ここ数年強調されてきており、①増大する
福祉財政の削減、②フリーライダー、福祉依存に対する批判、③長期的な失業状態
から労働市場への包摂などから、その政策な必要性が訴えられている。
布川(2009)は、自立支援の協調を新自由主義の自助・自己責任のながれ、生活保護
受給者は保護に依存しているというモラルハザード言説に対するわかり易いアンチ
テーゼ、受給期間の長期化を防ごうとする財政縮減対策、社会への再統合をはかる
ソーシャル・インクノレージョンの流れを指摘する。これに加えて、道中(2013)3f士、
増大する保譜費の抑制、不正受給や不適正受給をめぐる生活保護に対する制度不信、
生活保護費に対する不満からのパッシングなど、社会的経済的な事由を指摘してい
る。社会福祉の目的は、限定的な対象者の救済にとどまらず、国民全体を対象とし
て、問題が発生した場合に個人が人としての尊厳をもって、家庭や地域の中で、そ
の人らしい生活が送れるよう自立支援することが重要である。
第 12章およびおわりにでは、社会保障に関する考察と今後の研究課題について論
述している。各章において抽出された課題を論点整理し、制度改正への視座として
概念の重要性に関する総括を試みるとともに発展的考察を加えている。生活困難層
の社会的不利益の世代間継承を断つためには、公共財の投入が不可欠であることを
指摘している。再配分は、小学校就学を 1歳早め 6歳から義務教育とすることなど、
早期の介入政策や、高等学校の義務教育化など優先度の高い政策課題に対応すべき
である。他方、生活保護制度における医療扶助をめぐる課題も多く、制度設計にな
い予防的概念を視座とした、ヘルスプロモー卜政策への転換が急がれる。生活保護
受給者の自立を促す一方で、低所得者が生活保護受給に至らないようにすることが
重要である。誰もがわかり易く、使いやすい制度の中間的なセーフテイネットを整
備しなければならない。きめ細やかな支援を行う体制整備の重要性を指摘し、ファ
イナルセーフテイネットの在り方について今後の研究課題として整理した。
3道中(2013)I不正受給・貧困ビジネス」と社会経済的影響JW警察皐論集』響察大学校編第 66巻第
5~，立花書房.
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はじめに
新自由主義の世界潮流は、わが国においても 1990年代から 2000年代前半にかけ
て市場原理に基づく規制緩和として、集中的に促進された。1979年のサッチャー
(Thatcher)首相の誕生から 1997年のプレア(Tony81air)首相に政権交代するまでは、
英国の硬直した厳しい経済状況の中、この経済再生と閉塞社会からの脱却が政策目
標で、あった。圏内では数々の経済改革を断行し不況からの脱却を果たし、英国の社
会経済は息を吹き返した。しかし、格差が拡大し、アンダークラスでは働いている
のに貧困であり、とりわけ子どもの貧困率が 3倍となった。
サッチャー(Thatcher)前首相の政策を引き継し、だブレア (Tony81air)政権は、失
業、貧困問題と向き合わなければならず再配分政策の失敗は許されない中、貧困家
庭への新たな介入政策をとっている。ただ福祉・教育予算を拡充し、サッチャ一政
権下で荒廃した病院や教育を立て直すことを目指したものの、充分な成果を挙げら
れず、効果理念として提示した社会的公正の実現もさほど成功しなかったlという評
価もある。
一方、日本では、子どもの貧困は専ら親の責任論に終始し、貧困は家庭の問題と
してとらえられ、政府が介入すべき問題とは認識されてこなかった。日本の幼保一
元化の議論や子ども手当をめぐる政策の迷走は、戦略のない社会保障政策を象徴す
るものである。
日本は、奇跡とまでいわれた戦後復興を成し遂げた。経済的繁栄を享受し、誰も
が一億総中流と考え、「貧困」とし、う言葉はもはや死語となっていた。バブノレ経済期
以降の 1995年には生活保護率が 6.8%。と大きく底を打っていた。しかし、近年、格
差が拡大しワーキングプアやボーダーライン層、生活保護受給層など貧困の裾野が
拡がっている。全国の保護動向が 2011年に戦後最多の約 204万人を超え伸び続けて
いる。
今日の貧困領域の研究動向に影響を与えたのは、 2000年の社会福祉基礎構造改革
1貧困層の割合は 1997年の25%から 2005年の14%へと減少したが、 2006年には2005年の1210
万人(14%)から 1270 万人(14.7%)へと再び増加した若年者(l8~24 歳)失業率は、 1998 年の 12%から
7.9%減少したが、現在では 12.6%に上昇.ニートも 40万人を切ったが現在は50万人を超えている.
一方、最低賃金の導入などで格差の拡大の速度を落とすことに成功しているが、高所得者への増税な
ど所得再配分の強化はほとんど、行っていなし、(東洋経済新報社、 pp.47・49)，
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である。社会福祉法や介護保険法の成立は、大きなターニングポイントとなった。
その社会福祉法成立に際して、生活保護制度改革に関する衆参両院の付帯決議が盛
り込まれている。これを受け、 2003年社会保障審議会福祉部会「生活保護の在り方
に関する専門委員会J(以下、「専門委員会J)が設置された。専門委員会は、健康で
文化的な最低限度の生活基準(ナショナルミニマム)の妥当性を検討することになり、
生活扶助基準や設定方式、世帯構成、老齢加算や母子加算の検討としづ骨格部分の
審議を行い、「中間報告Jr最終報告Jを出している。こうした背景から老齢加算や
母子加算の廃止が実施され、生活保護制度改革についての運動や研究に大きな影響
を与えた。
政府は、 2005年度より生活保護受給者に対する自立支援プログラム(以下、「プロ
グラムJという。)を明示し、自治体にプログラムの樹立を要請するとともに自立に
向けた具体的な取り組みを示達している。戦後最大の被保護者数を更新し続けてい
る保護動向に対し、セーフテイネット機能だけでなく受給者の自立を果たす自立支
援機能の強化が喫緊の政策課題となっている。
プログラムでは、保護の実施機関が各世帯の状況を把握した上で、個別支援フ。ログ
ラムを定め、被保護者に必要な支援を実施することとしている。
2008年夏のリーマンショック以降、雇用の劣化、「派遣切り」、「名ばかり正社員J、
「偽装請負j など労働、貧困問題がクローズアップされた。格差の拡大とともにワ
ーキングプアやボーダーライン層、生活保護受給層など貧困の裾野が一気に拡がっ
た。その貧困を可視化したのは「年越し派遣村J(2008年末から 2009年新年にかけ
て日比谷公園等を舞台にした派遣切りで失業した労働者への緊急支援)であろう。
メディアでは社会的事象として生活保護の文字が頻出している。全国の保護動向
が 2011年で過去最多の 206万人を超えたことが大きく報じられた。保護受給者は、
2013年 7月現在で約 217万人となっている。
高齢化と人口減少のなか、日本の社会保障は大きな制度的転換点にある。この間、
社会保障への公共財の投入が限定的でも大きな社会問題とならなかった。その理由
は、日本独自の家族、地域、会社が支え合う自助、互助・共助といったシステムに
あったといえよう。 2000年には家族形態の変化に伴い私的介護から社会的介護に向
けた介護保険法が制定された。しかし、生活保護制度のように補足性の原理2による
2 生活保護法第4条に規定する原理である.生活保護が「自己責任の原貝IjJを基礎とした公的扶助と
して位置付けられ、資産の活用、能力の活用、扶養義務の優先、他の法律による扶助の優先などがそ
の特徴となっている.同条第 l項は「保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その
2 
扶養義務3を保護に優先させるという制度設計となっていることから、現下において
も保護の実施機関による扶養義務者への義務履行の要請は厳しい。
日本人の美徳として「子どもが年老いた親の面倒をみるのは当たり前」という価
値観や、あるいは「自己責任Jの考え方から、社会的扶養へのベクトルは弱く、家
族や家庭の共助に依存するところが強い。しかしながら、これまでは地域の互助・
共助といった支援で自立可能で、あったものの、現在ではその家庭や地域の機能は低
下しており、共助への期待も難しい。
経済困窮や医療、介護、子育てなどさまざまな生活困難を抱える人たちが増え、
生きづらい社会となっている。これまでの社会保障が、現代社会にマッチしなくな
っているのである。このような背景のなか、厚生労働省は、新たな対策として生活
支援戦略の報告書4(2013)をまとめている。
報告書は、低所得者対策の生活困窮者支援制度と救貧的対策である生活保護制度
改革に限定したものとなっている。
前者は、保護の前の段階で支援を行い困窮状態からの早期脱却を図るものである。
ここでは、①相談支援、②就労支援、③多様な就労機会の提供、④居住確保支援、
⑤家計相談支援、⑥健康支援、⑦子ども・若者の支援の7分野となっている。
後者は、①切れ目のない就労・自立支援とインセンティブの強化、②健康・生活
面等に着目した支援、③不正・不適正受給対策の強化等、④医療扶助の適正化、⑤
地方自治体が行う適切な支援のための体制整備などの政策を掲げている。
報告書は、喫緊な当面の施策としては評価される。しかし、国民生活のセーフテ
イネットを再構築するという「支援戦略」であるはずなのに、未来志向の姿勢や制
度聞の横断的な社会保障全体から踏み込んだ政策的理念が見受けられない。生活保
護制度の改革は、ほかならぬ社会保障制度改革とパラレノレな関係にあるからである。
社会保障のセーフテイネット機能は、働き方や働かせ方といった雇用や保険原理
を中心とした年金、医療、介護などの一次的セーフテイネットとそこからこぼれ落
ちた場合に救済する公的扶助制度の二次的セーフテイネットの 2つの機能がある。
重要なのは雇用や年金、医療、介護など防貧的対策の社会保障である。
たあらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる」と規
定している.
2社会保障審議会「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会J報告書(2013). 
3生活保護制度では、民法に規定する扶養義務者の扶養義務履行が保護に優先する.民法上の扶養義務
者の範囲は絶対的扶養義務者と相対的扶養義務者がある.
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生活保識は、こうした社会保障制度がカバーで、きないところを最後に救済する制
度である。その防貧的な社会保障が機能不全に陥っているために生活保護の守備範
囲が増大している。これまで生活保護は縁の下の力持ちの「最後の砦j であり、揺
らぐ社会保障を支え、補完しているのである。生活保護が、社会の安全・安心を支
える重要な役割を果たしていることを過少評価してはならない。すなわち、一次的
セーフテイネットを守備範囲とする社会保障が充実し、しっかり機能すれば、生活
保護の役割は限定的となる。逆に社会保障が貧弱で、あったり、機能不全に陥ってい
れば、生活保識の守備範囲は大きくなる。保'識の前のネットが整備されていないた
め一気に二次的セーフテイネットの生活保護に落ち込んでくる。揺らぐ社会保障の
再構築が急がれる理由はここにある。また、保護の受給を余儀なくされる人々も生
活保護制度以外の中間的ネットがほとんどなく、自立するための支援策が弱いこと
から保護からの脱却が困難となっている。
他方、社会保障の劣化は、そこからこぼれ落ちる貧困層や生活保誰受給層などの
社会的弱者をターゲットとした貧困ビジネス5や不正受給事犯の介入を許すこととな
る。生活保護制度の趣旨を踏みにじるような事案は年々、増加する実態にあり、社
会問題となっている。それは制度自体をおとしめ社会の不信感、公平感を損なう。
最終的には制度そのものが成り立たなくなれば、真に保護を受けなければならな
い人が排除されてしまうことになる。そうならないためにも、悪質な不正受給、貧
困ビジネス事犯を遮断し、保護を受ける国民の権利、全国民の制度への安心感を守
ることが重要であろう。そのためには真に保護する人は保護し、不正については厳
正な対応が必要となる。反社会的勢力、暴力団等の関係の関与があるものは関係機
関と連携を強化し、不正を暴き、ビジネスモデ、ルを解体して資金源を断っていく姿
勢が必要である。
本論は、このような観点から社会に警鐘を鳴らし、行政機関、取締り側、一般国
民の共通認識の形成にいささかなりとも資することを意図している。
保護費の増大により社会的弱者や保護受給者に向けられるパッシングに対しては、
国民生活の安定のための必要な社会的コストとして認識しなければならない。また、
社会的弱者や保護受給者に対するスティグ、マ(stigma)6については、相対的貧困の視
5反貧困ネットワークの湯浅誠事務局長によって提唱された用語.貧困層を主たる対象として利益を
上げるビジネス.マスコミなどでは、住宅扶助等の生活保護費を不正に搾取するなどの事例が取り上
げられ社会問題化している.
6もともとの意味は、奴隷や犯罪者の体に刻まれた印である.多数派集団において正統とされる文化や
規範を欠く小集団に対しては、その属性から否定的なレッテノレが貼られ、その集団に属する者は正常
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点やソーシヤルインクノレージョンの認識として、世論の醸成を図らなければならな
い。こうしたことを踏まえて「生活支援戦略」のセーフテイネットを本格化させ、
利用しやすく出やすい、多層的なセーフテイネットへの整備が急がれる。戦後最大
値を更新し続ける保護動向に対し、セーフテイネット機能だけでなく受給者の自立
を果たす自立支援機能の強化が重要な政策課題となっている。
生活困窮者の増大は、日本社会に深刻な亀裂を生み、その活力と持続可能性を危
うくする。貧困が子どもや若者にもさまざまな影響を及ぼす困難な実態は日本社会
の将来にとって大きな損失である。
本論は、このような今日的状況から貧困問題を基底とする格差やその固定化、教
育格差、子どもの貧困の世代間継承7の論議を一層深める契機となることを意図した
ものである。ここでは既に発表したいくつかの論文の中から政策的インプリケーシ
ョン(連関)のあるものに修正を加えたものである。また、新たな視点からの調査研究
の取り組みの結果を体系的に整理している。一部において論文の内容や論点の重複
があることを留意願いたい。そのため、本論で用いた統計諸表はそれぞれの論文の
一時点における数値であり、調査結果の分析に用いた数値と異なる場合があること
を予めお断りしておかなければならない。
研究方法のアプローチは、生活困難層を対象とした 3つの実態調査で構成してい
る。 1つ目は生活保護受給層における「被保設母子世帯の実態調査Jの調査結果の
分析であり、 2つ目は新たな公共サービスの展開としての「学習支援事業」の取り組
みの調査結果の分析である。 3つ目は「ホームレス者の自立支援事業」の調査結果の
分析である。それぞれの実態調査では一部の自治体を取り上げたケース事例にすぎ
ないものである。しかし、これらの事例を通して、具体的なケース実態を活写し、
日本社会の現在の貧困の片鱗を描くことができた。本論は、生活の困難さや貧困に
かかわる誘因およびその影響を探り、生活困難層における社会的不利益の世代的連
鎖を断つための実証的な分析手法により政策的インプリケーションを示唆すること
を目的とする。
本論の構成は、はじめにから第 l章、第 11章、おわりにとなっている。はじめに
と第 l章の社会的資本の再構築では、生活困窮者の増大によって、日本社会の基盤
から逸脱した者とみなされ、他人の軽視と不信をかう.それは被差別的な地位のシンボルという意味
で汚点(スティグマ)となり社会的な差別を発生させるとされる.
7子ども時代の貧困は、子どもの成長・発達に大きな影響を与える.その結果として貧困が世代を超
えて継承される、いわゆる「貧困の連鎖」に陥る可能性がある.道中隆(2007)は、実態調査から、生
活保護世帯のうちの 2聞が、過去に育った家庭も生活保護を受けていたことを明らかにしている.
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が揺らいでいる。その揺らぎは社会保障システムそのものにかかわる制度設計上の
課題として顕在化している。社会保障における社会的コストの議論から展開し再配
分をめぐる政策課題に言及している。すなわち、社会保障のセーフテイネット機能
は、働き方や働かせ方といった雇用や保険原理を中心とした年金、医療、介護など
の一次的セーフテイネットとそこからこぼれ落ちた場合に救済する公的扶助制度の
二次的セーフテイネットがある。重要なのは雇用や年金、医療、介護など防貧的対
策の社会保障である。生活保護はこうした社会保障制度がカバーで、きないところを
最後に救済する制度である。その社会保障が機能不全に陥っているために生活保護
の守備範囲が増大している。これまで生活保護は縁の下の力持ちの「最後の砦」で
あり、揺らぐ社会保障を支え、補完しているのである。 生活保護が、ファイナルな
二次的セーフテイネットとして、社会の安全・安心を支える重要な役割を果たして
いることを過少評価すべきではない。社会保障と税の一体改革が議論されているの
はまさに社会的コストと再配分を巡る議論であり ここでは一定の整理を試みてい
る。
第 2章の社会保障としての貧困認、識では、 生活保護受給者が増加する社会的背景
を踏まえつつ貧困問題を捉え直さなければならないことを指摘し、最も基本的な生
存権と生活保護の役割とその位置づけを明確にしている。
第 3章の社会保障と生活保護では、社会保障と生活保護制度改革への視座を示し
つつ、生活支援戦略と生活保護との関連について論述している。また、 生活保護の
動向とその特徴では、戦後最大の生活保護受給者数となっていることの背景や保護
動向が、これまでの被保護世帯が非稼働世帯から稼働世帯化へと変容する中で、保
護の対象とされてこなかった人々の参入がみられることなどの様相の変化を指摘す
る。そのことを踏まえて「生活支援戦略j のセーフテイネットを本格化させ、利用
しやすく出やすい、多層的なセーフテイネットへの整備が急がれる。生活困窮者の
増大は、日本社会に深刻な亀裂を生み、その活力と持続可能性を危うくする。貧困
が、子どもや若者にもさまざまな影響を及ぼす困難な実態は日本社会の将来にとっ
て大きな損失である。戦後最大値を更新し続ける保護動向に対し、セーフテイネッ
ト機能だけでなく受給者の自立を果たす自立支援機能の強化が喫緊の政策課題とな
っている。
第 4章は、生活保護制度の基本的なしくみとその意義を再確認する必要性並びに
国民生活の「最後の砦Jとしてのセーフテイネット機能の重要性について言及して
し、る。
第 5章の保護の決定実施と制度運用については、最後のセーフテイネットの機能
不全として、「水際作戦」といわれる問題を取り上げている。すなわち、保護の実施
機関による制度運用の問題とコンブライアンスの課題を指摘する。また、 2012年に
高額収入があるとされるお笑いタレントの母親の生活保護受給問題が国会でも質疑
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されるといった事象から、扶養義務をめぐる取扱いとその課題を論じている。
この間、多くの福祉事務所の現場では、「水際作戦jの違法性の認識がないまま、
不当もしくは不適切な取り扱いが組織的かつ継続的に行われてきた。こうした問題
の社会的背景としては、保護費が一般会計歳出予算対比率の 2慨を超えるなど逼迫す
る財政問題を指摘することができる。膨張する保護費負担は、自治体の都市経営を
困難にしている。加えて、行財政改革のもとで福祉事務所の所要の職員配置Bが確保
されず、慢性的な人員不足や相談援助業務を担う現業員9の非専門職化といった実施
体制の弱体化がある。
第 6章では、貧困問題が大きくクローズアップされる中で、社会的不利益を被る
被保設母子世帯の貧困の世代間継承を取り上げている。実態調査結果の一次的資料
から多変量解析を行ない、データに基づく実証的分析を行っている。ここでは貧困
問題を基底とする格差とその固定化、教育格差、子どもの貧困の世代間継承の論議
を一層深める契機となることを意図したものである。
生活保護を受給している世帯主の 25出が生活保護を受給する世帯で、育っており、貧
困の世代関連鎖を明らかにする。受給母子世帯の生きづらい生活実態と、その貧困
の実相を浮かび上がらせている。受給母子世帯の子どもの社会的不利益が幾重にも
かさなり、負の相乗作用として重くのしかかる世代的な連鎖が確認された。こうし
た現状が放置されれば、子どものみならず日本の将来の大きな損失となる。
第 7章の新たな公共サービスとしての学習支援では、 A市の社会的な居場所づくり
支援事業(学習支援事業)を取り上げている。子どもの貧困問題については、その
要因をマクロ的に解明する必要がある。同時に教育や福祉のプラクティスとして必
要な政策とは何か、貧困の連鎖を断ち切るためにはどのように対応すべきかを明ら
かにすることが焦眉の課題であり、優先度の高い政策と位置付けられる。
こうした中、生活保護を受ける家庭の子どもを対象に、自治体が無料で開く学習
教室への関心がたかまっている。次世代を担う子どもの貧困は世代間継承される可
能性が高い。不利が重なり合って、負の相乗作用として出現するさまざまな事象に
対して、どのような改善策を講ずるべきかについて関心が集まっている。
生活保護受給世帯で、育った子どもが、大人になって再び生活保護を受ける『貧困
の連鎖』を防止するため、厚生労働省は、平成21年度から子どもの進学に関する支
援等を行う「こどもの健全育成支援事業」を実施している。さらに平成 23年度から
は「社会的居場所づくり支援事業」として再編され事業内容が充実された(事業導入
自治体数35(平成22年度))。
『貧困の連鎖』を防止する取り組み事例としては、埼玉県生活保護受給者チャレン
ジ支援事業や横浜市の市立定時制高校への進路支援、佐賀若者サポートステーショ
日所員の定数は、社会福祉法第 16条第 1項各号に規定.
9社会福祉法第 15条第 1項第 2号および同法第 6項に規定する職員.
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ン事業などがある。このようにまだまだ一部の地域ではあるが、生活保護世帯等の
子どもに対する学習支援や中退者等に対する自立支援の取り組みがなされており、
高校進学率の向上や若者の就職などで成果を上げている。なかでも埼玉県生活保護
受給者チャレンジ支援事業は、先駆的な取り組みとして、生活保護受給世帯の中学
3年生全員およびその保護者を対象者に、社団法人に業務委託して学習支援等を実
施している。教員 08や教育支援員などが、定期的な家庭訪問を行し、子どもと親に対
して進学の助言等を行っている。同時に学習支援教室を開催して学習支援を行って
いる。その結果、平成 23年度では 801人のうち 305人が参加し、 296人が高校に入
学し、高校進学率97覧の実績につながっている。
A市社会的な居場所づくり支援事業(学習支援事業) (以下、「学習支援事業j とい
う)では、こうした背景および現状を踏まえた中で、問題意識が醸成され実施され
た。今般の社会保障審議会生活保護基準部会の報告(2013年 l月 17日)を受けた厚生
労働省は保誰費削減を打ち出し、 2013年 8月から 3年間に段階的に保議費の削減が
実施されることとなったが、そのあおりを受けて保護世帯が子どもへの教育費を削
ることも懸念される。生活保護費の削減は、子どもを抱える世帯においては直接的
に子どもの教育諸経費を削減せざるを得なくなる。こうした子どもへの潜在的能力
を高める教育への先行投資に抑制がかかるといった深刻な事態は回避しなければな
らない。特に生活保護受給層の子どものいる世帯への教育的配慮として、生活保護
費の削減は限定的にとどめるべきであろう。
学習支援は、保謎費の削減ベクトルの中で、これまで以上に最優先で取り組まな
ければならない喫緊の政策課題となっている。中学卒業者の進路状況については、
標本サイズ(N=18)が小さいため、結果がぶれている可能性がある。しかし、学習支
援の結果、 18名の中学校卒業後の進路は、 l名の就職者を除いて 17名(94.4出)が高
校に入学している。学習支援教室では、生徒一人一人の個性や課題および学習の習
熟度に応じて、個性を伸ばすためクラススケールも小さくしている。そのため生徒
の能力に応じてさまざまな課題にも根気よく寄り添いながら、柔軟に対応できる経
験豊富で支援力のあるスタップを配置している。その結果94.舗の高校進学率を達成
し、全国の生活保護受給世帯の87.聞を上回る。また、A市全体の一般高校進学率86.0犯
をも上回っている。
第 8章は、ホームレス者の自立支援である。厚生労働省は、 2003(平成 15)年の全
国実態調査の結果を踏まえ、「自立の意思がありながらホームレスになることを余儀
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なくされた者」に対して、国の責任において、「安定した雇用の確保Jや「職業能力
の開発による就業機会の確保」、「住居への入居支援」等により生活全般にわたる支
援を行い、社会復帰を目指すことを目標として掲げた。即ち、ホームレス支援策の
基本方針は、ホームレスの就労率は金額の多寡は別として 60協を超える求職率など就
労意欲は高いとされることから就労の機会や雇用に向けた支援があればかなりの割
合のホームレスが自立できるという考え方に基づき政策立案されてきた。このよう
な背景のもとに自立支援法施行以降のホームレス支援策は、法の目的性から専ら就
労支援に重点をおいた「安定した雇用の場」、「安定した居住の場」によるものであ
り、この問、設置されてきた各自治体のホームレス自立支援施設も就労支援を中心
とするものである。特に入所者の属性に着眼して、低位学歴、健康問題、就労支援
の困難性、払拭し難いスティグPマなどに焦点を絞り調査し、その上で何が問題で、
どのような楳題を抱えているのかについて把握しようとするものである。ホームレ
スのなかには年齢の高い者、深刻な健康問題を抱えている者、労働市場から排除さ
れている者など必ずしも自立支援センターの就労支援の対象として適さない者など
政策から「取り残されたホームレスj の現状がある。そのため今後、自立支援セン
ターに入所しても自立が困難な者が増加することが考えられる。こういった背景を
踏まえた上で現在のホームレス支援の効果的なあり方や問題点、課題を明らかにす
るものである。
第9章および第 10章では、貧困ビジネスと不正受給をめぐる問題、不正受給と社
会経済的影響について論じている。生活保護を取り巻く課題は多い。なかでも不正
受給や貧困ビジネスをめぐる事象は、メディアでもヒートアップし繰り返し取り上
げられ社会問題化した。生活保諮制度を揺るがしかねない喫緊の課題として対応を
迫られており、予防的視点からの不正受給対策と制度改正の必要性を示唆している。
不正受給や自立支援への自治体による適正化の取り組みをどう評価するか。すなわ
ち、単に財務だけの問題でなく、制度への国民の信頼を強める取り組みの必要性を
指摘する。不正受給について論じると、ともすれば「生活保護(受給者)全体への
パッシングJr締め付けJと受け止められ、両極論の議論に陥りがちとなる。その点
では、①故意・計画的・悪質な「不正受給事犯」、および犯罪組織等の資金源として
生活保護を始めとする社会保障制度が悪用される「貧困ビジネスj の実態を対象と
すべきものと、②漠然と「不正受給j として語られがちな事象について整理しなけ
ればならない。真に保識を必要とされる人々を偏見やパッシングから守るため、生
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活保護が複雑で解りにくい制度であることを念頭にていねいに説明する必要がある。
③犯罪に該当する「不正受給j事犯は、犯罪であることから毅然とした措置を誹じ
るとともに速やかに告発することが重要である。不正受給事犯は制度を揺るがせか
ねないものとして厳正に対処し、制度への信頼を回復させる必要がある。
第 11章では、生活保護受給層の自立支援プログラムについて論じている。近年、
欧米の先進諸国を中心に公的扶助受給者に対する就労自立への圧力が強まっている。
これは一般的には「ワークフェア」と呼ばれており、世界的な潮流となっている。
ここではワークフェア==I雇用志向型社会政策」として、公的扶助受給者に対して
労働を通じて福祉への依存を軽減させる政策の一環として捉える。こうした考え方
は、欧米の先進諸国において生活保謹受給者に対して就労を促そうとする動きとし
て、ここ数年強調されてきた。その政策の必要性は、①増大する福祉財政の削減、
②フリーライダ一、福祉依存に対する批判、③長期的な失業状態から労働市場への
包摂などである。こうした主張は、わが国においても「福祉から就労」へといった
スローガンのもとに積極的に政策展開されている。
布川 (2009)は、自立支援の協調を新自由主義の自助・自己責任のながれ、生活保
護受給者は保護に依存しているというモラノレハザード言説に対するわかり易いアン
チテーゼ、受給期間の長期化を防ごうとする財政縮減対策、社会への再統合をはか
るソーシャル・インクルージョンの流れを指摘する。これに加えて、道中 (2013)10は、
増大する保護費の抑制、不正受給や不適正受給をめぐる生活保護に対する制度不信、
生活保護費に対する不満からのパッシングなど社会的経済的な事由を指摘している。
社会福祉の目的は、限定的な対象者の救済にとどまらず、国民全体を対象として、
問題が発生した場合に個人が人としての尊厳をもって、家庭や地域の中で、その人
らしい生活が送れるよう自立支援することが重要である。
第 12章およびおわりにでは、社会保障に関する考察と今後の研究課題について論
述している。各章において抽出された課題を論点整理し、制度改正への視座として
概念の重要性に関する総括を試みるとともに発展的考察を加えている。生活困難層
の社会的不利益の世代間継承を断つための公共財の投入の必要性を指摘している。
再配分は、小学校就学を 1歳早め6歳から義務教育とすることなど早期の介入政策
や高等学校の義務教育化など優先度の高い政策課題を取り上げている。他方、生活
保護制度における医療扶助をめぐる課題も多い。生活保護の制度設計にない予防的
10道中(2013) I不正受給・貧困ビジネス」と社会経済的影響J W警察皐論集』警察大学校編第 66巻
第 5号，立花書房.
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視点からヘルスプロモート政策への転換が急がれる。生活保誰受給者の自立を促す
一方で、低所得者が生活保護受給に至らないようにすることが重要である。誰もが
わかり易く使いやすい制度の中間的なセーフテイネットを整備しなければならない。
きめ細やかな支援を行う体制整備の重要性を指摘し、ファイナノレセーフテイネット
の在り方について今後の研究課題として整理した。
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第 1章社会的資本の再構築と再配分
第 1節社会保障システム
今、日本社会は加速する高齢化のただ中にあり、不安と混沌が錯綜し単身高齢者
の世帯が一層増えている。世界で一番高齢化が進む日本では、これまでどの国も経
験したことのない領域に踏み込んだ。超高齢社会は、年金、医療と介護の需要を確
実に高めているが、こうした年金、医療、介護といった社会保障への不信感や不安
は広がる一方である。特に若年層の社会保障制度に対する不信感や不安は根強し、も
のがある。国民年金の保険料収納率はここ数年低下し続け、 12年度で 58.6切と 6害IJ
を割り込んでいる。「し、ずれ年金は破たんするJI払い損になるからJI高齢者が優遇
され負担ばかりが求められるj など制度不信や誤解、理解不足が多いことも一因の
一つであろう。社会保障に関する国民の関心を高める教育の必要性が指摘されよう。
さらに重要なことは社会保障システムそのものが現在の変容する高齢社会に間尺が
合わなくなっていることである。 1960年代、現役世代(20'"'-'64歳)と高齢者(65歳以
上)の人口比は、ほぼ 10対 lだった。大家族が高齢者を養い、現役世代が納める税
金や社会保険料で十分に高齢者の年金や医療費がまかなえた。現在は高齢者 l人に
対して現役 2人強で、 2020年には 2人を害IJり込む。現役世代の負担だけで高齢者を
ささえることは困難となっている。社会保障と税の一体改革は、社会保障財源とし
て、消費税増税に合わせて社会保障制度改革の議論が進められている。いずれにし
ても老いも若きも広く薄く、公平に負担するしかない。どのような社会であれば幸
福を実感できるのか、国民一人ひとりが考えるべきだろう。高齢社会における社会
保障制度の再構築が迫られている。目前に迫る超高齢社会を乗り越え、国家財政の
健全性を維持するためには社会保障制度を効率化させるとともに、長期化する景気
停滞から脱却し安定的な経済成長を持続させることが不可欠となる。経済成長が確
保されなければ社会保障制度の持続性も損なわれる。また信頼できる社会保障制度
の確立がなければ安心できる社会を維持することはできず、日本経済の長期的な成
長は望めないものとなる。これを両立させることこそが誰もが安心する社会を取り
戻すことになる。
ただ安全・安心のためなら国民の負担はどこまで、上がってもよいわけでない。 2014
年度から消費税率が引き上げられ、消費税を社会保障財源とすることが決まった。
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社会保険料や税の負担が重くなるなら、社会保障の給付抑制も視野に入れる必要が
ある。国家財政の健全化への改革のためには、国民に不評な負担増や給付減を避け
てきたこれまでの政策の踏襲から政策転換し、社会保障の給付を我慢しようという
賢明な選択が求められている。
第2節社会的コストと再配分
社会保障を考えるに際し、グローパルな国際的および国内的な視点から動向を十
分に踏まえておく必要がある。圏内的に最も重要なことは少子高齢化と景気停滞の
長期化である。日本の高齢化は人口減少の中で進行しており、生産人口の中でもと
りわけ若年労働力の減少は間違いなく進行する。こうした人口構造の変化の中で高
齢者の生活保障をどのように支えるのか、いかなる所得再分配が現実的に可能なの
か、客観的な把握が必要となる。
世界の先進諸国と比較すれば、日本はアメリカとともに典型的な低福祉・低負担
の国に区分され、福祉国家といわれている国はデンマーク、フィンランド、スウェ
ーデン、ノウウェーの北欧諸国で、ある。その中間にある中福祉・中負担の国はイギ
リス、 ドイツ、フランス、イタリアなどの諸国を挙げることができる。
日本の今後の超高齢化を見据えると一定の負担増は避けられない。社会保障や福
祉の充実には応分な負担がともなうが、「社会保障・税の一体改革Jは高齢者医療制
度や新しい年金制度のデザインが描かれておらず、政策論議はこれからである。た
だ社会保障における給付と負担のあり方は、保険原理による社会保険の賦課方式を
基本とすることから人口構成に依存せざるを得ない。一方、現役世代から高齢者世
代への世代間の再分配は、高齢者層向けの偏ったものでなく、公正でより多くの国
民が納得することができる合意形成力の高い制度改革を構想しなければならない。
北欧型のように大きな負担をしてでも充実した社会保障を望むのか、それとも負担
を軽減して給付を少なくするのか、或いは中程度の負担で中程度の給付とするのか、
一つの正しい解答はない。高齢化率が 40弘に達する 2050年代に高齢者向け社会保障
の給付水準を維持すると仮定した場合、国民負担率は現在の 40納ミら 7側近くに上昇
する。むしろ、大きな負担をして給付が少なくなるのである。これらの過重な負担
に国民的コンセンサスが得られそうもない。逆に社会保障給付水準を現在より 50弘
以上削減すれば、将来の国民負担率を 40免台に抑制できる。しかし、そこまで削減す
るのは高齢者福祉のあり方として容認しがたいものと考えられる。 30協の削減なら
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50年代の国民負担率は 50怖台半ばとされる試算Iがある。この場合、中福祉高負担と
いうことになるが、いずれにしても高齢者が受ける社会保障サービスの水準と勤労
者の負担割合のバランスをし、かに均衡させるか、国民がどのような社会を望んでい
るのか納得できる改革が急務となっている。
11大和総研の社会保障給付水準と国民負担率の試算モデル参照.
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第 2章社会保障と貧困認識
第 1節 生活保護受給者が増加する社会的背景
現在、生活保護受給者の急増が国政レベルで、取り上げられ、国民の強い関心事
となっている。生活保護費の負担割合は、国庫4分の 3と自治体4分の 1となっ
ている。社会保障制度の全体の中では、予算規模は小さい制度であるが、国民生
活の最後の拠り所とされる重要な役割を担っていることはいささかもゆるぎない
ものである。
生活保護受給者数は、 2013年 7月現在約 216万人で、人口の1.7切であり 100人
のうち 2人にも満たない。財政的にも、生活保護にかかる費用は社会保障給付費
全体のわずか測に過ぎない。受給者数は、過去最低で、あった 1995年のo.7制、ら、
現在の1.65切と大きく伸びてはいるが、日本社会の現状を踏まえれば、この数値は
まだ低いレベルであると考えられる。国民生活の困窮を示す関連指標や、国際比
較のデータをみれば、保護率12は現在の数倍の高さで、あったとしてもおかしくはな
い。生活保設受給者が増え続けている原因として大きく次の 2点が挙げられる。
第 1は、経済の停滞に伴う失業者や不安定雇用者の増加がある。循環型市場経
済下で、企業は派遣社員など柔軟型の雇用形態を取り入れ、不安定な非正規雇用
を大幅に増やしてきた。 2008年の世界金融危機以降、雇用契約の打ち切りが相次
いだ。失業した場合、一般的には、まず雇用保険の機能であるが、この一次的セ
フテイネット(安全網)の役割が十分果たされていない。労災保険とともに雇用
保険は、労働保険として広く労働者の失業や労働災害などの不測の事態に備えた
貧困予防のセーフテイネットである。非正規労働者の中には、雇用保険に加入し
ていないため失業給付や職業訓練を受けられない者も多い。そのため政府は、第2
のセーフテイネットとして、①「求職者支援制度J、②「住宅手当制度」、③「総
合支援資金貸付制度(生活福祉資金貸付制度)を導入した。しかし、これらの制度
は利用者にとって要件は厳しく、利用できる対象者は限られている。こうした制
度の利用ができなかった者や利用しでも再び雇用が得られなかった者は、最後の
ファイナルセーフテイネットである生活保護制度による保護を受けざるを得なく
なっている。
さらに雇用の劣化によるワーキングプア層やボーダーライン層のすそ野が拡大
することにより、稼働年齢にある受給者が増えた。生活保護の動向は、非稼働世
帯から稼働世帯化への様相の変化がみてとれる。
第 2は、人口高齢化に伴う生活困窮高齢者の増加である。 一般的には労働市場
12人口千人に対して，生活保護を受けている人が何人かという率(パーミル%0)で表した比率のこと.
行政実務では貧困層を把握する指標のーっとして保護率が用いられている.
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からリタイアした高齢者への所得保障は、保険原理による年金制度の出番となる。
しかし、国民年金(老齢基礎年金)の場合、 40年間の保険料を払い続けても月額 6
万 6千円足らずで、生活保護の最低生活費を大幅に下回る。そもそも制度設計の
異なる年金と生活保識とを比較することには無理がある。しかしながら、生活者
の視点からは、実質上の可処分所得は生活保護費が基礎年金額の約 2倍となり、
不整合となる。年金だけでは生活の維持が困難である。しかも保険料の未納や加
入期聞が短いなどの理由で、給付水準の低い人や全く給付が受けられない人が増
加している。今後の保護動向の予測として、生活困難な人が増える兆候が随所に
見受けられ、引き続き生活保謎受給者数は増加基調で推移することが考えられる。
これまでの経済状況や産業構造が変化し、社会全体の環境が変容した結果、生
活保設受給者が増え、現行の制度では耐えられなくなっている。そこで今、考え
なければならないのは、保護の受給率上昇の「要因Jを求めて、制度や運用のあ
り方に一喜一憂することではない。いかにして生活保護制度以外のセーフテイネ
ットを再構築し、受給率を一定範囲内に収めるかを議論することである。
第2節貧困問題への視座
厚生労働省の発表した相対的貧困率13は、 1985年の 12怖から 2009年には 16悩ま
で上昇した。だが生活保雄受給者は、貧困者の 8分の lの規模にすぎないことに
なる。一方、所得や資産が生活保護水準未満である世帯の中で実際に生活保護を
受けている世帯の割合(捕捉率14)は、研究者の推計では高くても 20見だ。厚生労働
省は 2つの異なる調査を用いて推計しており、 32.1%、68.4%と幅のある数値を発
表している。このような捕捉率15そのものは、行政実務上使われていないが、いず
れにしても相当数の貧困層が生活保護から漏れており、将来の生活保護の予備軍
として存在していることを認識しておかなければならない。
貧困層の急増に伴って、経済的に苦しい家庭に自治体が学用品代などを支給す
る「就学援助制度Jの利用者が急増している。文部科学省によると 1995年度に 77
万人だ、った就学援助の対象児童生徒は、 2010年度は 155万人に倍増している。全
児童生徒に占める割合は 15切に達し、総支給額は 1000億円を突破している。子ど
13相対的貧困率は，所得の中央値の半分未満で生活している人の割合である.中央値は平均値ではなく，
所得順に並べて真中になる人の所得額をいう.2009 (平成 21)年の政府発表では.2006 (平成 18)
年時点で，可処分所得の中央値は254万円で，その半分の 127万円未満の所得者の割合が貧困率であ
る.2人世帯では. 180万円. 3人世帯では 224万円が基準となっている. 2006 (平成 18)年時点で
の貧困率は 15.7切であった.7人に1人が月に 10万円以下で生活していることになる.この数値は，
OECD加盟国中では，メキシコ， トルコ，米国についで高い.西欧諸国は. 10覧以下であり，デンマー
クは5.3犯であった.国民の可処分所得を低い人から順番に並べ、真ん中となる所得の半分より少ない
所得しかない人の割合より少ない所得しかない人の割合.
1保護の捕足率は，本来生活保護を受ける権利がある者のうちで，現に生活保護を受けている人の割
合である.先進国の割合に対して日本の生活保護の捕足率は1O~20弘程度とされる.
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もの義務教育にかかる諸費用(給食費や学用品目など)を援助する就学援助制度の
所得制限は、自治体によって異なる。通常、生活保護基準の1.1倍から1.3倍に
設定されているが、就学援助の財政負担が膨らむ中、1.5倍に設定している自治体
もある。長引く不況などを背景に 2010年度は過去最多の 7人に 1人が援助を受け
ている。奨励費の受給率は、1997年の6.聞から 2009年には 14.5切に上昇している。
すなわち、義務教育年齢の子どもをもっ世帯の 7世帯に 1世帯は、生活保護基準
と大差のない生活をしている「ボーダーライン層」と位置付けられる。今後、低
所得世帯には支援をより手厚くするなど、財政と就学機会の確保のバランスが問
われることとなる。
1990年代から続いた日本経済の低迷は、社会構造に大きな変化をもたらした。 50年
代、 60年代に設計された日本の社会保障制度は、その当時の社会構造を暗黙のうちに
想定していたものと考えられる。その典型が終身雇用制や年功賃金制であり、高齢化
や少子化という社会構造の変動は、制度設計にはない想定外のできごとである。した
がって、これまでのこうした想定は、変容する社会において いまや現実の対応性を
欠きつつある。
予想をはるかに上回るボーダーライン層、貧困層の出現、雇用形態が多様化して非
正規雇用が一般化する中でワーキングプアが増大するなど、社会保障制度の有効性に
疑問が投げかけられている。すなわち、現在の社会保障制度が機能不全に陥り、広く
生活水準の維持に役立つているかどうか確信が持てなくなっている。
国民の社会不安の根底は、この基本的なセーフテイネットの綻びにある。その端的
な例が、国民年金の保険料収納率(58.6出)や国民健康保険の保険料収納率(80見)の低下、
就学援助対象者の増加などがある。また、生活保護の受給状況は、 2013年 8月現在、
2，159，877人、 1，590，249世帯で保護率 17.0%o(人口千人当)で、 2011年度の被保護人
員との比較で 10.4%の増加となっていることや、雇用保険による失業給付受給者の増加
がある。
生活保諮制度は、市場原理の自己責任とし、う論理との均衡上、「補足性の原理」を定
め、厳しい受給要件のもとでの制度運用となっているが、それでも 1990年代の中ごろ
と比較すると保護受給者はほぼ2倍に増加している。このように生活保護制度は、社
会保障の救貧的な事後救済として、重要な役割、機能を果たしている。
雇用柔軟型の非正規雇用が一般化することにより、労働基準の劣化は深刻となって
いる。単に賃金にとどまらず、福利厚生を含めた質的な労働基準は、労働基準法が制
定された 1947年以前の 60数年前まで押し戻された感がある。労働者の3割以上が、
非正規雇用の労働者であり一家の生計中心者である。ワーキングプア層は、非正規の
労働者や派遣労働者で大半を占めている。さらに非正規雇用の一般化は、保険原理に
基づき運営される国民健康保険や国民年金などの地域保険にも過重な負荷をかけ、社
会保障制度の根幹を揺るがしかねない政策課題を突きつけている。
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社会保障の一端を担う企業の社会的責任を果たすためにも、「働かせ方」として、非
正規雇用の場合で、あっても社会保険加入を推進させる必要があろう。事業者保険への加入
要件を和することにより雇用側も負担することで、将来的には社会保障への負荷を軽減させる
ことになる。雇用保険による失業給付についても同様、受給期間の期限切れとなり、ホームレ
ス生活を余儀なくされ垂直的に生活保護へド、ロップアウトする構図が見受けられるなどネット
の目は粗い。
セーフテイネットの構築として、新たな動きがある。 2012年4月に社会保障審議会
の特別部会として「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会J16 (以下、「特別
部会」という)が設置され、 2013年 1月に特別部会報告書がまとめられた。この特別部
会報告書をもとに生活困窮者自立支援法案が閣議決定されが、2013年6月に同法案17が
生活保謎法の一部改正案とともに審議未了のため廃案となった経緯がある。この生活
困窮者自立支援法案は、生活保秘法の改正案と一体的に運用される重要法案として位
置づけられるものであった。
両法案は、再提出され 2013年 12月の通常国会において可決された。同法第 l条で
は、「生活困窮者自立相談支援事業の実施、生活困窮者住居確保給付金の支給その他の
生活困窮者に対する自立の支援に関する措置を講ずることにより、生活困窮者の自立
を図るJと規定され、その目的が示されている。
社会保障の第一次的セーフテイネットを補完する中間的セーフテイネットとして期
待される動向であるが、生活支援の全体像からは踏み込み不足を否めない。現行の生
活保護制度の一体的な運用となっており、その有効性については限定的なものに留ま
るであろう。社会保障の一次的セーフテイネットとして、機能するよう制度を根底か
ら見直し、新たな制度設計が急がれる。生活保誕などの二次的セーフテイネットに依
存することなく、まずは雇用と年金、医療、介護をはじめとする保険原理を基軸とし
た一次的セーフテイネットを再構築することが何よりも重要である。
162012年4月社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会(委員長宮本太郎).
17第 183回通常国会(2013年6月)に提出された生活困窮者自立支援法案は否決され廃案となった.
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第3章社会保障と生活保護
第 1節 社会保障と生活保護制度改革への視座
1 社会保障の制度的転換点
高齢化と人口減少の中、社会保障は大きな制度的転換点にある。この間、社会保
障への公共財の投入が限定的でも大きな社会問題とならなかったのは家族、地域、
会社に支えられてきたことが大きい。家族や地域の互助・共助といった支援で自立
できたが、現在その機能は弱まっている。経済困窮や医療、介護、子育てなどさま
ざまな生活困難を抱える人たちが増え、生きづらい社会となっている。これまでの
社会保障が、現代社会にマッチしなくなっている。
戦後の混乱期、社会保障の未成熟な時代の 1950年に生活保護法が制度創設された。
その翌年の 1951年度の 205万人をピークに減少が続いていたが、 1990年代後半から
増加に転じている。以降、保護の受給者は 2011年度で約 211万人となり、 1951年の
生活保護受給者数を超え、 60年ぶりの過去最多を更新した。保護の受給者は、その
後も増え続けており、これまでの最大値を更新中である。
保護の受給者は、 2014年 1月現在、約 217万人と Jカーブ曲線で推移している。
さらに保護を取り巻く状況がこのまま推移すれば、保護受給者は2012年3月の約211
万人から約 300万人に増加するとし、う推計もある。
[ 話幡受給者数は215万人であり、一昨年に過去闘を更新して以降増加傾向が続いているc
:!:D 
:.!Iu 
~JO 
~2~' 
21 ~I 
1，' 10. ).，:勺
拠
1 1，/1) 
f hU i 匂
Ijll 
“ 領 Ev
EO 
F 11L 
建 l刊。、
内 1，!(l
P、'"
W(J 
弘、
匹。 .， 
!~ 立斗 腕jI:， ，Mぎ~.i!:::. .-:- ~; I~.~ !rJ_ ，'i!':(山 ，'i.:"'I:' I fV1旬!JtU町一同壮行山富伝子""沌
図表 3-1 被保護世帯数、被保護人員、保護率の年次推移
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リーマンショック以降、働き盛りの稼働年齢層が増えている。経済情勢、労働関
係指標「失業率」と「保護動向」はパラレルな相関関係にある。生活保護受給者の
うち、約40万人が稼働年齢層である。長引く景気低迷で、職を失った若い世代が
生活保護に流れ込んでいる。病気や育児などの稼働阻害要因のない 20"-'50代の人は
約 30万人、新たに生活保護受給する人の中で同様な人が約 10万人となっている。
単純に、統計上からは「生活保護受給者の 5人に l人が働けるJ計算となる。
2 非稼働世帯から稼働世帯化へ
これまで生活保護制度では、歴史的にも非稼働世帯(87九)を中心とした制度運用が
行われてきた。非稼働世帯から稼働世帯化への様相の変化がある(図表 3-2参照)。
図表 3-2 労働政策と生活保護との相関(筆者作成)
図表3-3 世帯別構成割合の推移
平成 11年度 平成 21年度 23年 6月現在
保護率 (%。パーミノレ) 7.9%。 13.8%。 16.0%。
被保護人員(実数) 1，004，472 1，763，572 2，041，592 
被保言愛世帯(実数〉 704，055 1，274，231 1，497，611 
高齢者世榊 45.5 44. 3 42. 7 
長ま弓乙世主脊宇 8.4 8. 7 7.5 
傷病者世帯 28.5 22.8 11. 3 
~:章笹了者世:帯 10.2 11. 6 21. 6 
その他世帯 7.4 13.5 16.9 一
注 1:平成 23年 6月現在の「その他世帯J 16.9%のうち、単身者世帯は 11.3% 
2: rその他世帯Jとは世帯類型の「高齢者世帯J、「母子世帯J、「傷病者世帯J、「障害者世帯J以外の世帯
を「その他世帯」として分類.
出典:厚生労働省福祉行政報告例に基づき筆者作成
特徴としては高齢者の受給は当然多いが、働ける年齢層からの相談や申請の増加
が顕著となっている。保護世帯類型「その他世帯Jの急増であり、いわゆるワーキ
ングプア、ボーダーライン層といった稼働年齢層を含む「その他世帯Jが全保護世
帯のうち 17怖の構成となり、10年前の4.1倍の増加となっている(図表3-3および3-4、
3-5参照)。生活保護制度は、生活困窮の事実をもって保護を適用するという「一般
扶助主義」の制度設計となっているが、この間の制度運営においては、非稼働世帯
中心の政策が推進され、稼働年齢層の排除、扶養義務者のいる者の排除による非稼働世
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帯を中心に展開されてきた。非稼働世帯から稼働世帯化は、保護政策上のターニングポ
イントとなる。稼働世帯への対応として本格的な労働政策の転換とともに、生産人
口が減少していく中、暦年齢でいう「高齢者世帯Jの労働市場への再参入のしくみ
も政策課題として浮かび上がってくる。
図表 3-4 世帯類型別世帯数と世帯保護率の推移(12年度)
'被保護世帯総数|高齢者世帯| 母子世帯 |傷病 ・障害者世帯 |その他世帯
世帯数 I 750，181 I 341，196 
(構成割合的 (100) I (45.5) 
63， 126 
( 8.2) 
106. 1 
(387)| ( 7.4) 
世帯保護率(%0)I 16. 5 I 43.9 
出典:厚生労働省福祉行政報告例に基づき筆者作成
図表 3-5 世帯類型別世帯数と世帯保護率の推移(22年度)
.被保護世帯総数 |高齢者世帯 | 母子世帯 |傷病 ・障害者世帯
世帯数 I 1，405， 281 I 603，540 I 108， 794 I 465，540 
(構成割合%) I (100) I (42.9) I (7. 7) I (33. 1) 
世帯保護率(%0) I 28.9 I 59. 1 I 153. 7 I 18.4 
その他世併
笠L並Z
( 16. 2) 
高齢者・批判V:男女とも 65歳以上の者のみで構成されている世幣か、これらに 18歳来淵の者が加わった世帯(平成 17
年3月以前は、男 65歳以上、女 60歳以上)
母子世帯:死別、離別、生死不明及び未婚等により現に配偶者がb、ない 65歳未満(平成 17年 3月以前は、18歳以上
60歳未満)の女子と 18歳未満のその子(養子を含む)のみで構成されている世帯
障害者世帯・世帯主が障害者加算を受けているか、障害・知的障害等の，乙、身上の障害のため働けない者である世帯
傷病者世帯:世帯主が入院(介護法人保健施設入所を含む)しているか、在宅患者加算を受けている世帯、若しくは世
帯主が傷病のため働けない者である世帯
その他世帯・上記以外の世帯
出典:厚生労働省福祉行政報告例に基づき筆者作成
3 保護の対象とされてこなかった人々
現行の生活保護制度上は、欠格条項の規定はない。しかし、現実の制度運用にお
いては、次のようなさまざまな違法、不当な取り扱いが行われてきた。これまで生
活保護には「二つの神話j があった。一つは「仕事は一生懸命探せば見つかるIと
いう神話であり、もう一つは「仕事さえすれば食べていける」という神話である。
福祉事務所の窓口では稼働年齢層にある生活保護相談では、特段の病気等の理由の
ない限り、ハローワーク等でその稼働能力の活用を図るよう助言指導を徹底してき
た。それは雇用情勢として「仕事は一生懸命探せば見つかる」としづ 背景があった
からに他ならない。「仕事さえすれば食べていける」としづ神話は崩壊し、非正規雇
用等労働基準の劣化とともにワーキングプア層、ボーダーライン層のすそ野の拡大
により、働いても生活が困窮する世帯が急増している。総務省「労働力調査(4'"'-'6月)J 
非正規雇用 1，775万人、 10月施行の改正労働者派遣法で日雇い派遣が原則禁止とな
り企業が事前に派遣労働者を減らし、派遣社員減少(13万人)、正規雇用は団塊世代
の退職が影響して 46万人減少している。就業を希望しない 65歳以上が 75万人増
え、非労働力人口は 4，493万人。 高齢者が労働市場から退出して働く人口そのもの
が縮小している。このように二つの神話の崩壊は、保護動向の大きな増加要因とな
21 
っている。その他に保護の増加要因と考えられることは、「仕事をしていれば保護は
受けられなしリとしづ制度の誤解と「仕事をすれば保護を打ち切られる」という事
実の誤認がある。いずれにしても制度創設以来、稼働年齢層にある者にとって保護
への入口が狭く、申請のハードルが高かったことが理解されよう。同様に、扶養義
務をめぐる誤解もある。扶養義務の取り扱いに関する福祉事務所の厳格な運用によ
り、扶養義務者や要保護者は、「扶養義務者であるため(扶養義務者がし、るため)保護
が受けられなしリと誤解し、申請抑制し生活保護から遠ざけられてきたことがある。
2012年 5月に国会質疑で取り上げられた「高額年収のある芸能人の親族の生活保
護受給問題」を端緒に、生活保護をめぐる扶養義務のあり方が社会問題化した。こ
れまでの国民の一般的理解では、「子どもが育ててくれた親の面倒をみるのは当たり
前Jで、扶養義務者がいれば生活に困窮しても「扶養義務者の扶養が優先されるた
め保護が受けられなし、」といった誤った認識がある。お笑いタレントが、「高額な収
入を得ているにもかかわらず、自らが扶養せずに、税金で親の面倒をみてもらって
いるJと繰り返される報道により、多くの国民は嫌悪し不公平感を増幅させた。誰
もが生活保護の「不正受給」とされる行為に理不尽さを感じ、情緒的な反応を示し
た。同時にそれは生活保護そのものの制度不信に繋がるもので、あった。
扶養義務をめぐる一連の事象は、本来「扶養義務者がいても保護は受けられるも
の」としづ制度理解や認識の変化ではなく、法改正による扶養義務の強化といった
社会的影響となって表れている。
4 社会保障の綻びと政策的視点
こうした背景を踏まえた政策課題として、生活支援戦略の報告書l8(2013)がまとめ
られた。本報告書は、低所得者対策の生活困窮者支援制度と救貧的対策である生活
保護制度改革に限定したものとなっている。前者は、保護の前の段階で支援を行い
困窮状態からの早期脱却を図るものである。ここでは、①相談支援、②就労支援、
③就労機会の提供、④居住確保支援、⑤家計相談支援、⑥健康支援、⑦子ども・若
者の支援の 7分野となっている。後者は、①切れ目のない就労・自立支援とインセ
ンティブの強化、②健康・生活面等に着目した支援、③医療扶助の適正化、④不正・
不適正受給対策の強化等、⑤地方自治体が行う適切な支援のための体制整備などの
施策を掲げている。しかし、制度改革については。個別の事象を語るだけでは不十
分である。個別ではなく社会保障全体の課題や問題点を歴史的に眺望する視座から
の理解が重要である。
18社会保障審議会「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会J報告書(2013年 1月25日)j
の生活支援戦略は、低所得者対策の「新たな生活困窮者支援制度Jと貧困対策である「生活保護制度
の見直しJの2つの柱について書かれている.
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本報告書は、喫緊な当面の施策としては評価される。しかし、国民生活のセーフ
テイネットを再構築するという「支援戦略j であるならば、社会保障全体から制度
聞を横断する踏み込んだ政策的理念が要請されるところである。残念ながらそれが
見受けられない。生活保護制度の改革は、他ならぬ社会保障制度改革とパラレルな
関係にあるからである。つまり変容する現代社会の課題に的確に対応する社会政策
(Social Policy)は、社会保障(SocialSecurity)、パーソナル・ソーシヤノレサービ
ス(ThePersonal Social Services)、保健サービス (TheHealth Services))、雇用
サービス (EmploymentServices)、住宅サービス (Housing)の 6領域から雇用政策
(Employment Policy)や環境政策(EnvironmentalPolicy)などを含めた多くのディシ
プリンが活かされるべきである。また、限定された一つの領域ではなく、雇用政策
(Employment Policy)や環境政策(EnvironmentalPolicy)など多くのディシプリンが
活かされるべきである。
社会政策は、鳥の目、魚の目=潮の目、虫の目、人の目の4つの目を視座に捉えて
おかなければならない。まず1点は、マクロレベルから捉えておくことである(烏の
目)。社会保障のセーフテイネット機能は、働き方や働かせ方といった雇用や保険原
理を中心とした年金、医療、介護などの一次的セーフテイネットとそこからこぼれ
落ちた場合に救済する公的扶助制度の二次的セーフテイネットがある。重要なのは
雇用や年金、医療、介護など防貧的対策の社会保障である。生活保護は、こうした
社会保障制度がカバーで、きないところを最後に救済する制度である。その社会保障
が機能不全に陥っているために生活保護の守備範囲が増大している。これまで生活
保護は縁の下の力持ちの「最後の砦Jであり、ゆらぐ社会保障を支え、補完してい
るのである。
生活保護が、ファイナルセーフテイネットとして、社会の安全・安心を支える重
要な役割を果たしていることを過少評価してはならない。
保護費の増大により社会的弱者や保護受給者に向けられるパッシングに対しては、
国民生活の安定のために必要な社会的コストとして認識しなければならない。また、
スティグマに対しては、相対的貧困の認識として世論の敵成を図らなければならな
し1。
こうしたことを踏まえて「生活支援戦略」のセーフテイネットを本格化させ、利
用しやすく出やすい、多層的なセーフテイネットへの整備が急がれる。 2点目は、
要保識者の生活実態をミクロレベルから捉えることである(虫の目)。福祉現場の
数々の事象について、例えば貧困問題では事例研究に偏向することなく、データ量
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の豊富な量的調査やパネル調査、参与型調査など、生活実態そのものをとらえる研
究を継続的に行う必要がある。政策はこうした研究蓄積から得られた証拠に基づく
ものでなければならない。一方、ミクロレベルの視点から個々の要保護者を支える
側のマンパワーなど、実施体制の整備充実が重要であることはいうまでもない。
多くの福祉事務所では支援力が低下し機能不全に陥っている。所掌する福祉各法
の制度目的を達成するため、本来の支援力を回復させ、官公民を含めて強化する必
要がある。特に生活保護制度では、①迅速性、②直接性、③専門性・技術性といっ
た機能は必要不可欠である。①迅速性の視点からは、困窮事態や急迫性への対応力
で、発見された時には命にかかわるような急迫事態に陥っているなど珍しいことで
ない。生活困窮者など支援の必要な者に速やかに保諮を決定し実施しなければなら
ない。②直接性の視点からは、要援護者の一人ひとりが抱える課題は千差万別であ
り、生活困窮に加えて虐待やDV被害など複合的に問題があらわれることなど、個別
性や多重性が認められることから、家庭訪問など生活実態の把握は必要不可欠とな
る。③専門性の視点からは、福祉サービスの質の担保や利用者の処遇を確保するた
め有資格者を配置する必要がある。特にスパービジョンによる教育、管理、支持な
どスーパーパイザーの役割は大きい。そのためスーパーバイザーには現業経験を有
する社会福祉士の配置を必置とするなど、実施体制の充実が重要となる。 3点目は、
社会状況等時勢の変化を的確にとらえることである(魚の目=潮の目)0 r格差社会J
は、保護受給層やボーダーライン層の裾野を広げてきた。リーマンショック以降、
生活困難層はさらに拡大し、さまざまな問題が起きている。この金融危機をきっか
けとして、問題が顕著となったことは否定できないが、わが国はもっと早くから循
環型市場経済の下でグローパノレ化や個人化が進行しており、社会の構造変化(潮目が
変わる)が起きている。最後の目は、政策に繋げる人間の目である(人の目)。社会保
障は、雇用、保険原理による国民皆年金・皆保険制度とそこからこぼれ落ちた場合
に備える生活保護(貧困・低所得者対策)を中心により構築されているが、いずれの制
度も間尺に合わなくなっている。こうした社会保障のほころびには次のような背景
がある。第 1は、伝統的な終身雇用による雇用形態の崩壊である。戦後間もなく制
度設計された家族の標準モデルは、夫が就労し妻が家事・育児・介護をするという
役割分担とフルタイム雇用の正規労働者を前提としている。パートタイマーやフリ
ーターなどの非正規労働者に対する生活保障は十分でない。第 2は、家族機能や民
間企業の支援力の低下である。これまでは家族扶養、企業福利厚生が社会保障制度
の前提もしくは代替・補完的な存在となっていた。家族扶養では養育・介護機能、
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企業福利厚生では扶養手当や保険料の事業者負担などが該当する。今日では家族、
企業がその機能を果たせなくなっているにもかかわらず、依然として家族、企業の
役割を制度構造に組み入れているため、国家として国民の生活保障を担えなくなっ
ている。第 3は、地域保険のほころびがある。職域、地域保険に加入し給付を受け
る仕組みとなっている。被用者とその家族など安定した職域にいる者に対する給付
水準は高いが、不安定な雇用状態にある者や国民健康保険などの地域保険に加入す
る者およびその家族は給付水準が低い。第 4は、一般世帯の階層を対象とする社会
保険、貧困層のファイナルセーフテイネットの生活保護制度はあるが、その中間に
位置する低所得者を対象とする対策が未整備である。そのため社会保険制度が機能
しない場合、すぐさま貧困層に陥る構図となっている。また、一旦、落ち込むとそ
こから遣い上がれない貧困が固定化する「漏斗(構造)型社会J19となっている。
したがって、今回の生活支援戦略の報告書は、新たな低所得者層の対策の位置づ
けとして意義がある。さらに今後の社会政策、社会福祉の制度設計は、長期的な視
点から貧困問題の解決として 10年後、 20年後の中期的スパンで、の要支援者数や状況
を予測しつつ、ニーズを掘り起こして先回りした取り組みを行う自立へのシフトが
重要で、それが将来の貧困の連鎖の解決・防止につながる。同時に長期なタイムス
パンから、社会変動の様相を踏まえ、研究蓄積から得られた客観的データに基づく
政策が急務となっている。
第 2節 生活支援戦略と生活保護制度改革
1 生活支援戦略と生活保護
生活保護制度とは何か。国民にとって重要な制度であることは理解されていても
正しく認識されているとは限らない。保護動向の増加基調はとどまる気配がない中、
繰り返す不正受給の報道を端緒に世論がヒートアップし、社会的弱者や保護受給層
へのパッシングに向かったことは記憶に新しい。生活保能の財源、は、国が4分の 3、
自治体が 4分の lの負担割合となっておりすべて税で賄われている。そのためステ
ィグマが生じやすい制度であるといわれている。増え続ける財政負担により生活保
護をめぐる議論の中心が、財源論に向き保護費の削減のみに集中しつつあることは
憂慮される事態である。すでに述べてきたように生活保護以外の社会保障が、しっ
192011 (道中) I論JW南部再生~ ，vol. 40.格差社会の中で一旦セーフテイネットから零れ落ちると、テ
ーパー状の漏斗の先端のように、そこから遣い上がることが難しく貧困が固定化する社会構造を「漏
斗(構造)型社会」と呼称
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かり機能していれば生活保護の役割は縮小する。生活支援戦略は、まさに保護の前
のセーフテイネットに位置づけられ、社会保障を重層化するものとして期待されよ
フ。
2 最低生活費の基準設定の在り方
いうまでもなく生活保護の基準は、憲法25条の「健康で文化的な最低限度の生活J
=生存権保障水準そのものを決する極めて重要な基準である。この生活保護費の基
準設定について、社会保障審議会生活保護基準部会(以下、「基準部会」という。)の
報告書(平成 25年 1月 18日)が出された。これまで生活保護の給付額は、 一般の低
所得世帯に比べて高いといったさまざまな議論に対して、「基準部会」は客観的なデ
ータに基づき検証し合理的な判断基準を示した。解析結果は、テクニカノレなことは
別にして、いろいろな世帯モデ、ルから相対的な指数を用いて検証したところ、総じ
て減額(8.6見)となった。これは保護受給世帯全体の 96閣の世帯に影響する。 2011年
"-'2013年のデータから「生活扶助は、子どもがし、る多人数の世帯ほど高めで、高齢
の単身者は低め」で、あったり、「期末一時扶助費のスケールメリットが及ぶよう改定
の必要性があること」などの検証結果が報告された。
厚生労働省は、「基準部会J報告を受け、 2013年度予算から生活保護の「生活扶助」
額を激減緩和の措置として、 3年かけて 6.5協の約 670億円の削減を決定した。生活
保訟の給付額は、国民の消費の伸びに合わせて生活扶助の給付額を毎年改定する方
式が採用されている。 1950年の制度創設からこれまで引き下げが行われたのは、2003
年(0.9九)と 2004年度(0.2見)の2回のみである。それ以降はデフレが続く中、保護基
準が据え置かれてきたため、「一般低所得世帯に比べて生活保護費の方が高しリなど
の指摘がされるようになった。
「最後の安全網Jといわれている生活保護が大きな転換期を迎えている。それは
次の 3つの着目点から指摘することができる。まず、 lつは、新しい検証方法により
生活保護基準が設定されるとしづ歴史的転換である。生活保護の給付基準は、国民
の消費実態に合わせて生活扶助の基準額を毎年改定する方式20がとられているが、国
民の生活実態との均衡を相対的貧困からシフトさせる合理的な手法がとられたこと
である。 2つは、生活保護以外の制度創設として生活支援戦略による支援の拡充であ
る。保護を受給する多くの世帯で2013年8月から生活扶助額が減額されるため、自
立に向けたきめ細やかな支援の重要性が増している。
20生活保護の基準額は、「格差縮小方式」から 59年 4月に「消費均衡方式」に改訂されている.
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3つは、ナショナルミニマムで、ある生活保設基準はさまざまな低所得者対策の基準
にも連動しており、影響をいかに少なくするかが課題として浮かび上がってきた。
生活保護基準の引き下げは、市民生活全体に大きな影響をおよぼし、貧困をさらに
拡大させることにもなりかねない。この生活保護基準が下がれば、最低賃金の引き
上げ目標額が下がり、労働条件に大きな影響を与えることになる。生活保護基準は、
地方税の非課税基準、介護保険の減額基準、就学援助基準、自治体の各種法外援護2l
の施策など、直接、住民生活にも連動している。現在の生活保護基準でも、親戚の
冠婚葬祭を諦めたり、食事の回数を減らしたり、電気代を抑えるために真夏でもエ
アコンをつけないなど、「健康で文化的な最低限度の生活Jに十分なものとはいえな
い。その上、生活保護基準を引き下げれば、生活保護を利用している人々の生活が
根底から脅かされることにもなりかねない。特に子どものいる世帯については、貧
困の世代関連鎖の視点から、就学前からの特段の教育的配意を要する。
このようにナショナルミニマムという保護基準は、生活保護ということだけでな
く、国民生活全体に多大な影響がある。「最後の砦」であるナショナルミニマムとし
て、財務の優越性による保護費の縮減圧力、パッシングや政争などに翻弄されるこ
となく冷静かっ慎重でなければならない理由はここにある。
21生活保護法に基づく公的扶助以外に要保護世帯を対象として、福祉事務所や社会福祉協議会が独自
に行っている援護施策.
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第 4章生活保護のしくみ
第1節保護の目的と原理原則保護の補足性 2
わが国では現在の憲法が制定されるまでは、国民の生存権の保障という考え方は
なかった。日本国憲法は第 25条で、「国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営
む権利を有する。Jと規定し、国民はだれでも健康で文化的な最低限度の生活の保障
を権利として主張することができるとともに、その生存権の保障は国の義務である
ことを明らかにしている。
生存権は、 一般的人権規定に対して個別の人権規定のーっとして位置付けられ、
日本国憲法第 25条によって保障される。
日本国憲法第 25条第 1項(生存権保障)は、広義・狭義に各々「社会保障Jr社会
福祉Jr公衆衛生Jの用語を用いる際には、「所得再配分」機能、広義には「社会保
障Jr社会福祉」も、狭義の各制度を含むものとなる。このように「社会保障」と「
社会福祉Jとはその目的と機能の捉え方ではかなり類似し、相関関係にあるといえ
よう。
社会問題の発生と対応は、消極的な「救貧」的な視点に対し、現在ではより積極
的な「防貧」的な視点からの政策動向となっている。
広義の社会保障制度は、日本国憲法第 25条第2項によってみると、大きく社会保
障施策制度、社会福祉施策制度および公衆衛生施策制度の 3つの制度施策から成り
立っている。狭義の「社会保障」という場合は、人間の生活維持の上で、必要不可
欠な経済的な給付を行う生活保障である。その上で「所得保障J(Income Security) 
あるいは「経済保障J(Health Security)などをベースとして、保健医療保障とかか
わって医療が関連する。「社会福祉」は、生活困窮や生活課題を抱える要援説者など
の対人的な支援サービスを提供する。
し、ずれにしても、これらを実施する場合には、生活が個人の自立によって営まれ
ていることを前提としている(生活の自己責任原則=私的扶養責任)。社会生活上にお
いて、こうした前提が崩壊した場合や、そのおそれがある場合にその補足として社
会保障制度による政策的対応が行われる。わが国では、国が公的に対応する政策と
して公費負担(税負担)による公的扶助(PublicAssistance)制度が確立されている。
具体的には、生存権保障を実現するための制度として生活保護法がある。
生活保護法第 1条に「この法律は、日本国憲法第 25条に規定する理念に基づき、
国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行
22保護の補足性は、生活保護法第4条に規定される保護の原理である.
[生活保護法抜すい】
第4条「保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低
限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。
2民法(明治 29年法律第 89号)に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべての
法律による保護に優先して行われるものとする。
3前 2項の規定は、急迫した事由がある場合に、必要な保護を妨げるものではない。
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い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とす
る。」とうたわれていることからも明らかである(図 4-1参照)。
図4-1 生活保護制度の目的(筆者作成)
また、 生活保護制度は、単に生活に困窮している国民に対して、最低限度の生活
を保障するということだけではなく、さらに積極的にそれらの人々の自立の助長を
図ることを目的としている。この自立の助長は、最低限度の生活を保障するととも
に、この制度をつらぬく重要なしくみとなっている。
第2節保護の補足性
生活保護法は、①国家責任による最低生活保障の原理、②保護請求権の無差別平
等の原理、③健康で文化的な最低生活保障の原理、④保識の補足性の原理の4つの
基本原理で構成されている。これらは、生活保護法第 5条に「基本原理」であると
明記され、この制度の基本的な構造となっている。とりわけ保護の補足性の原理は
重要なものであり、図表 4-2のとおり、補足性は、資産，能力等あらゆるものを活
用することが保諮の前提であることや、扶養義務者による扶養などが保護に優先さ
れるしくみとなっている。
-不動産，自動車，預貯金等の資産
・稼働能力の活用(働く 意思、働く
能力、働く場所)
・年金，手当等の社会保障給付など
他法他施策の活用
-扶養義務者からの扶養援助を保護
に優先
資力調査(ミーンズテスト)
・保護の開始時に調査 第29条
(預貯金，年金，手当等の受給の有無や資産
の処分の可否，傷病の状況等を踏まえた就労
の可否，扶養義務者の状況および扶養能力等)
・保護適用後の届け出の義務づけ 第61条
図表 4-2 保護の補足性と資力調査
保識は生活に困窮する者が、その利用し得る資産 能力その他あらゆるものを活
用し、かつ、扶養義務者による扶養や他の法律による扶助によってもなお最低限度
の生活を維持できないときに限り行われるものである。国民の税金による公的扶助
制度である以上、補足性の原理は当然であるといえる。
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1 資産、能力その他あらゆるものの活用
生活困窮者がその利用し得る資産、能力その他あらゆるものをその最低限度の生
活の維持のために活用することを要件として保護が行われること(生活保護法第4
条第1項)。資産能力等の活用とは、資産(土地、家屋、動産は売却・賃貸により収
益をあげることをもってその活用を図ること)や能力(能力に応じて勤労に励む)
その他あらゆるもの(社会保険等の給付、交通事故の損害賠償金、仕送り等)を活
用することである。
2 扶養義務者の扶養
民法の定める扶養義務者の扶養や他の法律に定める扶助はすべて保諮に優先すべ
きものであること(生活保護法第4条第2項)。生活保護制度は、法を適用する前に
まず、民法の定める扶養義務者の扶養を優先して受けることを規定している。
ア 絶対的扶養義務者(民法第 877条第 1項のうち生活保持義務関係の者)
民法第 877条第 1項のうち生活保持義務関係の者については、同居の事実の有無
文は親権の有無にかかわらず、生活保護制度では極めて強し、扶養義務が課せられ
ており、生活保護の最低生活費を超過する部分〔最低生活費算定方式〕が扶養義
務として要請される。
イ 上記以外の絶対的扶養義務者及び相対的扶養義務者(民法第 877条第 2項)
ア以外の扶養義務者の関係で、社会通念上その者にふさわしいと認められる程
度の生活を損なわないで、その生活をこえる部分が扶養義務として要請される。
3 他の法律、他制度の活用
生活保護制度は、わが国の公的救済制度のなかでも最後のセーフテイネットであ
ることから、少なくとも他の法律による給付を受けることができる場合には、まず
その給付を受ける必要がある。したがって、具体的には、社会保険の給付はもちろ
んのこと老人福祉法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法などの給付を受けるこ
とができるときには優先してこれらの給付を受けなければならない。
第3節最低生活費
また、支給される保護費の額は厚生労働大臣が定める基準で計算される。最低生
活費からすべての収入を差しひいた差額を保護費として支給する(最低生活費の不
足分を支給)。収入としては、就労による収入、年金等社会保障の給付、親族によ
る援助、交通事故による補償金等を収入として収入充当し、収入が最低生活費に満
たない場合に保護を適用する。図 4-3のとおり、最低生活費から収入を差し引し、た
差額を保護費として支給する。財務上は、施設事務費を含めて生活全般を支えるた
め9扶助まである。こうした多くの種類の扶助費をターゲットに経済犯が介入して
くる。例えば、貧困ビジネス23で住宅扶助をヒ。ンハネしようと搾取する。賃貸借契約
は契約自由の原貝Ijから公序良俗に反しない限り当事者間で有効に成立する。庖子側
の要保護者には費用負担がないことから、業者は「こんなアパートなんか 1""'2万円
23湯浅誠は、貧困ビジネスを「貧困層をターゲットとして、かっ貧困からの脱却に資することなく、
貧困を固定化させるビジネス」と定義づけている.
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の家賃だろう。生活保護は4万2000円(大阪府の単身者の家賃限度額)とれる。これ
は銭になるJという話をしている。生活保護では多くの種類の扶助を給付するため
生活扶助をはじめ教育、介護、 医療という分野で搾取でき、不正受給への切り口が
いろいろあるということになる。
保護持けられる場合同
最低生活費
? ? ?
?? ? ?
収入が最低生活費を下回るため、lその不足
分のみ保護が受けられます。 l 
収入充当額
支給される
ーら…吋i
最低生活費
(…一一ため保護は受〕
けられない。
収入充当額
※収入充当額は総収入額から控除の額を差し引いた額
図4-3 最低生活費と世帯収入との対比(筆者作成)
生活保護のしくみについては、最低生活の保障という経済的給付と自立助長を
目的としており、その支援を行う職員はケースワーカーと呼ばれる専門職である。
専門性については後述の保護の実施体制で言及する。
第4節 「最後の砦」のセーフテイネット機能
生活保護は貧困救済制度であり全額が税で賄われていることから、偏見が生じや
すい。昨今の反社会的勢力による不正受給や貧困ビジネス等の不適正受給などを端
緒とし、メディアがヒートアップしている。その結果、社会的弱者や保護受給者に
対するいわれなき偏見や、厳しいパッシングが生じている。しかし、この生活保護
制度の持つ生存権を保障する役割や、自立を助長するといった機能の反射的利益と
して、日本社会の犯罪の未然防止など安全・安定が維持されていることの再認識が
必要である。生活保護制度が、二次的セーフテイネットの救貧的機能の役割を担っ
ていることを決して過少評価すべきではない。
保険原理を基軸とする雇用、年金、医療、介護などの防貧的機能のさまざまな社
会保障の綻びが顕著となる中、 一次的セーフテイネットからこぼれ落ちた人々の「最
後の砦J(ファイナノレセーフテイネット)としての役割を果たし、社会の安全弁とし
ても有効に機能しているのである。また、生活保護制度が、国民の健康で文化的な
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最低限度の生活を保障するという目的を果たし、国民の信頼・納得の得られる制度
として維持されることが何より重要である。
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第5章保護の決定実施と制度運用
第1節 「水際作戦Jといわれる保護の制度運用
図表 5-1は、福祉事務所の現場で行われてきた「水際作戦J24と呼ばれる不当もし
くは違法な運用であり、コンブライアンス (Compliance)の観点から問題となってい
る。このように生活保護の窓口対応によって生活保護申請者を追い返している実態
がある。具体的には、「あなたはまだ働ける年齢ですから保護は受けられません。ハ
ローワークへ行って仕事を探してくださしリ、「あなたは若いし病気もないのですか
ら求職活動をしてくださしリといった福祉事務所の対応である。しかし、今の労働
市場はそんなに甘くない。そう簡単に仕事は見つからないという現実がある。図表
5-1の代表事例で掲げたもののうち、②がメデ、イアでも話題になった扶養義務をめぐ
る不正受給といわれた問題である。ここでは、生活保護法第 4条の保護の補足性で
ある扶養義務の取り扱いをめぐる制度運用の諜題を焦点化する。
図表 5-1生活保護の運用とコンブライアンス (Compliance)
実際の窓口対応 不適切な制度運用 生活保護法の趣旨
「あなたはまだ働ける年齢 仕事は一生懸命探せばみつ 稼働能力があっても，求職活動しでも就
ですから保護は受けられま かるのでハローワークへ行 職できない場合は，保護の要件に欠ける
せんねJ くよう助言 ことはない
「親に面倒をみてもらって 扶養義務者から「援助でき 保護の要件ではない。現に扶養が履行さ
くださし、J，I実家に帰って ない」旨記載してもらった れたときに収入認定されるが，無理に扶
援助を受けてくださし、」 書類を持参するよう要請 養履行を要請されることはない
「身体が悪いのなら診断書 主治医に診断書を書いても 保護の要件ではなく申請段階では必要
を出してくださしリ らってくるよう要請 はない
「家賃が両すぎるからダ 両額家賃なので，転居して 「住宅扶助基準額」の上限を超える部分
メ」 から来所するよう要請 が支給されない。受理後の転居指導とな
る。
「住所のない人は保護でき 住所がないと保護できない 申請の受理後に保護の要否や保護の方
ません」 ので，住居を設定してから f去を決定することになる
来所するよう要請
「車Jや「生命保険」など 車や生命保険の保有は認め 保有資産は個別具体的に判断する
は認められないので処分し られないので，処分(解約)
てください してから来所するよう要請
「借金のある人はダメ」 借金があるからといって申 過去の債務は申請の不受理の理由には
請拒否の理由にはならない ならない
「まだ、資料が整っていない 挙証資料が揃っていないと 口頭でも申請できる。ただし、保護の決
ので受理できません。早く 申請できないので，持参の 定までに申請に必要な書類を提出する
提出してくださしリ うえ再度来所するよう要請 必要がある。
出典:道中 (2012) ~生活保護の面接必携~ pp.7-8. 
扶養義務は保護に優先されることとされているが、扶養義務者の扶養援助は保護
の要件ではない。しかしながら、福祉事務所における実際の保護運用においては、「実
24いわゆる「水際作戦」とは 生活保護業務を担う福祉事務所において、生活保護の申請を抑制し、要
保護者の申請権を侵害するような不当もしくは違法な運用を指す.
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家に帰って援助を受けてくださしリ、「息子さんには 5000万も収入があるのだから、
息子さんに面倒を見てもらってくださしリと、扶養義務者による扶養義務の現実的
履行が強く要請され、扶養義務が保護の要件のごとく取り扱われている。その結果、
要保護者の申請意思を抑制し、保護を必要とする者を生活保護から遠ざけている実
態がある。
第2節 保護の制度運用とコンブライアンス
生活保護制度は国民生活の最後の拠り所であり、福祉事務所が生活保護業務を担
う。福祉事務所の組織目標は、最低限度の生活保障という経済給付とともに自立を
助長することである。しかし、被保護人員の急増という保護動向から、自治体の財
政負担が大きくなっている。同時に保護の実施体制も必要な職員の配置が困難とな
り、要保護者への支援等の機能が弱体化している。自治体の行財政改革、自治体間競
争の流れがより厳しさを増すなかで、福祉事務所における財務至上主義、コスト主義といっ
た考え方に基づ、く扶助費抑制への圧力が強まっている。こうした社会的背景のなかで違
法な制度運用が行われ、繰り返し起きたのが「餓死事件」である。
図表5-2は、福祉事務所の違法な制度運用によって、引き起こされた「餓死事件」
を概念図で示したものである。ここでは組織目標がダブルスタンダード(目標)となり、
構造化された問題であることが指摘できる。福祉事務所の組織目標が、生活保護の
セーフテイネットと財務優先圧力との板ばさみとなり、両者の聞に5齢、組織内葛藤
が生じることとなった。そのことにより、組織内の違法性のチェック機能が弱体化した
中で、起きた不幸な事件で、ある。ここで注意しなければならないことは、違法な取り扱
いが組織的に繰り返され、理事者および管理者をはじめとする職員にコンブライア
ンス(Compliance)の認識が希薄化もしくは欠落していたことが指摘されよう。
量量主童三名E・2 《ミ作会~~主塞月事〉
出典:筆者作成
図表5-2 組織目標と法令遵守(Compliance)
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第3節扶養義務をめぐる制度運用と課題
2012年に高収入のお笑いタレントの息子の母親が生活保護を受給していたという
ことが大きく報じられ、この問題はメディアが一斉に採り上げた。親の面倒をどこ
まで見るべきかというこの議論は、社会問題化した。国会においても「不正の告発
をすべきである」あるいは「法第 85条25を適用すべきである」と国会質疑で議論さ
れた。しかし、この不正は加罰的な違法性があるわけではない。不適切な取り扱い
だ、ったという程度にとどまっている。したがって、顛末としては、保護費の一部返
還という措置のみで釈然としないものがあった。扶養義務者にどこまで扶養義務の
履行責任があるかという視点から不正か適正かというグレーゾーンがある。扶養義
務をめぐる取扱いについては、図表5-3のとおりである。お笑いタレントの事案は、
どこまでが適正なのか、どこまでいったら不正なのか判然としない。また、自治体
の債権形成(調定)としての法的根拠や債権の発生時点など判りづらい。具体的には、
いつの時点を返還の起算点としたのか、返還額の程度決定はどうしたのかといった
肝要な部分については定かではない。このように返還の具体的な内容については全
く開示されなかった。
自治体の債権形成と徴収根拠としてはいくつか考えられる。第 1は、生活保護法
第 77条第 1項の「被保護者に対して民法の規定により扶養の義務を履行しない者が
あるときは、その義務の範囲内において、保護費を支弁した都道府県又は市町村長
は、その費用の全部又は一部を、その者から徴収することができるJによる徴収、
第 2は、民法第 703条の不当利得もしくは民法第 709条の不法行為による返還請求
権の法理に基づく生活保誰法第 63条26の規定による返還、第 3は、生活保税法第 78
条の規定による徴収ということになる。
民法第 709条は「不法行為による損害賠償」だが、民法第 703条の「不当利得の
返還義務j の概念はもっと広い。これらを特別法である生活保護法第63条に置き換
えている。つまり、民法第 703条の規定を根拠に生活保設費の返還を求める場合に
は、行政処分の関係上、何年も前に遡って変更決定処分ができない。そのため、生
活保護法第63条の規定を設けて遡って、保護の変更決定処分を行うことなく債権形
成を可能にしたものである。その決定の際の保護の実施機関の裁量は広範囲に及ん
でいる。同様に民法第 709条の不法行為は、時効の関係以外では生活保諮法では法
第 78条の対応ということになりここに暖昧なゾーンが存在する。
25生活保護法第 85条は「不実の申請その他不正な手段により保護を受け、又は他人をして受けさせた
者は、 3年以下の懲役又は 30万円以下の罰金に処する。ただし、刑法(明治 40年法律第 45号)に正条
があるときは、刑法による。Jと規定
26生活保護法第 63条は「被保護者が、念、迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保護を受け
たときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保護
金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還しなければならない。」と規
定.
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0弱者・生保受給者パyシング社会的排除スティグマ
保賓の運用 圃 扶聾義藷をめぐる譜誼
• 
図表 5-3 扶養義務をめぐる不適正支給
36 
第6章 保護受給母子世帯における社会的不利益の世代間継承
第 1節はじめに
日本では被保諮世帯の貧困要因に焦点をあてた研究は、事例研究が中心で、実証
的研究はまだ緒についたばかりで研究蓄積は限られている。なかでも社会的不利益
の世襲や被保護母子世帯の貧困実相については、データに基づく実証的な研究は多
くはない。先進各国では、世代聞の貧困連鎖についての研究は進んでおり、研究蓄
積に基づく的確な貧困政策が導入されているが、わが国ではこうした研究蓄積は不
十分である。
近年、ワーキングプアや格差の問題から、子どもの貧困が注目されるようになっ
てきた。次世代を担う子どもの貧困は世代間継承される可能性が高い。不利が重な
り合って、負の相乗作用として出現するさまざまな事象に対して、どのような改善
策を講ずるべきかに関心が集まっている。先進各国では、世代問の貧困連鎖につい
ての研究は進んでおり、研究蓄積に基づく的確な貧困政策が導入されているが、日
本ではこうした研究蓄積は不十分である。アメリカは、 2200万人の貧困世帯の児童
に対して、保健、保育、教育面からのヘッド・スタート計画を 1964年(経済機会法)
から実施している27。韓国でも、民間団体により保健・福祉・教育の包括的支援とし
てウィスタート運動が展開され、 12歳以下の貧困児童・家庭に対して、ボランティ
ア、自治体、公共機関、保育所、小学校、病院と地域住民が連携して、細かい支援
を行っている。英国では、プレア政権下で、子どもにベストの環境を保障する目的
で、 1999年から Sure Start (シュアスタート)を導入し 10年計画の貧困対策、貧
困地域を指定して子どもと家族を対象にした支援サービスを進め.人生早期におけ
る介入政策を進めている。 2003年からシュアスタート・子どもセンターをさらに拡
充し、Child Act 2004 (2004年児童法)や2006年子ども法により政策を加速している。
日本においては、子ども手当、生活保護の母子加算、高校授業料の減免制度など
子どもを巡る政策は迷走し、長期、中期に亘る戦略的なビジョンを示せないまま混
沌した現状にある。その原因の一つは、子どもの貧困に対する認識と政策の必要性
を論理的に説明するための、実証的研究の蓄積が少ないことがあげられよう。その
ため、特に子どもの貧困問題について、その要因をマクロ的に解明するとともに教
育や福祉プラクティスとして必要な政策とは何か、貧困の連鎖を断ち切るためには
どのように対応すべきかを明らかにすることが課題であり、優先度の高い政策と位
置付けられる。本研究の問題意識は、こうした背景および現状を踏まえた中から必
然的に生まれたものである。
27ヘッドスタート計画の歴史は、添田(2005)が詳しい.
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第2節研究目的
本研究は、B市およびC市の被保護母子世帯の個票データに基づく数量分析により、
被保護母子世帯の生活状況を解析し、親世代からの負の連鎖の有無、また貧困の連
鎖が現在の母子の状況へどのような影響を与えているかを明らかにすることを目的
としている。目的の第 1は、貧困をもたらす要因をマクロの視点から捉えるため、
この間、実施した先行研究のA市、 B市およびC市の被保諮母子世帯の個票データに
基づく数量分析により、被保護母子世帯の生活状況を解析し、親世代からの子ども
への負の連鎖の有無とその要因、また貧困の連鎖が現在の母子の状況へどのような
影響を与えているかを明らかにすることである。第 2の目的は、貧困に直面する保
護受給層の子どもが、自己の EQ能力を高め、コンピテンシーを身に付け、貧困の世
代間継承を断ち、袋小路から抜け出して将来に展望を持つことができる自立支援プ
ログラムの政策的インプリケーションを示唆することにある。
第3節 先行研究および本研究の意義
1 貧困問題の視点
厚生労働省は、 2009年 OECD基準による子どもの相対的貧困率が 12.2%であり、
ひとり親世帯の相対的貧困率はOECD諸国の平均値30%を上回る 54.3%であると公
表した。このことを契機に子どもの貧困問題は、重要な政策課題として浮かび上が
った。 OECD(2008)および D'Addio (2007)は、 OECD加盟国の格差や貧困の連鎖
について、貧困率は上昇傾向にあり、ひとり親世帯など特定世帯に貧困リスクが集
中し、貧困の継続性や世代聞の継承という貧困の深刻さが増していることを分析し
ている。家庭の経済力などの成育環境での不利益と、青年期や成人後の貧困という
負の連鎖に関する実証研究は、公的扶助受給者が次世代へ継承されていく世代間連
鎖が深刻な問題となっているアメリカでは多くの研究蓄積がある280
成育環境が子どもの将来に大きな影響を与え、それに対する介入の有効性につい
ては、ペリープレスクール29の長期追跡調査をおこなった Schweinhartand 
Montie (2004)がある。家庭の所得水準が健康や死亡率に影響を及ぼすだけでなく、
子どもたちの経済的な成功や健康、健全さに深くかかわるリテラシ_30にも影響を
与えるとする研究(マーモット 2007)や、子どもの脳の形成に貧困やストレスが影
響し、記憶力を阻害する結果、低所得者家庭の子どもの学力が低下しているとの報
告 (Evans and Schamberg 2009)など、親の経済状況が子どもの学歴、所得に
28D' Addio (2007)の研究サーベイ、 OECD(2008、2009)は多くの示唆に富む
町962年にアメリカで行われた就学前教育.プログラムに登録された 123人の子どもたちは、年齢が3，4
歳、 IQ は 70~85、アフリカ系アメリカ人で貧困層に属していた.プログラムでは教師一人に対する児
童数の比率を少なくし、 2時間半の授業を毎日提供して、毎週家庭訪問を行った.研究者はプログラ
ムに登録されなかった同じような子どもたちと比較することによって、成果を測定しようとした.
30印刷・記憶された情報を社会の中で活用し、その人の目標を達成したり、その人の知性や能力を発
展させたりする能力.
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影響を与え、子どもの人的資本面での不利益が貧困につながるだけでなく、健康、
学力等幅広い分野の不利の世代関連鎖が明らかにされている310
2貧困の世代間連鎖に関する先行研究
日本の貧困の世代関連鎖に関する先行研究は、親と子世代の所得や学歴等の経済
的側面を説明する変数の移動状況を追跡する手法とパネル調査や生活保護受給者に
対象を限定した調査方法とがある。前者は、多数の標本数が得られる利点がある一
方で、十分な数の「貧困J経験がある者を標本数として確保するのが難しいことや、
子ども時代の養育環境はあくまでも推定値にすぎないという課題がある。後者は、
前者と比べ十分な標本数を確保するのが難しいものの、詳細な調査結果が得られる
という利点がある。
佐藤・吉田 (2007)は、 SSM調査32と日本版総合社会調査(JGSS調査)から、父親
の学歴、職業データから擬似的に父親コーホートを作成、父親の所得を回帰分析で
推定し、擬似パネルデータから貧困の世代関連鎖を検証している。その結果、所得
四分位による最上位層で世代間移動が進んでいるが、「貧困の世代連鎖」は弱く、む
しろ「富裕の世代連鎖」が5郎、としている33。また、大石 (2007)は、アンケート調
査から回答者の 15歳時点における世帯所得に関する回鳳的評価を手がかりに、世代
関連鎖を分析している。その結果、親の低学歴は子どもの低学歴につながるものの、
現在の所得環境の聞には明確な相関関係がみられないとしている。
母子世帯、低所得者の世代間連鎖の研究では、青木 (2003)、岩田・演本 (2004)、
後藤 (2006)、阿部 (2006)、藤原 (2007)、中国 (2006)、福岡県立大学付属研究所
(2008)、道中 (2007、2009)、藤原・湯津 (2010)などの先行研究がある。
青木 (2003)は、「貧困の世代内再生産」を明らかにするため、被保護母子世帯を
対象にインタビ、ュー調査を行っている。 19世帯のうち、子ども時代に「生活保護の
経験があるJとするものは3例、経済的困難があったとするのが 15例で、あったこと
を報告している。ここから、「格差社会の問題は、所得格差(経済的研究)が貧困者
の QOL(教育格差)希望格差34などの生活の質を低下させ、貧困の世代間継承にいた
り(社会学的研究)、これが企業やマクロ経済の生産性をも低下させる(経済学的研
31Schiller (2008)は、アメリカの貧困と差別を、様々なアプローチ、データを用いて包括的検証し
た研究である.先駆的な研究としては、アメリカのジャーナリストの Sheehan，S (1976)は「福祉
母親(Welfare Mother ) Jで、 AFDCを受給する母子家庭の調査でその成育歴、生活様式、価値観、子
どもたちの教育などを分析し、子どもたちが親と同様に社会的依存や反社会的行動にいたる軌跡を
描き、大きな論争を巻き起こした.
32SSM Surv巴y社会階層(SocialStratification)と社会移動(SocialMobili ty)に関する全国調査.
3橘木・八木 (2009)は父親の高学歴、職業効果と子どもの高校ランクには密接な関係があるとし、富
裕層の連鎖を説明している.
34希望格差とは、将来に希望を持てる人と絶望する人というように二極化した社会をいう.現在の日本
は、職業、家庭、教育のすべてが不安定になり 二極化し「勝ち組Jr負け組Jの格差が拡大している.
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究)J (安田・塚本 2010 p.110) とする貧困の fCapabilityJ (潜在能力)35アプロー
チへとつながってしだ。岩田・演本 (2004) は、貧困に結びつきやすい要因として
「離死別経験J、「子ども 3人以上」、「中卒Jなどの要素の関与を明らかにするなど
女性の貧困動態研究を行っている。また、持続・慢性型貧困に陥りやすい要因とし
て「未婚継続J、「離死別経験」、「子ども 3人以上」、「離職」、「借家居住」、「標準的
生活様式からの脱落Jなど、多重貧困リスクの要因を示唆している。後藤 (2006)
は、保護受給母子世帯と非受給低所得母子世帯を、 Capabilityアプローチを用いて
比較している。「ディ一セント(恥ずかしくなし、)衣食の状況」と「社会活動・将来
設計」の点からみると、保設受給母子世帯と非受給低所得母子世帯のそれぞれの達
成度は逆の関係にあり、保諮受給母子世帯は、衣食は足りるが、社会活動・将来設
計のために給付を使用できず、母子加算の廃止を疑問視している。阿部 (2006)は、
世帯の相対的剥奪指標36と世帯所得の分析を行い、とくに母子世帯に剥奪指標が目立
つという。一方、大規模標本によるアンケート調査に対し、一定の標本数を確保し
た、中国 (2006)、道中(2007、2009)、福岡県立大学付属研究所 (2008)の研究があ
る。中国 (2006)は北海道釧路市の被保護母子世帯を対象に母親の父母の学歴、職
業、保護受給歴などを調査している。父では4割、母では5害IJが中卒・高校中退者
で、父母とも雇用形態は無職や非正規社員が多いことを明らかにしている。
福岡県立大学付属研究所 (2008)は、福岡県田川地区の調査を行い、長期の貧困
状態や貧困の悪循環による負の影響を指摘している。道中(2007、2009)は、貧困の
世代関連鎖について、保護受給層を対象としたA市調査、 B市調査により、被保護世
帯の4分の 1が生家での保雄受給歴があり、母子世帯ではこの割合が約4害IJにもな
り、被保護世帯のなかでも母子世帯の貧困の世代関連鎖の強さを指摘している。
3 母子世帯の子どもへの負の連鎖
本研究では、子どもへの社会的不利益の連鎖を母親の DV経験、虐待経験という
成育環境から検証する。すでに多くの先行研究で、経済的不利益が子どもの進学、
持ち物、医者へのアクセス等多岐にわたることは知られているが、子ども自身の努
力では克服できず、心身面に長期的かつ甚大な影響を与える成育環境と貧困の関係
についても分析する。
児童虐待と貧困の関連は、東京都福祉保健局 (2005) など多くの調査研究で虐待
の背景には経済的困窮やひとり親などがあることが指摘されている37。母親の DV経
35アマルティア・センの潜在能力アプローチを社会政策に適用する概念である。潜在能力アプローチ
については、後藤 (2007)を参照.
36世帯所得などの指標ではなく、家庭内の設備や社会生活、医療などのアクセスや住環境などの保
持状況を調査し、必要な資源の不足のために、規範的に期待されている生活様式を共有できない状
態を指し示す概念である
372008年度の4月から 6月までの全国の児童相談所に児童虐待として通告された事例 (8108件)す
べてを分析した全国児童相談所長会の調査結果「児童相談所における家庭支援への取り組み状況調
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験と児童虐待には密接な関係がある。八木・吉野・メIJ野 (2003、2007)は、市民意
識調査から fDVの被害体験Jや「親からの暴力の経験」と、「子どもへの虐待の経験」
という暴力連鎖を制査している。 DVの被害経験が多い、あるいは親からの虐待経験
を受けた人ほど、子どもへの虐待の経験があり、男性よりも女性に連鎖が強く表れ
るとしづ。益田・浅田 (2004)では、児童相談所の相談事例から DV家庭の被害者の
母親の 3害IJが子どもに暴力を加えており、暴力が弱い立場への子どもへと連鎖する
様相を明らかにしている。
第4節研究方法
本研究では、第 1の目的に沿ったマクロレベノレから生活保諮受給層を対象に貧
困の実相とその要因について明らかにするとともに、第 2の目的から「貧しい子ど
も」が「貧しい大人」になるという貧困のスパイラルを断ち、将来に希望をつなげ
ることができる自立支援フ。ログラムの政策的インプリケーションを提示することに
ある。本研究は、福祉事務所のケースファイルに基づいて、親世代からの負の連鎖
の存在の有無や貧困の連鎖が現在の母子の状況にどのような影響を与えるかを分析
する。分析は、①被保護母子世帯の世帯主の成育期における生活保護を経験の有無、
低位学歴や 10代出産など、成育期に発生した事柄が現在の生活にどのような負荷が
あるのか、②稼働の阻害要因が母親の健康状態や学歴による影響、③DV、児童虐待、
非嫡出子の相関、また母親の健康状態と子どもの健康状態の関連などを解析する。
調査データは、道中(2009)で用いたB市調査 (2008年調査)と C市調査 (2010年調
査)である。調査データは、秘匿処理を施されており両者の間で同一世帯の重複は
ない。また本調査の特性を厚生労働省「平成 20年被保護者全国一斉調査」と藤原(2007)
の(独)日本労働研究機構の「母子世帯の母への就業支援に関する調査J(2001年)
などの先行研究データと比較し検証するものである。
第5節本研究で用いるデータ
調査データは、図表 6-1の道中 (2009)で用いたB市調査 (2008年調査)と C市調
査 (2010年調査)である。調査データは、秘匿処理を施されており両者の間で同一
世帯の重複はない。以下、本調査の特性を厚生労働省「平成 20年被保護者全国一斉
調査j と藤原 (2007)の(独)日本労働研究機構の「母子世帯の母への就業支援に
関する調査J(2001年)、中園 (2006年)の「翻1路市の母子世帯の母への就労支援に
関する調査報告」と比較する。
査Iは、標本数、全国調査である初の調査である i虐待につながると思われる家庭・家族の状況」
として、 l位が「経済的な困窮J33.6%、「虐待者の心身の状況J(31. 1 %)、「ひとり親家庭J(26.5%)、
「夫婦問不和J(18.3%)、「不安定な就労J(16. 2%)と続き、経済基盤の不安定さと心身の状況悪
化が背景にあることが分かる.
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被保護世帯の実態調査
図表 6-1 被保護世帯の実態調査(世帯類型の母子世帯のみ計上)
A市調査 B市調査 C市調査
2007調査 N=106 2008調査 N=214 2010調査N=104
①低位学歴 中卒 41 (38. 7) 75(35.0) 20 (19.2) 
高校中退 29 (27.4) 47(22.0) 31 (29. 8) 
ノj、言十 70 (66. 0) 122 (57.0) 51 (49.0) 
②早婚による 10代出産ママ 28 (26. 4) 55 (25. 7) 22(21.2) 
@結婚(法律婚)によらない出産 55 (25. 7) 32 (30.8) 
④婚姻によらない同棲婚 45 (43. 3) 
信 出身家庭での離死別経歴等 一 79 (76. 0) 
不安定な家族の世代関連鎖 不明 7 ( 6.7) 一一 一 一再掲(施設・母子寮・里親等成育歴) 13 (12.5) 
@保護受給履歴 51 (48. 1) 94(43.9) 34 (32. 7) 
⑦保護の世代問継承 43 (40.6) 68 (31. 8) 36 (34. 6) 
@ドメステック・バイオレンス (DV) 一 47 ( 21. 9) 22 (21. 2) 
@児童虐待 20 ( 9.3) 14(13.5) 
⑩精神疾患の橋忠率 72 (33. 6) 37 (35. 6) 
全疾病 131(61. 2) 全疾病 59(56. 7) 
注 1: r@結婚によらない出産j の数値は発生世帯数である.
注2:r④婚姻によらない同棲婚」の数値は、複数回数の同棲婚も発現世帯数 lとした数値である.
2 記述統計量
図表 6-2は、 B市調査(2008年調査)、 C市調査(2010年調査)をプールした主な調
査項目の記述統計量である。
図表6・2 記述統計量
云事;:.. 、主芋歯令〈高琵3
高卒比んよダミー〈高卒以止二=1) 
母就労ダミー〈就労=1) 
本人の稼働収入〈円/月〉
世主帯亭ノ、車電〈メ、〉
蛋E帝合其月医司〈月畿支〉
最低生活費〈円/月〉
世代聞の生活保護受給歴〈あり=1) 
i晶乏云の生活告信重畳傘合居室〈あり =1) 
10代の出産経験〈あり=1) 
DV経験くあり=り
非嫡出子〈あり=1) 
子ども虐待経験くあり=1) 
母病気 ダミー〈あり =1) 
母精神 摸愚数
母身体痕組数
病気ダミー〈あり=1) 
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注1:受給期間(月数)のみ、不明者が 7名いるため、標本数は 311人.
亘~
35.6101 
0.4528 
0.4245 
32702.66 
2.9151 
38.3698 
215815.4 
0.3208 
0.4025 
0.1887 
0.2201 
0.1855 
0.0912 
0.5314 
0.3774 
0.4811 
0.2484 
墨
7.85026 
0.49855 
0.49505 
47964.86 
0.8494 
31.6026 
45442.08 
0.4675 
0.4911 B 
0.39187 
0.41498 
0.38934 
0.28834 
0.499B 
0.67098 
0.93206 
0.43278 
2: r最低生活費Jとは、 B市、 C市の級地別に世帯主、世帯人員の年齢等の情報から生活保護による、
居宅第 l類、第2類以外に勤労控除、母子加算、児意義脊加算、教育扶助、住宅扶助を合計した金額.
3 年齢構成
図表 6-2のように、本調査の被保護母子世帯の母親(世帯主)の平均年齢は 35.6
歳である。図表 6-3から本調査の年齢分布を全国調査(平均年齢 38.4歳)や釧路調
査に比べると、やや 20歳未満、 20代が多く、 40代、 50代が少なく、平均年齢は3
歳程度若い。
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図表 6-3 被保謎母子世帯の母親(世帯主)の年齢分布の比較
母親の年齢|議08
一l鈎1路調査
斉調査(2008年)1(2004年〉
実数 1 (%) 1 (%) 
20歳未満
20-29歳
30-39歳
40-49歳
50-59轟
60-69措
総
5 2.3% 0 0.0% 5 1.6% 1 40 0.1 %1 0.0% 
38 17.8% 27 26.0% 65 20.4%1 4.360 10.8%1 11.7% 
101 47.2% 45 43.3% 146 45.9%1 18.830 46.8%1 59.0% 
61 28.5% 30 28.8% 91 28.6%1 14，340 35.6%1 38.7% 
8 3.7% 2 1.9% 10 3.1%1 2，590 6.4%1 0.0% 
10.5% 0 0.0% 1 0.3%1 70 02%1 0.0% 
214 100.0% 104 100.0% 318 100.0%1 40.230 100.0%1 100.0% 
齢 1 36.0歳 34.9露 35.6最 1 38.4置 l ー
出典:厚生労働省「平成 20年被保護者全国一斉調査・個別調査」、中国 (2006) より筆者作成.
4 学歴
図表図表 6-4より母親の最終学歴をみると、「高卒以上ダミーJ(高卒以上(専修
学校、各種学校卒含める)は 0.4528であり、中卒・高校中退などの低位学歴をも
っ者は 54.7%である。「被保護者全国一斉調査」には学歴の調査項目がないので、
]IL調査38や釧路調査による低位学歴率(42.師、 37.2九)と比べても、本調査の低位
学歴率は極端に高い特徴がある(図表 6-4参照) 390 
図表6・4
諜普遍(一聯字校時学
校中lli!含む)
2008 
霊堂主
76 
47 22.0% 30 
高校卒(短大・大学中i!!含む)1 72 33.6%1 45 
専修学校・各種学校卒 1 6 2.8%1 0 
短期大学・高等専門学校卒 1 13 6.1%1 4 
大学卒 1 0 0.0%1 4 
大学院卒 1 0 0.%1 0 
合 計 1 214 100%1 104 
注:創iI路調査は、原数値合計が 100%~こならない.
28.8% 
43.30/. 
0.0% 
3.8% 
3.8% 
0_0% 
100% 
20.4% 42.0% 19.7% 
117 36.8%1 42.0%1 51.1% 
7 2.2%1 6.0%1 7.3% 
16 5.0%1 7.0%1 2.2% 
;;説I 3吋 3:li
:318 100%167(100%) 1137(97.8呼也)
出所:藤原 (2007)p.13および中園 (2006)p.llから筆者作成.
5 疾病構造の特徴
本研究で用いる「疾病状況」は、返戻レセプトデータ(福祉事務所に返戻された
診療報酬明細書)に基づいた 1ヶ月以上の長期にわたる傷病名を採用している。
2008年では 60人 (104人中)、 2010年では 109 (214人中)がなんらかの疾病を有
している。また、病名が 1つで、はなく、複数の者も多い。 2008年調査では 104人中
59人が複数の病名をもち、 13人が精神疾患と身体疾患の両方を擢患している。 2010
年調査では 214人中 98人が複数の病名をもち、 16人が精神疾患と身体疾患の両方
を擢患している。表 2から、母親の就労率は 0.4245であり、約 58%の母親が無業
である。母親の就労率は「被保護者全国一斉調査」では 50%であるが、本調査や釧
38JIL労働政策研究・研修機構による調査
39道中 (2007) による調査では、母子世帯の母親の低位学歴率 66.0弘、高校中退率 27.4%であった
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続房
路調査は 40%前後とやや全国平均より低し、40(表 5参照)。また、就労業態では、
本調査、郵"路調査とも非正規が 80%以上を占め、正規に従事できているのは、ごく
少数にすぎない。児童扶養手当受給者の稼働率は 84.5%(厚生労働省『平成 18年
度母子家庭白書j) という数値と比較しても、被保護母子世帯の就労率は、他の低
所得者母子世帯に比べ極端に低い。無業者が多い一番の理由は病気である。本調査
で示した「疾病状況」は、本人の「主観的健康観J41ではなく、先述(福祉事務所に
返戻された診療報酬明細書)した客観的データ基づいている。
図表 6-2から母親の 53%がなんらかの病気を抱えており、不就労、低収入への原
因となっている。また病名が 1つではなく、複数の病気を擢患する者も多し例。特
に母親の精神疾患の擢患率が 2008年調査で 33.4%、2010年調査で 35.聞と高いのも
特徴である。
図表6・5
正規(含む自営〉
非正規(含む内職〉
不明・無回答
不就労 1 120 56.1%1 63 60.倒 1 183 57.5%1 42，030 49.2%1 507 
合 計 1 214 100.0%1 104 100.0%1 318 100.0%1 85.470 100.0%1 853 
注 1: ( )内の%は、就労を 100%とした場合の業態の内訳である.
注2: r被保護者全国一斉調査Jでは詳細な業態が掲載されているが本調査と定義が異なるため省略.
注3:釘iI路調査では、「正社員」を「正規Jに、「パート」、「アルバイトJ、「嘱託・準社員・臨時職員J、
「派遣」の合計を「非正規j とみなして筆者が再計算した.
出所:厚生労働省「被保護者全国一斉調査J、中国 (20⑪6)p.12、16より筆者作成
第6節 貧困の世代関連鎖と子どもの生育環境への影響
貧困の世代間連鎖
図表 6-6のとおり、成育期に生活保諮を受給した経験のある者 (世代間受給歴)13 
40JIL調査を用いた藤原 (2007)では、生活保護受給中の母親の就労率は 52%だが、非受給世帯の就
労率は 89%と相当高い.
41主観的健康観を用いた先行研究でも、被保護母子世帯の母親の健康状況は芳しくない.藤原 (2007)
は被保護母子世帯の主観的健康状態を分析しているが、「よくなしリ、「あまりよくなし、」の合計は 21%
である.中国 (2006)の釧路調査でも、主観的健康観が「健康Jである者は4害IJに満たず、無職母子世
帯では「健康Jである者は 26.4%にすぎない.
422008年調査では 214人中 98人が複数の病名をもち 16人が精神疾患と身体疾患の両方を擢息してい
る.2010年調査では 104人中 59人が複数の病名をもち 13人が精神疾患と身体疾患の両方を擢患して
いる.
13生活保護被保護中の世帯ではなく、一般世帯の児童が一度でも生活保護を受ける可能性、すなわち
一般世帯の子どもの生活保護経験率がどのくらいあるのかというデータは存在しない.そこで、生渡
のうち交通事故に一度でもあう確率を計算する方法(国土交通省社会資本整備審議会第 l回道路分科
会平成 14年3月5日)、つまり 1年間で事故に遭わない確率を期間分だけ累乗しそれを 100%から引
く方法と同様の考えにしたがって、当該母子世帯の 80%が 0一 15 歳であった期間 (1975 年~90 年)
までの 0-5歳の被保護率と 6-15歳までの教育扶助受給率を事故確率(リスク)と見なし、その分
布から生成された確率分布を使ってモンテカノレロシミュレーションを行い0-15歳の聞で一回でも生
活保護を経験する生活保護経験率を推計すると 15%程度であった.この計算法では、各年の生活保護
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は、 32.08%であり、 2008年調査で31.8%、2010年調査で 32.7%と、調査年による
差はない。到1路調査(中国 2006)による保護受給経験率は 14.8%で本調査での世代
間での保護受給経験の割合は高い。田川調査(福岡県立大学付属研究所2008)では、
児童期の生活保護歴は 8.4%であるが、親や子ども、兄弟姉妹などの親族などが「現
在」生活保護を受給中という世帯は、 47.8%にのぼる。この地域間の数値差の検証に
ついては、今後の研究課題としたい。
図表6・6は、世代間受給歴と母親の学歴、過去の保護受給歴との関係を示している。
学歴との関係では、中学卒・高校中退の割合は、明らかに世代聞の受給歴が「あり」
とする者が多い。生活保護制度において、本調査の対象者である母親が中学生前後
の時代は、高校進学費用が認められていなかった44。仮に中学3年生の時点で被保設
世帯でなかったとしても、経済的に困窮していた可能性は十分考えられる。こうし
た生家での経済的な不利益が低学歴に直結したと考えると、表 4でみるように本調
査では釧路調査や JIL調査に比べ、低学歴の者が多いことも理解できる。世代間で
の保護歴は、生家から独立した後の保護受給歴にも影響を与えている。本調査の保
護受給歴がある者は 40.3%であり、田川調査(福岡県立大学付属研究所 2008)は
60.8%と高い。厚生労働省「平成20年被保護者全国一斉調査」では、保護歴がある
者は 19.7%、母子世帯は 18.5%であることと比較しでも、本調査や田川調査の受給
歴は極端に高い特徴がある。表6は、生家と独立後の保護受給歴の関係をみたもの
であるが、明らかに生家でも保護受給歴のある者の方が、生家から独立した後にも
保諮受給歴があることがわかる。
図表6・6 世代聞の保護受給歴の有無と母親の学歴、過去の保設受給歴との関係
"'F担主 三E;舌 呆Z彊σ〉ヨ~常冨担耳E
中卒・画 高富弓E厄A 壬主『言十 え£し 夜〉ιJ 告主意十京交中長星 とー
t註 1~rな間宮し廷新信既望E 宗主義:!l 105 111 216 唱59 57 216 
% 48.6% 51.4% 100.0% 73.6% 26.4% 100.0% 
t蛍 1-1:;1司夜うgりE帝含居室 ヨ霊登k 69 33 102 31 71 102 
% 67.6% 32.4% 100.0% 30.4% 69.6% 100.0% 
壬言言十 ヲミ%聾sl: 174 144 318 190 128 318 54.7% 45.3% 100.0% 59.7% 40.3% 100.0% 
注:いずれの関係も、 Pearsonのカイ二乗検定で、 1%水準で有意である.
さらに、2010年調査に限定した世代間の保護受給歴の有無と保護受給回数の関係
では、図表 6-7に示すように世代問の受給歴の有無にかかわらず、今回の受給が「初
回j であるという回答がもっとも多いが、明らかに世代間の保護受給歴のある者の
方が、複数回の保護受給歴をもっ。複数回の保護受給歴は、一度は経済的状況が
受給率が独立に発生しているとし寸前提があり、貧困状態は一定期間続くため各年のリスクが独立と
すると保護経験率を過大に推計することになる このため、 15%という水準は、最大で 15%程度と理
解すべきである.
44生活保護ではこれまで高等学校への世帯内就学は認められていたものの、高校就学に必要な所要の
費用については扶助費として支給されなかった.2005年度から生活保護法および保護の実施要領が改
正され高学就学が認められ、所要の費用が生業扶助の「高等学校就学費Jとして支給されることとな
った.
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好転して保護廃止に至ったが、再び経済的困窮に陥り保護を受給する場合と、保護
受給は継続しているが公営住宅転居などを理由に他市から転入し、保護受給は「継
続Jしながらも、現在の居住地での保護は「開始Jとなる450
こうした背景には、世代間受給歴がある者は、先述したように低学歴などの労働
市場での評価が不利益になる要素を多く抱えていることや、保護から脱却したとし
てもその経済的状況は保護受給のボーダーにいる可能性は高いことが考えられる。
そのため生活保護制度を利用することへのためらいや抵抗感が相対的に弱くなり、
保護受給への心理的ハードルが低くなっている可能性があるといえよう。
図 1 生活保護の世代間受給歴の有無と生活保雄受給回数
一
世~言十 (n=104) 67.3 19.2 15.816.71 1.0 
世代間受給歴あり (n=34) 44.1 32.4 1 1 1.8 1 11.8 0.0 
2.9 
t註イ」巳間受帝合毘歪なし (n=70) 78.6 l_1_2.9 I 14.3 1.4 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
ロ初回ロ 2回目ロ 3回目ロ 4回目・ 5回目
注1: Pearsonのカイ2乗検定で、 1%水準で、有意で、ある.
図表 6一7 生活保護の世代間受給の有無と保護受給回数
2010年調査は、被保護母子世帯の母親の成育歴の情報を有する46。図表6-7から、被
保護母子世帯の親世代も82.3%が、配偶者と離死別を経験している。そして、成育
期に保護受給歴のない母子世帯のうち、その親が離死別して「いなしリケースは
24.2%である。一方、成育期に保護受給歴のある母子世帯の親が離死別して「いな
しリケースは5.9%に過ぎない。つまり、成育期に保護受給歴のある世帯のほとんど
がひとり親世帯だったかあるいはひとり親世帯を経験している17。したがって、 33~も
(=32/96人)が母子二代で被保護母子世帯となっている可能性があるべ
45保護受給者が転居を繰り返す問題は、道中 (2009)pp.59・61を参照のこと.
吋5.4%(=34/96)が成育期に保護受給を経験している.さらに、母親の子ども時代の成育歴には、
単に経済的困窮にとどまらない、家族関係の破綻による離死別経験や複雑な家庭環境が多くみられる.
本調査では、児童養護施設や母子寮で育ち、里親や祖父母に養育されていた者が13件(12.5略)見受けら
れた.また、サラ金等借金や多重債務による 自己破産9件、父母の服役7件、中国残留孤児三世3件、外
国籍2件、障害者2件、暴力団関係2件等複雑な家庭での成育歴が確認された.
47成育期の保護受給歴(世代問受給歴)と母子世帯の親の離死別回数にはFisherの直説法での検定で、
有意な関連がある.
~8離死別期間と被保護期聞が重なっているというとし、う前提のもとである.
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図表 6-8 生活保護の世代問受給経験の有無と親との離死別経験回数
えよしd 1 [!ヨ 2[!司 苦言「言十
t註イ胆t宝E昂た司よ霊しを*合 HE替担 官5 市 8 29 62 
% 24.2% 29.0% 46.8% 100.0% 
t監イ庖ベ童と院a司あ蛋り是来会 EE9色蛍& 2 ，。 22 34 
5.9% 29.4% 64.7% 100.0% 
舌きr言十 主藍幾重E 唱7 28 51 96 
% 官7.7% 29.2% 53.百% 100.0% 
注 1:世代間離死別経験については、 「不明」が8サンプルある.
2 : Pearsonのカイ二乗検定で有意で、ある.
2 10代出産の影響
10代出産もまた高卒以上の学歴と成育後の保護受給経験に影響を与えている。 10
代出産を経験した母親のうち、高校以上の学歴である者は 23.3%にとどまり、成果
からの独立後の保設受給経験も 53.3%と極めて高い(表8参照)。このことから、 10
代での出産経験が、高校進学や卒業の阻害要因や被保護リスクを引き上げているこ
とが確認できる。
図表 6-9 10代の出産経験の有無と母親の学歴、保護受給歴
学歴 保謹受給匪
高率・高 高卒以上 合計 なし あり 合計
校中退
10代出産経厳 度数 128 130 258 162 96 258 
なし 首 49.6 50.4 100.0 62.8 37.2 100.0 
10代出産経駿 度数 46 14 60 28 32 60 
あり 首 76. 7 23.3 100.0 46. 7 53.3 100.0 
合計 度数 174 144 318 190 128 318 
首 54. 7 45.3 100.0 59. 7 40.3 100.0 
注:Pearsonのカイ二乗検定で学歴は 1%水準，保護受給歴は5%水準で有意である.
第7節 統計分析の結果
1 成育後の保護受給歴の要因分析
次に、世代間の保護受給の連鎖と 10代での出産経験が、成育後の保護受給歴に
与える影響を検討する。被説明変数に成育後の生活保護受給歴の有無(あり =1、
なし=0) に、説明変数に本人年齢のほか、生活保護に陥りやすい要因として、世
代間の保護受給歴ダミー、 10代出産経験ダミー、母親の病気ダミーを用いて、ロジ
スティック分析を行った。その結果、成育後の生活保諮経験に、世代聞の保護受給
歴と 10代出産経験が有意にプラスの影響を与えることが確認できた(図表 6-10参
照)。
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本人年齢
世代間受給歴ダミー 〈あり=1)
10代出産 経験ダミー(あり=1
母病気ダミー〈あり=1) 
定数
茶室烹薮
盤主盤
図表 6-10 成育後の保護受給歴のロジスティック分析
B 標準誤差 Wald 有 意 確 率
0.022 0.017 1.614 0.204 
1.842 0.273 45.353 0 
0.656 0.335 3.838 0.05 
0.243 0.259 0.886 0.347 
-2.064 0.674 9.386 0.002 
0.23 
318 
Exp(旦i
1.022 
6.306申車率
1.927串 本
1_276 
0.127事車寧
注:林*Pく0.01、料PくO.05 
さらに、高卒以上の学歴形成(高卒以上=1，中卒=0) を被説明変数とし、成育
期の保説経験と 10代出産経験を説明変数にロジスティック分析を行った結果、成育
期の保護経験と 10代出産経験が有意にマイナスの影響を与えていることが確認でき
た(図表6-11参照)。
図表6← 11 高卒以上の学歴のロジスティック分析
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注 :材中<0.01、 帥 P<0.05
2 受給期間に与える影響
先述した諸要因が現在受給している保雄受給期間に与える影響を分析した。受給期
間(月数)を被説明変数にし、表11の説明変数をもとに重回帰分析を行った結果、母
親の病気や成育期の保諮受給経験は影響を与えず、高卒以上の学歴は有意に期間を短
くする一方、母親の年齢は受給期間を長期化する効果が確認できた(図表6-11参照)。
図表6-12 受給期間の回帰分析
|標準化され標て準い偏な差い係誤差数標準化係数 t値 有意確率B ベー タ
(定数) -6.469 8.161 -0.793 0.429 
本人年齢 1.363 0.218 0.340 6.238 0*** 
高卒以上ダミー(高卒以上=1) -9.379 3.43 -0.148 -2.724 0.007 *** 
母病ft閏気ダ受ミ給ー歴(病気あり=1) 2.562 3.425 0.041 0.748 0.455 
世 ダミー (あり=1) -2.290 3.711 -0.034 -0.617 0.538 
調整済み決定係数 0.122 
標本数 311 
注:州大P<O.Ol、帥P<0.05
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3 世帯の抱える課題
1) DV、非嫡出子と児童虐待
図表 6-13は、子どもの児童虐待の経験の有無を記載している。虐待経験は、現在の
虐待だけでなく、過去の経験を含めている。児童虐待の経験率は 9.1%(世帯ベース)
で、世帯内での経験者が l人だけと仮定すると、人員ベースの経験率は最低 4.76%と
なる。小林ほか (2002)の推計では、 2000年時点の日本の児童虐待擢患率は0.154%、
アメリカでも1.22%とされている。この数値から試算された児童虐待の経験率は全児
童の 2%前後(杉山 2004) であり、本調査の経験率は最低でも全国平均の 2倍以上
となる。 DV経験世帯においては、児童虐待の発生率は 24.3%と高く、 DVと児童虐待の
相聞は強し例。さらに非嫡出子がいる世帯では同発生率は 18.6%で、非嫡出子と児童虐
待の聞にも関係性がみられる。
図表6-13 DV歴の有無、非嫡出子の有無と児童虐待の経験
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子ども虐待経験と非嫡出子、 DV経験を共分散分析し、標準化された推計値解をまと
めてみると、非嫡出子と DV経験それぞれが子どもの虐待経験と関係があるが、そ
の計数は各 O.14と 0.27という数字で、 DV経験のほうが非嫡出子よりも 2倍の効
果があることがわかる。しかし、数値はいずれも小さく、子ども虐待の背景には、
その他の要因が大半を占めることが分かる。
2)母親と子どもの病気の関係
被保説世帯の母親の擢患率の高さは先述した通りだが、母子の健康状態にも有意
に相関関係がみられた(図表6-14参照)。さらに母子聞の身体的な疾患数については、
相関係数がO. 415となり有意な相闘が確認できた。
49八木ほか (2007)によれば、 DV被害女性の子どもに対する虐待は、身体的虐待は少なく、ネグレク
ト (32.6%)や心理的虐待 (45.8%)が多い傾向にある.戒能 (2006)では、 夫が子どもにも暴力を
ふるうのは80%、DV被害者の母親が精神的暴力 65%、身体的暴力は 45%であったとの記述がある.
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図表6-14 母親の病気と子どもの病気の関係
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4 不利益の蓄積が就業に与える影響
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以上、(1 )から (3)まで考察してきた課題が、経済的自立の基盤である就労に
与える影響をみてみる。就労の有無を被説明変数に、説明変数に本人年齢、労働市
場において重要な指標となる学歴、母親の精神疾患の数、世代間の保護受給歴、保
護受給歴をダミーにロジスティック分析を行った結果、高卒以上の学歴は就業に有
意にプラスの影響を与えているが、母親の精神疾患数は有意にマイナスの影響を与
えることが判る(図表 6-14参照)。図表には記載していないが、 一般に女性の就業率
に強し、影響を与える「末子の年齢」は相聞がなく、被保諮世帯の場合は「保護の補
足性の原理」のもと稼働能力の活用が強く求められるため、母親の不就労は「子ど
もが小さいうちは働かなし、」という理由で仕事をえり好みしているわけではないこ
とが分かる。
図表6-15 就労ロジスティック分析
| B 標準誤差
本人年齢 1 0.004 0.015 
高卒以上ダミー
(高卒以上=1)
母精神疾患数
世代間受給歴ダミー
(あり=1) 
生活保護 受給歴ダ
ミー(あり=1) 
定数
調整済み決定係数
標本数
注:***Pく0.01、**Pく0.05
0.517 0.246 
-1.06 0.236 
0.18 0.289 
-0.261 0.27 
-0.287 0.576 
0.126 
318 
Wald 有意確率 Exp(B) 
0.054 0.817 1.004 
4.406 0.036 1.677牢牢
20.1 。 0.347牢本牢
0.386 0.535 1.197 
0.931 0.335 0.77 
0.248 0.618 0.751 
さらに、稼働所得を被説明変数にし、稼働所得ゼロの世帯が多いことを考慮、し、
Tobit分析を行った(図表6-16参照)。この分析においても、有意だ、ったのは母親の
精神疾患数で、あった。このことから、被保護母子世帯の就労行動を左右するのは健
康と学歴という資本形成が決定的に重要であることが確認できた500
50釘1路調査(中国 2006)でも、勤労収入は本人年齢、学歴、雇用形態左は有意にプラスの関係がみら
れるが、「末子の年齢j とは無関係という結果で、あった，
50 
図表6-16 稼働所得Tobit分析
標本数=318
尤度比カイニ乗検定 =34.87
有意確率 =0.0000
Log-likelihood=-181 3.7208 擬似決定係数=0.0095
t 
人年野
Coef. 
933.2142 
-53328.4 
19336.74 
-37379.4 
89106.93 
Stad.Err. 
736.4472 1.27 
-5.21 
1.66 
-1.35 
Eと日L
0.206 
0 
0.098 
0.177 
I95% Conf. I両五ゐ正忌詞I
-515.763 2382.191 
母親の精神疾患数
高卒ダミ-
10230.9 
11655.83 
27651.68 
6229.102 
73457.9 -33198.9 
-3596.38 42269.86 
cons 
L記長!:!!!!.
-91784.7 17025.93 
76851 .03 1 01 362.8 
。bs.summary: 185 left-censored observations at inc三 0 
133 uncensored observations 
o right-censored observations 
第8節 データ分析から確認できた事柄
分析結果において、標準化された推計値はすべて有意である。被保護母子世帯が
抱えるハンディは、成育期の生活保識経験、 10代での出産経験、高卒未満の学歴と
いう過去の出来事に起因する部分が大きい。この 3つの項目は相互に影響を与え、
貧困の世代連鎖の可能性を高めている。高卒未満の学歴というハンディは、現在の
就労においても大きなハンデ、イとなる。学歴のハンデ、イと加齢により保誰受給期聞
が長期化している。さらに、就労への阻害要因として大きいのは母親の健康である。
親の健康状態の悪化は、子どもの健康とも相闘がある。親子の健康状況の関連性に
ついては、より深い分析が必要であるが、母親の健康悪化が、栄養や生活習慣、食
生活といった何らかのルートで子どもの健康悪化につながっている可能性もある。
この結果、長期的な子供の健康状態を悪化することになれば、健康を通じたさら
なる貧困の連鎖の可能性もある。家庭内では別のハンディもある。 DVと児童虐待の
聞に関連があり、さらに非嫡出子の存在と児童虐待の聞にも関連や家庭内の課題が
累積している状況が確認された。
第9節 今後の政策的インプリケーション
1 関連分野と協力した研究手法の開発
子どもの成育環境が成長後にも重要な影響を与えており、とりわけ被保護母子世
帯においては世代間での貧困が連鎖している可能性が高いことが確認された。しか
し、被保護母子世帯の抱える様々な重荷の相関関係は確認できても、住宅環境や
域・近隣環境も含めた複雑な関連性、子どもの連鎖までは明確に分析できず、依然
として貧困連鎖のブラックボックスには未解明の部分が多い510 こうした誠題の克
服には、パネルデータのように同一世帯の継続的な観察分析や質的調査が必要であ
51世代聞の貧困連鎖に関する研究手法については、 Corcoran (2001)、 Aberand Ellwood(2001)、
Seccornbe and Ferguson(2006)を参考にせよ.
51 
り52、これらの研究蓄積の上で、有効な支援政策、プログラム開発がなされるべき
である。しかし、こうした息の長いパネノレ調査を継続することや、プライパシー情
報へのアプローチ、一定のまとまったデータ量を確保することの困難さなど、その
課題は少なくない。
2 支援のための政策課題
1) 分析結果の概要
数量分析から確認できた事柄は少なくない。結果では、「世代聞の貧困連鎖」が
「就労意欲」や「児童虐待」などの「意欲」には、直接的には結びついていない。「稼
働収入」に「世代関連鎖j はプラスの効果として、むしろ辛い経験を「努力Jの糧
としている可能性がある。わが国の生活保識における捕捉率 が低いことを考慮す
ると、生活保護の受給層のみで「世代関連鎖」を分析することには限 界がある。
しかしながら社会的排除要因と考えられる低学歴、非嫡出子、 10代出産、 DVなどの
項目は、連闘が強く、重複かつ深刻な現代的な課題として浮かび上がった。データ
解析以外で、読み取れる受給層の抱える様々な困難性やその蓄積は、以下のような次
世代への重大な影響として懸念されよう。
2) 社会的不利益層の生活実態
ア低位学歴
低位学歴では、低位学歴率 49.0切となっており、依然その低位性を維持している。
今回調査の結果では、高校中退率が約 30出と前回調査よりも大幅に増加していること
が特徴としてあげられる。
イ 早婚による 10代出産
10代出産ママは、 21.2切で大きくはないが被保護母子世帯全体での 10代出産の構
成割合は約 2聞と相当高い。具体事例では子ども (15歳)が、家族が留守の聞に自宅
の風呂場で女児を出産し、同級生の相手の男が立ち会ったものの生まれた女児を育
てられず乳児院に預けている事例も見受けられるなど 10代出産はハイリスクと言え
よう。
結婚によらない出産および婚姻によらない同棲婚については、欧米をはじめとし
た諸外国では社会的に認知されている。原(2001)53は「ドイツの 20-24歳の同棲率は
1992-1995年頃で、旧西ドイツ地域 12目、旧東ドイツ地域 l側程度、フランスの 20
歳 24歳の同棲率は 1994年頃で 24%、スウェーデンで 4舗であるとし、日本では同棲
の場合は極めて低く 20-24歳と 25-29歳で l出程度、それ以上の年齢階層では殆
52関連分野の研究動向とアプローチについては、小西(2008)がコンパク卜にまとめている.
53原俊彦(2001)r旧西ドイツ地域における同棲の広がりとその要因JW家族社会学研究~13 (1) pp87-97. 
52 
-、
0犯となっている。」と報告している。欧米諸国に比較してもわが国の同棲率の低さは
突出している。こうした数値と今回調査の被保護母子世帯の同棲婚履歴とを比較す
ると婚姻によらない同棲婚率は、 43.3犯と際立つて高いことが理解されよう。
典型的なパターンは、法律婚による婚姻が解消(離婚)された後の再結婚や再々婚
が同棲婚となっていることであり、この同棲婚下で生まれる非嫡出子(婚外子)の出
現率が高率となっていることである。 2010調査では、結婚(法律婚)によらない出産
は30.8唱と相当高い。しかもその殆どの場合、子どもの出生以降に同棲婚の解消とな
っている。同棲婚下のその問、子どもが生まれでもなお、法律婚の手続きがとられ
ていないことが問題で、子どもの権利主体の回復のないまま放置されていることが
明らかになった。その点、同棲婚率が高いドイツでは、同棲婚下で子どもが生まれ
ると殆どの場合、比較的早期に法律婚へと手続きがとられていることと対象的であ
る。このことは被保護母子世帯の母親が、生活上の無計画性や将来展望のないまま
剃那、来IJ那に生きていることを物語っているものと考えられる。
ウ 出身家庭の離死別経歴等不安定な家族の世代関連鎖
貧困の連鎖に大きな影響を与える可能性のある誘因の lっとして、子ども時代に
育った家庭という環境が影響している。出身世帯での家庭の崩壊や離死別など両親、
きょうだし、との紳の破綻や家庭崩壊といったインシデントは成育環境として不利益
なものであることに異論はない。ジェノグラフにより 3世代にわたる家族の状況を
精査した結果、出身家庭の離死別経歴等不安定な家族の世代間連鎖は76.0犯という
数値で、あった。不利益な家庭環境は成人してからもそのまま引き継がれている可能
性が極めて高いことが確認された。また、現在保護受給中の母子世帯で保護受給履
歴は、母親の 32.7唱となっている。保識の世代間継承は世帯類型の母子世帯で 34.6国
であった。
エドメステック・バイオレンス (DV)および虐待
前夫や前内夫、パートナーから暴力を振るわれるドメステック・バイオレンス (DV)
が高率であることが確認された(2008調査 21.側、 2010調査 21.2九)。加害者から逃
げるため住居を転々とし、 DVを受けても身近に相談できる人がおらず1人で悩みを
抱えてきたことなどからトラウマをひきずり精神疾患に躍る母親もいる。子どもの
目前で繰り返される母親への激しい暴力は子どもにとって深刻な影響を及ぼすこと
は誰しも否定できないが、子どもの問題行動との連闘を示す指標はない。調査では、
かつての家庭の中での支配や暴力といった人権侵害を受け続けたことからうつ病な
どの精神疾患に擢患する母親像が浮き彫りとなった。受給層の母子のヘルスプロモ
ートといった取り組みが急がれる。一方、被保護母子世帯において被虐待児童が約
14免確認され、母親自身が虐待に加担している場合があるものの、多くは保護受給前
の世帯での発生となっている。調査結果では、多発する虐待事例の背景には母親も
DVを受けており、子どもを守れなくなっていた事例も少なくなかった。受給層の母
53 
子世帯では経済的な支援により生活上の安定は図られているが、子どもや母親への
アフターケアなどの予防と再発防止への取組については課題が残る。福祉事務所の
処遇方針や支援計画から児童相談所等との連携が図られていることがみてとれるが、
福祉事務所職員の専門性や実施体制の確保と言った観点、から対応の遅れが指摘され
よう。
オ精神疾患の擢患率の高さ
被保護母子世帯の母の精神疾患の擢患率が高いことは、道中 (2008)が全疾病 61.2切
のうち、精疾患が 33.4%を占めていることを報告しているが、今回 2010調査におい
ても全疾病 56.7札精神疾患 35.聞と精神疾患の擢患率が突出して高い。このこと
からヘルスプロモートの視点と福祉事務所へ精神保健福祉士等の配置の必要性など
が指摘されよう。
カ 将来展望・希望のなさ
将来展望のなさや強いスティグマと社会的不利益の大きさから、同棲婚や非嫡出
子(自然子)といった家族形態は容易には選択できないが、被保護母子世帯の実態調
査の結果からは、全く異なる視点が必要である。
低学力や学歴の低さ、 10代としづ未成熟な年齢での早婚、早婚による 10代出産マ
マ、結婚によらない出産、婚姻によらない同棲婚などの各項目と無縁でなく強し、影
響を受けている可能性がある。したがって被保護母子世帯の価値観や行動様式は、
「将来展望・希望のなさ」として、計画性の無さや剃那的な生き方に象徴されてい
るものと解釈されよう。そのほか出身世帯でのインシデントとしては、サラ金債務
で一家離散、家賃滞納で強制退去、父が暴力団員、家族の薬物依存症、精神障害者
世帯等何らかのハンディキャップを有する世帯での生育暦が認められる。自治体の
債権形成としての法的根拠や債権の発生時点など判りづらい。
3 子どもへの介入政策の動向と今後の課題
OECD (2009)では、子どもをめぐる諸環境について、物質的豊かさ (22位)、住宅・
環境(16位)、教育的豊かさ(11位)、健康・安全(13位)、リスク行動(2位)、学校生
活の質から比較しているが、日本はほとんどの項目で中位に相当する。上位にある
国は、やはり子どもの貧困率の低い北欧各国が多く、下位にある国もまた子どもの
貧困率が高い国が多い傾向がある。先進国のなかでは貧困世帯への包括的な支援を
導入している国が増えている。たとえば、アメリカのヘッド・スタート (Head Start)、
カナダのフェアスタート (Fair Start)、オーストラリアのベストスタート (Best
Start) 51、韓国のウィスタート (WeStart) 5などがある。アメリカは、
5~詳細な情報はオーストラリア・ピクトリアナ|、I DEECD (就学前教育・教育促進局)のホームページ
(http://www.education.vic.gov.au/ecsmanag巴m巴nt/beststart/)を参照せよ.
55WはWelfareのW、EはEducationのEを意味している.
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2200万人の貧困世帯の児童に対して、保健、保育、教育面からのヘッド・スタート
計画を 1964年(経済機会法)より実施している56。韓国でも、民間団体により保健・
福祉・教育の包括的支援としてウィスタート運動が展開され、 12歳以下の貧困児童・
家庭に対して、ボランティア、自治体、公共機関、保育所、小学校、病院と地域住
民が連携して、細かい支援を行っている。英国では、プレア政権下で、子どもにベ
ストの環境を保障する目的で、 1999年から SureStart (シュアスタート)を導入し
10年計画の貧困対策、貧困地域を指定して子どもと家族を対象にした支援サービス
を進め、人生早期における介入政策を進めている。 2003年からシュアスタート・子
どもセンターをさらに拡充し、 ChildAct 2004 (2004年児童法)や2006年子ども法に
より政策を加速している。
こうした視点から、わが国の世代聞の貧困連鎖防止に向けた政策の取り組みは十
分ではない。政策形成やデザインに必要な、実態把握や基礎的なデータによる実証
研究が遅れており研究蓄積がない。本論文で取り上げたデータも都市部の特定地域
に限定さたものものにすぎず、その結果も決して全国を代表しているわけではない。
マクロ研究による事実の把握とそれに基づく政策、支援プログラムの開発が求めら
れる。子どもの成育環境の整備については、幼保一体サービスの確保とその財源の
議論のみでなく、すべての子どもと家庭に最善の環境を保障することを目標とした、
虐待、障害、不安定な家庭環境といった劣悪な環境にいる子どもたちへのセーフテ
イネットの確保、質の高いサービスを確実に保障する仕組みを導入する必要がある。
56ヘッドスター卜計画の歴史は、添田 (2005)が詳しい.
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第7章 新たな公共サービスとしての学習支援
第 1節 先行研究と学習支援の意義
前章の保護受給母子世帯における社会的不利益の世代間継承でもふれたが、「子ど
もの貧困」が「大人の貧困」へと負のスパイラルとなっていることを指摘し、とり
わけ教育環境による格差の影響の強さが浮かび上がった。ここでは、国内外の実証
研究の中から子どもの貧困をめぐる世代的連鎖についての先行研究をレピ、ューし、
世代的連鎖を断つための学習支援の取組みを研究することで政策的な示唆を得よう
とするものである。日本において 18歳未満の子どもの 14.2%が貧困家庭で暮らして
いるという深刻な「貧困率J57を政府が公表して 5年が経過した。 2013年6月「子ど
もの貧困対策法」が成立した。同法は、貧困が引き継がれないよう教育や生活の支
援を掲げ、国に大綱作成を義務付けている。迷走する子ども対策から脱却し、将来
を展望する戦略的な子ども政策へと転換する契機となるものである。
本章は、新たな公共サービスのビジネスモデ、ルとなる A市社会的な居場所づくり
支援事業(以下、「学習支援事業Jという)における学習支援事業および本事業の調
査研究の意義、生活保護の教育扶助および生業扶助、調査の方法、調査の結果、今
後の課題で構成する。
M・コラークほか(Corak，Curtisand Phipps， 2011)は、「機会の平等j は不平等を
発生させるメカニズムによって、異なる意味をもつことを指摘する。例えば政治家
の世襲を考えてみると、親の所得や親の選挙基盤があるかどうかに起因する「機会
の不平等」は、公正さを欠き多くの人々から賛同を得にくい。世艇によらず政治家
を目指す優秀な人材が、世襲議員によって門戸を閉ざされてしまうという不利益を
もたらす弊害もある。一方、音楽家である親の才能(遺伝的素因)を引き継ぐ子の能
力の差による「機会の不平等」は、公正であるため支持される。この対極には厳し
い貧困の世襲、つまり親の貧困が次世代に引き継がれる世代間継承がある。日本に
は法制上の世襲はないが実態上、貧困の世代間連鎖が認められる。そのことは単に
子どもが社会経済的環境によって将来大人になっても格差を引き継ぐことを示すだ
けではなく、子どもにとって、幾重にも重なる負の相乗作用として社会的不利益を
被る子どもの姿を思い浮かべることができる。保健福祉のフィールドにおいては実
践者がしばしば遭遇する事例がそうである。なかには3世代にわたって生活保護を
受給する世帯も確認され、決して珍しいことではない。
572011年(2010調査)の最新データでは、収入から税金などを控除して実際に使える額の目安が 4人世帯
で 250万円、 2人世帯なら 177万円に満たない貧困の子どもは、 15.7切に増えている.
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生活保識世帯の要因分析を行っている道中(2007)58によればA市の保護受給層のう
ち世帯主が中学卒58.2%、高校中退が 14.4%となっている。継続研究である B市調査
(2008年中学卒 35.側、高校中退 2.0弘)、 C市調査(2008年中学卒 19.2弘、高校中退
29.8略)においても、ほぼ同様の結果が認められ、貧困の世代関連鎖による強い影響
が実証されている。こうした中、貧困の連鎖を断つためには教育が重要で、あること
は異論がない。福祉現場における学習支援の取り組みは焦眉の課題となっている。
しかし、保護の実施体制上の課題を抱える自治体にとっては身動きがとれない。そ
こで官公から民への私法体系のベクトルで、の政策展開が有効な方策と期待される。
何故ならば、福祉事務所が本来実施しなければならないソーシヤルワーク機能を補
完するものだからである。ソーシャルワーク機能は、その人や家族、関係者を取り
巻いている環境の調整を含め、人々の持つ課題や問題解決を側面的に援助する活動
の総体である。
図表 7-1 貧困の連鎖59
被保護世帯調査数
390世帯
うち母子世帯 106世帯
該当世帯
98世帯
43世帯
構成割合
25.1弘
40.6% 
出典:道中(2007)r保護受給層の貧困の様相JW生活経済政策~ No.127 
こうした実証研究の結果報告を契機に、厚生労働省は、貧困の世代関連鎖を防止
するため、 2011年度から自立支援プログラムとして『学習支援』を取り上げ、全額
国庫補助事業として全国に示達している。「子どもの貧困」が「大人の貧困」へと世
代的に継続するといった実態が明らかにされているが、経路(path=パス)といった決
定的な要因は確認されていなし、(図表 7-1参照)。そこに至るいくつかの要因は考え
られるものの、研究実績では、特に生育期の学習機会の喪失が大きな因子であるこ
とが指摘されている。
第 2節 A市社会的な居場所づくり支援事業(学習支援事業)
1 背景
日本では被保護世帯の貧困要因に焦点をあてた研究は、事例研究が中心で、実証
的研究はまだ緒についたばかりで研究蓄積は限られている。なかでも社会的不利益
の世襲や被保護母子世帯の貧困実相については、データに基づく実証的な研究は多
くはない。また、日本では、貧困に対する最後のセーフテイネットである生活保受
給者や同制度の周辺の要保護者層の急増が指摘され、ワーキングプアや格差の問題
間道中(207)r保護受給層の貧困の様相JW生活経済政策~ No.127， pp14-20. 
ら9A市における生活保護受給世帯のうち、親も保護世帯であったことが確認された世帯割合.
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から、教育格差、子どもの貧困へと注目されるようになってきた。
先進各国では、世代間の貧困連鎖についての研究は進んでおり、研究蓄積に基づ
く的確な貧困政策が導入されているが、日本ではこうした研究蓄積は不十分である。
アメリカは、 2200万人の貧困世帯の児童に対して、保健、保育、教育面からのヘ
ッド・スタート計画を 1964年(経済機会法)より実施している60。韓国でも、民間
団体により保健・福祉・教育の包括的支援としてウィスタート運動が展開され、 12
歳以下の貧困児童・家庭に対して、ボランティア、自治体、公共機関、保育所、小
学校、病院と地域住民が連携して、細かい支援を行っている。
英国では、ブレア政権下で、子どもにベストの環境を保障する目的で、 1999年か
らSureStart (シュアスタート)を導入し 10年計画の貧困対策、貧困地域を指定し
て子どもと家族を対象にした支援サービスを進め.人生早期における介入政策を進
めている。 2003年からシュアスタート・子どもセンターをさらに拡充し、 ChildAct 
2004(2004年児童法)や2006年子ども法により政策を加速している。
日本においては、認定こども園、子ども手当、生活保護の母子加算、高校授業料
の減免制度など子どもを巡る政策は迷走し、長期、中期に亘る戦略的なビジョンを
示せないまま、混沌した現状にある。その原因の一つは、子どもの貧困に対する認
識と政策の必要性を論理的に説明するための、実証的研究の蓄積が少ないことがあ
げられよう。
特に子どもの貧困問題について、その要因をマクロ的に解明するとともに教育や
福祉プラクティスとして必要な政策とは何か、貧困の連鎖を断ち切るためにはどの
ように対応すべきかを明らかにすることが課題であり、優先度の高い政策と位置付
けられる 2013年6月には議員立法として「子どもの貧困対策法jが成立した。
こうした中で、生活保護を受ける家庭の子どもを対象に、自治体が無料で開く学
習教室への関心がたかまっている。次世代を担う子どもの貧困は世代間継承される
可能性が高い。不利が重なり合って、負の相乗作用として出現するさまざまな事象
に対して、どのような改善策を講ずるべきかについて関心が集まっている。
生活保護受給世帯で、育った子どもが、大人になって再び生活保護を受ける『貧困
の連鎖』を防止するため、厚生労働省は、平成21年度から子どもの進学に関する支
援等を行う「こどもの健全育成支援事業j を実施している。さらに平成23年度から
は「社会的居場所づくり支援事業Jとして再編され事業内容が充実された(事業導入
自治体数35<平成22年度))。
『貧困の連鎖』を防止する取り組み事例としては、埼玉県生活保護受給者チャレ
ンジ支援事業や横浜市の市立定時制高校への進路支援、佐賀若者サポートステーシ
ョン事業などがある。このようにまだまだ一部の地域ではあるが、生活保護世帯等
の子どもに対する学習支援や中退者等に対する自立支援の取り組みがなされており、
60ヘッドスター卜計画の歴史は、添田 (2005)が詳しい.
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高校進学率の向上や若者の就職などで成果を上げている。なかでも埼玉県生活保護
受給者チャレンジ支援事業は、先駆的な取り組みとして、生活保護受給世帯の中学
3年生全員およびその保護者を対象者に、社団法人に業務委託して学習支援等を実
施している。教員OBや教育支援員などが、定期的な家庭訪問を行い子どもと親に対
して進学の助言等を行っている。同時に学習支援教室を開催して学習支援を行って
いる。その結果、平成 23年度では 801人のうち 305人が参加し、 296人が高校にに
入学し、高校進学率97協の実績につながっている。
また、横浜市の市立定時制高校への進路支援においては、定時制高校での進路支
援や生活状況に関する相談支援や若年層の支援に専門的に取り組むことを NPOに業
務委託している。業務の内容は、キャリアカウンセラーが学校を訪問し、個々の生
徒の課題を把握し、実践的な職場体験や就職支援セミナーを開催するとともに、す
ぐに就労につながらない者に対して、卒業後の居場所や活動の場を確保するなどの
支援を展開している。同事業の平成 23年度の実績は、就職・進学 54潟、アルバイト
その他 46覧である。
今般、 A市社会的な居場所づくり支援事業(学習支援事業)(以下、「学習支援事業J
という)は、こうした背景および現状を踏まえた中で、問題意識が蹴成され実施さ
れた。
2 教育にかかる扶助等
ア教育扶助の概要
教育格差の拡大が指摘される中、多くの親は、国立大学や有名私立大学への進学
のためには公立の中学や高校では不十分と考えている。小学校卒業者のうち約 13犯
が私立中学に進学している状況がある。 一方、生活保護受給層においては、小学校、
中学校の義務教育および高校就学に要する所要の経費について、教育扶助と生業扶
助の対応がある。
教育扶助は、義務教育(小学校・中学校)(こ伴って必要となる費用(学用品、通学
用品、学校給食、学級費、その他義務教育に伴って必要なものについて給付を行う
(図表7-2参照)。また、厚生労働省は、平成21年度から貧困世帯に属する子ども
の増加という「子どもの貧困Jr貧困の連鎖」が社会問題化しつつあったことも踏
まえ、平成21年度補正予算によって新たに『学習支援費』を創設している。『学
習支援費』の制度創設は、子どもをかかえる生活保護受給層の教育関連の経済的負
担を軽減するとしづ教育的配慮で、あった。なお教科書については「義務教育諸学校
の教科用図書の無償に関する法律」により無償給与されるため、給付対象外である。
それでも生活保護受給層における教育費諸項目を合算した保護費は、 一般家庭の学
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習諸経費には到底及ばない歴然とした格差が認められ、生活保護受給層には必要な
教育が買えない実態にある。生活保護を受給する都市部の中学校の事例では、月額
12， 220円であるのに対し、 一般家庭の中学校の学習費の全国平均は、月額 47，691
円で 4.9倍の差がある。さらに私立中学との比較では、 8.7倍と大きな差が認めら
れる(図表 7-4参照)。
図表 7-2教育扶助の内容
区 分 主な 内 容 基準額(月額)
基 準 額 学用品費 その他の教育費 小学校:2，150円
鉛筆、ノー ト、消しゴム、定規、 遠足、社会見学、展覧会等の 中学校:4，180円
書道道具、ハーモニカ、笛、裁 校外活動費及び通学用靴、上
経用具、体育用靴等の購入費 履き、帽子等の通学用品等の
購入費
兵寸三4・ 級 費 等 学級費、生徒会費及びPTA会費等 小学校:620円以内
中学校:740円以内
教 材 代 正規の教材として学校長又は教育委員会が指定するものの購 実費支給
入費
学校給食費 保護者が負担すべき給食費の額 実費支給
校外活動参加費 校外活動(修学旅行を除く)に児童又は生徒が全員参加する場 実費支給
合に参加する必要最小限度の額
通 学交 通費 通学に必要な最小限度の額 実費支給
学 習支援 費 学習参考書等(教材代に含まれるものを除く。)購入費、課外の 小学校・2，560円
クラブ活動に要する費用 中学校:4，330円
(注)平成 25年度の教育費基準額(月額)
出典:生活保護手帳編集委員会『生活保護手帳2012年度版』を著者が一部修正.
イ 生業扶助(高等学校等就学費)
生活保護受給層の高校就学に関しては、世帯内に留まったままでの世帯内就学が
認められていたものの、高校の就学に要する諸経費は支給されなかった。そのため
生活保穫の世帯内就学が認められ、その間の生活費は支給されても高校授業料は奨
学金やアノレバイトなどで捻出しなければならず、勉学に専念できる環境で、はなかっ
た。 学ぼうとする意欲の継続が難しく高校中退となるケースは少なくなかった。
平成 16年 12月の「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」報告書において
「生活保護を受給する有子世帯の自立を支援する観点から、 高等学校への就学費用
について、生活保謎制度において対応することを検討すべきである。Jとの提言がな
された。これを受け生活保諮を受給する有子世帯の自立を支援する観点から、平成
17年度より高等学校等の就学費用が給付されることになった。つまり、世帯内就学
とともに高校就学費用も生活保護で対応するという制度発足以来の画期的な改正が
実施された。高等学校等就学費は、高等学校等就学に伴って必要となる費用(学用品、
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区
基
交通費、授業料その他高等学校等就学に伴って必要となるものについて給付を行う
ものとされた(図表 7-3参照)。
高校就学費用は、教育扶助ではなく生業扶助として整理され、技能修得費の高等
学校等就学費の所要経費として認定されることとなった。それは21年度補正予算に
よって義務教育の教育扶助と同様に、高校の生業扶助においても、特段の教育的配
慮として『学習支援費』が創設されたのである。それでも生活保議制度における教
育扶助および生業扶助の保護費は、 一般家庭の学習 諸経費には到底及ばない歴然
とした格差が認められ、生活保護受給層にとっては必要な教育が買えない実態にあ
る。
図表 7-3生業扶助(高等学校就学費用)の内容
分 主な内容 基準額(月額)
準 額 学用品費 その他の教育費
鉛筆、ノート、消しゴム、定規、 校外活動費、通学用品等の購 5， 300円
裁縫用具、楽器、体育用靴等の 入費
購入費
学級 費 等 学級費、生徒会費及びPTA会費等 1， 780円以内
教 材 イ勺 正規の授業で使用され、当該授業を受講する全生徒が必ず購入
するもの(教科書、副読本的図書、ワークブック、和洋辞典)の 実費支給
購入費
授 業 料 授業料 公立向等学校授業
料相当額
入 主f£A• キヰ 入学料 公立両等学校入学
料相当額
入学考査料 入学考査料 公立両等学校入学
考査料相当額
通学交通費 通学に必要な最小限度の額 実費支給
入学準備金 学生服、通学用カバン、靴、ワイシャツ等の購入費 61，400円以内
学習支援費 学習参考書(教材代に含まれるものを除く)購入費、課外クフブ 5， 010円
活動費
※授業料については、「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法
律J(平成22年法律第18号)第2号第 l項に掲げるものに通学する場合(いわゆる高等学校無償化制度の
対象者)は給付対象外.
3 子どもの貧困と教育
被保護世帯は、世帯主自身の低位学歴による稼得の限界や高等教育に対する指向性の
低さなどから、子どもに十分な教育機会を与えることができない可能性がある。 2004(H16)年の
子どもの学習費の状況については図表 7-4のとおりである。
わが国では、形式的にはすべての子どもたちに教育の機会を保障するしくみがある。近
年では、高校等へはほぼ全数(97%)が、大学・短大等ではほぼ半数が進学している。教育の
機会はさらに高等教育へと拡がっている。 しかしながら、保護の受給層の子どもに対し、支
給される教育扶助は、図表7-2のとおりであり、図表7-4の全国の子どもの学習費の状況と
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区比較すると経済的に明らかに大きな格差が認められる。生活保護受給世帯の子どもたちは
十分な教育コストがかけられていない。
何らかの家庭の事情で7-4将来の可能性や「選べる道」が閉ざされるといった、不利な条
件に置かれている。このことから生活保護世帯の子どもたちには、実質的なライフチャンス
が保障されていなしものと考えられ、ライフチョイス61も限定的ものとなろう。子どもの貧困は、
教育の低位性となり、 最終学歴の低位性は彼/彼女らの職業の選択を困難とし、誰でも、い
つでもできる将来のない仕事、つまり「袋小路(Jobofblind alley)Jの職業が準備されることと
なる(図表 7-5参照)。
図表 7-4 子どもの学習費の状況 (全国中学校) (単イ立:円)
分 公立(第 1-3学年) 私立(第 1-3学年) 主な内容
平均 政令市 平均
学習費総額 468，773 572，290 1，274，768 
(月額) (39，064) (47，691) (106，231) 
学校教育費 132，603 121，789 956，233 授業料、修学旅行・遠足・見学費、学級・児童
会・生徒会費、 PTA会費、その他の学校納付
金、 寄付金、教科書費・教科書以外の図書
費、 学用品・実験学習材料費、教科外活動
費、通学費、制服、通学用品費、 その他
学校給食費 36，701 29419 3，100 
学校外活動費 299，469 421，082 315，435 補助学習費(家庭内学習費・物品費・図書
費、家庭教師費・学習塾費・その他)
その他の学校外活動費(体験活動・地域活
動・芸術文化活動・月謝等・その他、スポー
ツ・レクレーション活動・月謝等・その他、教
養・その他・月謝等・図書費・その他)
，、‘、 畠 ・4 ・ ---・ ι..- - --且 _-_- 晶 .~.- . ~~ _-.、 . ... ._，且‘一 』且 且 --晶‘晶 a且
(出典)文部科学省「平成 16年度子どもの学習費調査jをもとに著者作成
(Worki暗 poor)
学習資源の不足
低い教育コスト
親の意識・住環境
限られた教育機会
低位学歴
ライフチョイ
スの限定性
貧困の世代的連鎖
限定的職業
(袋ノト路の職業)
出典:道中隆(2009) W生活保護と日本型ワーキングプア~ p_ 108 
図表 7-5 貧困の世代間継承の概念図
61 ライフチャンスとは、家庭の社会階層によって構造的に規定され、個人のライフチョイス(人生の諸画期
における選択)や生活の質(Qua1ityOf Life)に大きく影響を与える (LaGory，Fitzpatrickand Ritchey 
2001) . 
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第3節 学習支援事業および本調査研究の意義
日本では貧函研究は 1970年代まで、は盛んであったが、その後の経済成長ととも
に貧困の問題へのまなざしは弱くなった。 2000年以降においては、所得格差が問題
視されるようになり、格差の固定化や世代関連鎖の分析の貧困研究が活発となって
いる。この間、保健福祉現場ではさまざまな困難な問題や課題を抱える多くの事例
の報告や事例研究も盛んに行われるようになり、分析対象も世帯や大人から子ども
へと広がりをみせ、 2013年には「子どもの貧困対策法」が成立するなど子どもの貧
困が今日的な課題となっている。道中 (2013)62は、親世代からの負の連鎖の存在の
有無や貧困の連鎖が現在の母子の状況への影響についてデータに基づく分析をし
ている。解析の結果は、①被保護母子世帯の約 4害1]が、成育期に生活保護を経験し
ており、低位学歴や 10代出産など、成育期に発生した事柄が現在の生活の負荷に
なっていること、②稼働の阻害要因が母親の健康状態や学歴による影響であること、
③DV、児童虐待、非嫡出子の相関は強く、また母親の健康状態と子どもの健康状態
の関連も見いだされたこと、こうした子どもを取り巻く生育環境による世帯内のハ
ンディが集中・累積し、被保護母子世帯が貧困の「担い手」となっていることなど
示唆している。文部科学、厚生労働両省の調査によると 2011年度の生活保護世帯
の高校進学率は 89.5切で、一般世帯の全国(98.0出)および兵庫県(98.3活)に比べて約
9ポイント低い。また、本研究で取り上げた A市の生活保護世帯の高校進学率は
85. 3犯で、一般世帯の全国(98.3弘)および兵庫県(98.3覧)に比べて大きく下回ってい
る。このように生活保護受給層においては、貧困で学習塾に通えないだけでなく、
厳しい家庭環境のもとで基本的な学習習慣がみにつきにくいことなど教育格差が
指摘されている。本学習支援事業は、生活保謎受給世帯の子どもとその保護者に対
し、家庭学習の習慣づけおよび基本的な生活習慣の確立、教育インセンティブの高
揚を目的した事業である。本事業は、学習支援や学習の動機付けに関する支援・保
護者の養育支援として、(1 )家庭学習の習慣付け、(2 )学習の動機付け、 (3) 
養育者支援を行うことを事業目的としている。
第4節学習支援事業の概要
1 学習支援事業の対象
本学習支援事業の対象者は、 A市の生活保護受給世帯の小学校4年生から中学校3
年生までの児童およびその保誰者である。そのうち、本学習支援事業に参加登録者(児
童)数は延べ299人である(図表 7-6)。
62道中 (2013) I保護受給母子世帯における社会的不利益の世代間継承 貧困の固定化と世代的連鎖に
関する実証的分析JW追手門学院大学社会学部紀要第 7 号~ • 
63 
図表 7-6 支援事業対象者及び参加登録者(児童)数
参加登録者(児童)数? ↑ ? ?
??? 155 
2 学習支援事業の実施状況
ア 家庭学習の習慣付けと学習支援
A市における学習支援事業は、新規事業として平成 24年 7月1日から平成 25年 3
月31日まで実施している。また、学習支援事業の学習支援実施回数および参加状況
は、図表 7-7のとおりである。この間の学年別の参加登録者(児童)数は、 T教室と H
教室あわせて 44人である。
図表 7-7 学年別参加登録者(児童)数
合計 中学生 小計 小学生 ノj、言十
3 2 1 6 5 4 
T 教 室 21 9 2 (1) 4 15 4 l l 6 
H 教 室 23 10 (1) 4 2 16 5 l i 7 
全 体 44 19 6 6 31 9 2 2 13 
本表のo内数値は、中止者の再掲。
本事業では高校進学を最優先課題のーっとして捉え、 12月にはH教室において受験
対策として学習補助としての支援を強化している。開始日の開校式が夏休みの初日
であり、夏休みの宿題、銀題などを中心に支援を行っている。 2学期が始まると宿
題と学校の教科書に沿っての学習を基本としながら、個別にそれぞれの学習の習熟
度や進捗状況に応じた支援を展開し、課題への支援も行った。
中学 3年生には秋頃から高校受験に向けての支援をおこなったが、学力不足から
集中的な支援の強化の必要性が認、められたため、当初の事業計画を見直し中学 3年
生のみの受験対策講座(12月)として、図表 7-8のとおり実施した。
図7-8 学習支援の月別実施回数および月別参加状況
言十 7月 8月 9月 10月 11月 12月 l月 2月 3月
T 参加人数 484 33 79 62 69 55 51 46 43 46 
教 教室回数 77 6 11 9 10 8 7 8 8 10 
室 平均参加人数 6. 3 5.5 7. 2 6.9 6. 9 6.9 7. 3 5.8 5. 4 4. 6 
H 参加人数 508 32 71 68 79 57 44 54 48 56 
教 教室回数 77 5 12 8 10 9 8 8 8 9 
室 平均参加人数 6. 6 6. 2 5.9 8.5 7.9 6. 3 5.5 6.8 6.0 6.2 
全 参加人数 992 64 150 130 148 112 95 100 91 102 I 
教室回数 154 11 23 17 20 17 15 16 16 19 
体 平均参加人数 6. 4 5. 8 6. 5 7. 6 7.4 6. 6 6. 3 6. 3 5. 7 5.4 
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図表7-9 学習支援の月別実施回数および月別参加状況
局校受験対策講座
12月
参 力日 人 数 36 
H教室 教 室 回 数 4 
平均参加人数 9.0 
イ 学習の動機付けの支援と保護者への養育支援
1)学習への興味、関心を高めるため、支援対象者同士の交流も兼ねた野外学習のフ
ィールドワーク(天王寺動物園)を行った。支援対象者の中には不登校など課題を抱
えた子どもやコミュニケーションが苦手な子どもがし、るため教室以外での授業外学
習が必要であった。
2)命の大切さを学び、防災意識を高めるため、また、親子の会話の機会を増やすこ
とをねらいとした『親子防災セミナー』を開催した。
3)自分自身の身体を大切にしてもらう意識づけと、職業人とのふれあいを目的とし
た『歯の大切さを学ぶ親子セミナー』を開催した。
4)保護者からの相談内容としては、進路指導が主なもので、あった。
ウ 学習支援教室通信の発行
支援対象者、保護者、学習支援教室を結ぶコミュニケーションツーノレとして、『教
室通信』を発行している(月 1回程度計9回発行)。不登校傾向にある子どもにとっ
とは、この学習支援教室でのイベン卜や些細な出来事などを発信し続けることで、
子どもとのこころの距離聞を縮めるが大切であることや親の学習支援教室への期待
水準を高めるためには欠かせないのツールである。
エ 関係機関との連携
本事業の企画運営および、実施状況について、定期的に尼崎市関係主管課、関西国
際大学と連携協議し、随時、指導及び助言を受けている。
オ保諮者の状況
保護者の学歴および就労状況については、本事業のアンケート調査とは別に対象
者・保護者向けのニーズ調査を実施(2012年 12月 25日)している。その結果は、図
表 7-10および図表 7-11のとおりである。
中卒 |高校中退
14 
38百
? ? ?
?
? ?
大学院卒
3目
? ?
?
? ?
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図表 7-11 保識者の就労等の状況
就労等の状況
無職 ノ号ー ト 正社員 合計
人数 27 9 1 37 
構成比 73見 24出 3目 100九
第5節 調査の方法
1 調査対象および調査方法
対象者は、 A市の生活保護受給世帯の小学校4年生から中学校3年生までの児童お
よびその保護者である。調査の方法は、 A市において実施する新規学習支援事業(平
成 24年 7月1日から平成 25年 3月 31日)について、別紙によるアンケート調査を
実施した。
2 倫理的配慮
調査の実施あたっては、「学習支援事業の社会的評価指標作成に関する研究」の一
環としてのアンケー卜調査を実施するにあたり、関西国際大学研究倫理審査会(委員
長藤田継道)の審議を経て承認(研倫委審第 11027号 2012年 12月 11日付)された。
また、調査研究の趣旨、個人情報保護の厳守、調査結果の目的外使用の不可なら
びに回収した質問紙の厳重保管と使用後の破棄等を記載した書面を交付し、口頭説
明のうえ、同意の了承を得て回答を求めた。
3 調査内容と分析方法
アンケートによる実態調査を実施した。
第6節調査の結果
1 中学卒業者の進路状況
中学卒業者の進路状況については、標本サイズ(N=18)が小さいため、結果がぶれ
ている可能性がある。しかし、就学支援の結果では、 18名の中学校卒業後の進路は、
l名の就職者を除いて 17名(94.4弘)が高校に入学している。
学習支援教室では、生徒一人一人の個性や課題および学習の習熟度に応じて、個
性を伸ばすためクラススケールも小さくしている。そのため生徒の能力に応じてさ
まざまな課題にも根気よく寄り添いながら、柔軟に対応できる経験豊富で支援力の
あるスタップを配置している。その結果、図表 4-11のとおり、 94.4%の高校進学率
を達成している。この数値は、全国の生活保護受給世帯の 87.5%を大きく上回る。ま
た、 A市全体の一般高校進学率94.0出をも上回っている。
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図表 7-12 中学卒業者の進路状況
/_t入-' -'寸i言a 私立 就 合計
全日制 定時制 全日 通信 職・そ
市リ 市リ の他
人数 普通 特別支 佼間 多部性
援(職業 1 2 3部
科) 部 部
18名 2 2 。2 2 5 3 18 
図表 7-13 保護受給層および一般世帯の高等学校等の進学状況
区 分 生活保護受給世帯 一般世帯
尼崎市受給世帯 全国受給世 尼崎市 兵庫県 全国64
学習支 受給世帯 帯63
援
大学等進学率 一 一 55.0判 60. 1九 54. 4覧
高校等進学率 96.0出 86.0九 87.5九 94. 0出 98.3九 98.0九
出典:兵庫県民部統計課編「平成 23年度学校基本調査報告J~兵庫県の学校~ • 
2 アンケートの結果
ニーズの把握のため学習支援教室(T教室およびH教室)について、別紙の調査票に
よるアンケート調査を実施した。 実施した結果は、 図表 5-3のとおりである。
図表 7-14 学習支援教室の調査結果(2012年 12月 25日実施)
内容 回答 人 回答 人 回答 人 A仁ゴ、呈ロ+
数 数 数
学習支援教室は楽しかったですか 楽しかっ 6 普通 8 大変だ、つ 。 14 
た た
学習支援室の日は火曜日・土曜日でい はし、 2 その他 9 希望曜日 14 
いですか 有、未回
答3
学習時間は長かったですか 長かった 4 丁度いい 8 短かった 2 14 
学習開始時間はどうですか 早すぎる 2 丁度いい 7 分からな 5 14 
し、
夏休みの週3回はどうでしたか 回数が多 4 丁度いい 7 分からな 3 14 
すぎる u、
野外活動の回数について 増やして 5 行きたく 1 分からな 8 14 
ほしし、 ない し、
大学生から勉強を教えてもらったこ ない 。何回かあ 14 14 
とがありますか る
この授業を受けて成績はどうでした 上がった 7 変わらな 6 下がった 14 
7:J、 し、
この授業を受けてから家で勉強する 増えた 5 変わらな 7 少なくな 2 14 
機会は増えましたか し、 った
この授業を受けてお母さん、お父さん 増えた 3 変わらな 10 減った 。 13 
との会話はどうですか し、
63厚生労働省社会・援護局保護課(平成22年4月1日現在). 
64平成22年度学校基本調査(平成22年3月の中学校卒業者の進路状況). 
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また、さまざまな課題を抱える保護者との相談関係を通じて、困っていることや事
業への期待(調査票による自由回答)など具体的な相談内容が浮かび上がった。主な
状況及び相談内容は、図表5-4のとおりである。
図表7-15 保護者の状況及び相談内容
保護者の状況及び相談内容
教育についての相談相手がし、ないため、悩みを抱え込んでいる。親として何とか対応した
いが日々の生活に追われ子どもの教育への関心がなくなっている
子どもの将来を考えると勉強させてやりたいが、その方法や経済的な余裕がない
子どもの教育について考えることをあきらめている。自分もどうにかやってきたし、何と
かなるものあきらめ、できるだけ将来について考えない
子どもとのコミュニケーションが思うように図れない
こども自身に進学の希望が薄い、進学したとしても、宮、学や不登校になったり、中退する|
のではと不安
第7節今後の課題
1 政策的インプリケーション
厚生労働省が生活保護費の減額方針を示す中、学習支援は貧困の世代間連鎖を防
ぐのが狙いで、保護世帯の高校進学率が改善するなど成果も出つつある。基礎自治
体の事例研究でサンフ。/レ数が限定的とはいえ、本学習支援事業の結果、高校進学率
は94.舗で、全国の生活保護受給世帯の 87.5%を大きく上回る。また、尼崎市全体の
一般高校進学率94.慨をも上回っている。
A市の基礎自治体においては教育の地域格差が浮かび上がっている中、子どもの学
力向上と教職員の資質の向上はいうまでもない。とりわけ本事例のように生活保護
受給層への教育支援は、優先度の高い政策課題として特化して取り組まなければな
らないことが分かる。
2 保護者への教育インセンティブ
本事業が継続されることにより一定量のサンプル数の確保が期待されるが、高校
進学率のみならず、進学後のアフターケアも大切で高校中退というリスクに対応す
る事業展開が期待される。同時に、ここでも保説者の子どもへの教育インセンティ
プを図ることが重要である。親自身が経済的困難な状況の中で心身を病み、子ども
を支えることができなくなっている。厳しい教育環境の中で子どもは学習意欲を失
い、進学率も下がる。子どもにとって「励まし、ほめられ、叱ってくれる大人」が
そばにいることが大切で、何よりも保護者が子どもの教育に関心を持つことが重要
である。子どもにとって、貧困の最大リスクは親の子どもの教育への無関心である。
親が変われば子どもは変わる。子どもは自信を取り戻し親の期待に一生懸命答えよ
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うとするのである。
こうした取り組みは、福祉事務所の重要な三つの機能で、ある①迅速性、②直接性、
③専門性が担保されていることが前提となる。保護者へのインセンティブアプロー
チは、どのような事業形態であっても、家庭訪問等による直接性のアウトリーチが
有効であることを踏まえた援助技術の方法論の展開が必要である。
3 新たな公共サービス型の政策モデル
しかし、実施機関の入手不足などの理由から、実際に取り組む自治体は、まだ限
定的となっている。 2012年度厚生労働省の補助制度を受け事業を行っているのは94
自治体のみで全自治体の聞にすぎない。先駆的な取り組みで実績を上げている自治
体も増えつつあるが、任用体系の公的機関としての硬直性から民間のノウハウを活
用できていない。
早期介入による貧困の世代関連鎖を断つためにも、基礎自治体は、公共サービス
型のモデ、ル展開として、地域の社会福祉法人や NPO法人等など民間の私法体系によ
る協同事業で学習支援の制度活用を積極的に推進していく必要がある。
今般の社会保障審議会生活保護基準部会の報告(2013年1月17日)を受けた厚生労
働省は保護費削減を打ち出し、 2013年 8月から 3年間に段階的に保護費の削減が実
施されることとなったが、そのあおりを受けて保護世帯が子どもへの教育費を削る
ことも懸念される。生活保護費の削減は、子どもを抱える世帯においては直接的に
子どもの教育諸経費を削減せざるを得なくなる。こうした子どもへの潜在的能力を
高める教育への先行投資に抑制がかかるといった深刻な事態は回避しなければなら
ない。特に生活保護受給層の子どものいる世帯への教育的配慮として、削減は限定
的にとどめるべきであろう。保護費の削減圧力の中で、学習支援はこれまで以上に
最優先で取り組まなければならない喫緊の政策課題となっている。
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【高等学校等進学支援プログラムチャート】
中学3年生対象 (中学初年時からの取り組みが望ましし、)
14;日時判官 二J
0学校関係者との協議と制度説明
0通学状況，進路，保護者の意識等について確認
O奨学金，貸付金等の説明
O生活保護制度の高等学校等就学費(生業扶助)の説明
保護者との面談
談)
園圃圃園圃惨
不登校児等支援について検討
r 'q "'Jかも州臼嘩期初ι者薗鞍駄聴 j 
0進学，就職等進路希望の確認
0進路先の確認(公立，私立等)
O受験への取り組みについて把握(塾，通信教育，模擬試験等)
O貸付資金の説明(申請受付日等)
0高等学校等就学費(生業扶助)の説明
?????? ??? ?
?
10月頃
育英会奨学資金(貸付資金)生活の予約申請
(主として私立高校受験予定の世帯主)
r t~: 眉~~ 1，羽J 何学期素~ 3;者車載瞬
0志望校(全日制，定時制，通信制等の確認、
O試験日等確認
0受験料(私立)，入学金(私立)，貸付資金申請状況等確認
O高等学校等就学費(生業扶助)の説明
二二l司周かhaR0穴字言実験
O私立高校
0公立高校(前期)
O公立高校(後期)
2月下旬
2月下旬
2月下旬
高等学校等就学費の検討
*領収書の保存
就学費用支給
70 
??
学習支援 子育てに聞するアンケート記入のお願い
このアンケート用紙を持ち帰られだお子療について、あてはまる番号にOをつけてください。無記名ア
ンケートですので、住所、氏名の記入をする脳要はありません。アンケートの集計は統計的に処理いたし
ますので、個人を特定したり、個人的にご迷惑をおかけすることは決してございません。筈えにくい質問
をあるかと思いますが、ご協力よろしくお願いします。日頃お子様の面倒を男ていらっしゃる方にご記入
お願いします。
1 お子様とあなたの続柄を教えてください。
母親 2.父親 3.祖母 4.祖父 5.その他〈
2 このアンケート用紙を持ち帰られたお子緩やあなたご自易のことについて、次のような「悩みや気が
かり」がありますか。あてはまる番号すべてにOをつけてください。
<お子様の日常生活について>
1 .食事のしつけ(食事中の態度やマナーなど〉
2.子どもの食事のとり万(偏食、間賞が多い、食の細さ、摂食障害など〉
3.食の安全性(食晶添加物や農薬、食中毒、食昂汚染など)
4.生活リズムと朝起きる時間・夜寝る時間
5.歯磨き・手洗いの習慣
6.整理整頓・片づけ
7.翌日の学枝の用意や準備をすること
8.犯罪や事故に巻き込まれること
9.放射性物質による健康への影響
<お子様の成長発達、性格・態度や友だち関係について>
10.運動機能ゃからだの成長発達
11.アレルギー(アトピーや目指息など〉
12.子どちの性格、現在の態度や様子
13.友だちとのかかわり万
14.いじめ
15.遅刻
16.行きしぶり・不登校
くお子様の遊び・しつけ・教育について>
17.家での遊び(ゲーム、マンガなど〉
18.外での遊び(繁華街での遊び、ゲームセンター、カラオケなど〉
19. しつけの仕方
20.ほめ万・しかり方
21.子どもとの接し方
22.あいさつやお礼の習慣
23.お金の使い方(金銭感覚〉
24.携帯電話やパソコンの使い方
25.学校の宿題や予習・復習
26.子どちにあった習い事や塾、教材選び
27.家庭学習の習慣
28.子どもの進路
29.受験準備
30.勉強の成績
31.学校生活の様子
32.子どもの教育費
くあなた自身について>
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33.人間関係(姑や親戚、近所の人、子どもの学校の先生や保護者、職場の人など〕
34.夫婦関係
35.からだの健康
36.こころの健康(精神的なこと、ストレヌなど)
37.仕事と家庭の両立
38.これからの生きがいや始めたいこと
3 あなたが 1."'-'38.でOをつけた悩みや気がかりの中で、現在ちっとち気にかかっていることはど
のようなことですか。 1"'- 38から1つだけ選び、回答欄にその番号を記入して、よろしければその具体
的な内容を書いてください。
回答欄 I 口 |具一一:
4 あなたは日ごろの生活の中で、以下のようなことがどれくらいありますか。
A"'-'Qのそれぞれについて、あてはまる番号lこOをつけてください。
よくある時々あるあまりないぜんぜんない
A.子どちと一緒に遊i5i..……・…・……・・… .1一一一一 2一一一一一 3一一一一-4
B.子どちと友だちゃ先生について話をするイ一一一一一 2一一一一 3一一一-4
C.子どちと趣昧や娯楽について話をする….1一一一ー -2一一一一 3一一一一-4 
D.子どちと成績や勉強について話をする….1一一一一 2一一一一一 3一一一-4
E.子どもと将来や進路について話をする… 1一一一一 2一一一一 3一一一-4
F.子どもと社会のできごとについて話をする1一一一一一 2一一一一一 3一一一一-4 
G.子どもに一日のできごとを聞くー・・…… ..1 -一一一一 2一一一一一 3一一一一-4
H.子どちに自分の悩みを話す....…・…….1一一一一 2一一一一一 3一一一-4
1.子どもと一緒に出かける・・…・・ぃ ー……… 1一一一一一 2一一一一 3一一一一-4
J.家族そろって食事をする...……・・・・………1一一一一一 2一一一一 3一一一一-4 
K.子どちが成長したと感じる…一一…ー ・・…..1 一一一一 2一一一一一 3一一一-4
し子どちをもつことによって自分自身が成長しだと感じる
一一一一一 2一一一一-3一一一一-4
M.子どもが親に刻して思いやりのある言葉や態度を
示してくれたと感じる・一一…・…・・…ー….1一一一一 2一一一一一 3一一一一-4
N.子どちの様子を見ていると、つい不安になることがある
1 -一一一一 2一一一一 3一一一-4
O.子どちが伺を考えているかわからないことがある
1 一一一一一 2一一一一一 3一一一一-4
P.子どちに干渉しすぎてしまう・・・…......1一一一一一 2 一ー 一一一 3一一一一-4
Q. 子どもを感情的にしかつてしまう・…・・-…・1-一一ー-2一一一一一 3一一一一-4
5 あなだの平均的な1日(平日〉の子育て時間についてうかがいます。
1)お子様と一緒にいる時間は、合計すると1日どれくらいですか。
※ここでのお子様と一緒にいる時間とは、お子様が目の届く範囲の同じ空間にいる時間のことで
す。(食事をする時間、テレビを見る時間、子どもが遊15¥近くで家事をする時間などを含む。ただし、
睡眠時間は含まない。〉
ほとんどない 30分 1時間 2時間 3時間 4時閣 5時間 6時間 7時閣 8時間 9時間 それ以
上
1 一一一 2一一一3-4一一一5-6一一一7-8-9一一10--11- 12 
2)お子様の勉強をみる時聞は、合計すると1日どれくらいですか。
ほとんどない 15分 30分 1時間 1時間30分 2時間 2時間30分 3時間 それ以上
1一一一一 2一一 3-4一一一一5一一一-6一一一 7一一一一 8一一ー -9
3)あなたが自分自身のために使える(自由な〉時聞は、合計すると1日どれくらいですか。
ほとんどない 15分 30分 1時間 1時間30分 2時間 2時間30分 3時間 それ以上
1一一一一 2-3-4一一一一 5一一-6一一一 7一一一-8一一-9
0この学習支援プログラムに期待することあればお書き下さい。
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参加後
Oこのプログラムに参加して一番蛮わったと思うことについてお書きください。
お子様のこと
ご自身のこと
アンケート調査のお願い ⑧ 
会「シンフォ二一」にょうこそ!あなたは、毎日学校に行くのが楽しいですか?勉強は好きですか?シン
フォ二一の職員やボランティアは、あなたが楽しく勉強に取り組むための、力になりたいと考えていま
す。
'*家や学校での勉強について、まだ毎日の生活について、あなたがどのように考えているのか、教えてく
ださい。また、半年後これらの考えが蛮わったかどうか、ちう一度アンケートをさぜてください。
交もちろん、テストではありません。学校の先生に見せることはないので、安I~\ してください。
'*アンケートの筈えには、秘密にしだいことちあるかもしれません。あなだが書いた答えを直接見ること
ができるのは、あなだと、シンフォ二一の職員と、アンケートをまとめる人(関西国際太学の教員)だけで
す。
大あなたの意男はとても大切です。誰が芭えたかは絶対に分からないようにまとめ、みなさんの意見を知
りたいと思っている人に伝えたいと思います。例えば、シンフォ二ーの職員、尼崎市の職員、学校の先
生、他の地域でシンフォ二ーのような「勉強の揚」をはじめようとしている人、広く「勉強の揚」のあ
り方に閏I~\をちっている人たちです。
女ここまでの説明を読んで、分からないことや不安なことがあれば、なんでも質問してください。また、
このアンケートについては、いちど、ちちかえり保護者の方に見てもらい、アンケー卜に答えてよいと
いう確認をもらってください。そして納得がいけば、それぞれの質問をよみ、あてはまる答えの番号に
Oをつけてください。アンケートは学習支援室で行います。
会よろしくお願いします!
上記説明を読み、子がアンケートに回答することを了解していただけますか?(はい ・ いいえ〉。アン
ケートは承諾後、学習支援室で実施します。
保護者氏名
確認年月日 年 月 日
0生活習慣のこと
け) 学校のある日、伺時ごろに起きますか
① 午前6時より前 ②6時から6時半より前 ③6時半から7時より前
④ 7時から7時半より前⑤7時半から8時より前
⑥ 8時よりあと ⑦決まっていない
(2) 学校のある日、朝食は食べていますか
① 毎日食べている ②時々食べる ③ほとんど食べない ④全く童べない
(3) 昼叢は旬を食べていますか
① 家でつくった弁当 ②庖で買った弁当、パン等 ③貴べない
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(4) 学校のある日、家の人と一緒にタ貧を食べていますか
① 毎日食べている ②時々食べる ③ほとんど貴べない ④全く貴べない
(5) 学校のある日、何時ごろに寝ますか
① 午後9時より前 ②9時から 10時より前 ③10時から 11時より前
④11時からO時より前 ⑤氾時から 1時より前 ⑥1時から後
⑦ 決まっていない
O学校での勉強のこと
(6) あなたは次の教科や学習の時間の勉強がどのくらい好きですか。①~⑤ のそれぞれについて、
あてはまる番号にOをつけてください
とてもすき まあすき どちらとも まあきらい とてもきらい
いえない
①国語
②社会
③算甑
④理科
⑤英語
(7) では、学校の擾業をどのくらい分かっていますか。①~⑤の教科のそれぞれについて、あてはま
る番号|こOをつけてください
ほとんどわか 70%くらいわ 半分くらい 30%くらいし わからない
る かる わかる かわからない
①国語
②社会
③算数
④理科
⑤英語
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(8) あなだの短業中の様子についてお聞きします。 ①~⑧のそれぞれについて、あてはまる番号にO
をつけてください
よくある 時々ある
あまり ほとんど
ない ない
① 
援業で分からない」とは後で先生
に質問する
② 慢業の内容が難しいと思う
③ 
擾業の内容がかんたんすぎると思
つ
④ 近くの人とおしゃべりをする
⑤ ぽつっと他のことを者えている
⑥ 
黒板L書かれた」とをきちんとノ
一卜に書く
⑦ 
黒板に書かれていなくても、先生の
話で大切なことはノートに書く
⑧ 
ァストで間違えるとくやしいと思
つ
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O家での勉強のこと
(9) あなたは家で勉強するとき、次のようなことをしますか。①から⑩のそれぞれについて、あては
まる番号にOをつけてください
あてはまる まあ あてはまらなあてはまる い
① 出された宿題をきちんとやっていく
② 
擾業で習った」とを、自分でもっとくわしく調べ
る
③ きらいな科目の勉強ち一生懸命する
④ 家族に言われなくても自分から進んで勉強する
⑤ 予習をしてから擾業を受ける
⑥ 授業で習っ疋ことは、その日のっちに復習する
⑦ 机c向かっ疋ら、すぐL勉強cとりかかる
⑧ 計画をたてて勉強する
⑨ 
自分で興昧をちった」とを、学校の勉強c関係な
く調べる
⑮ 勉強は学校だけですればいいと思う
(10) 学校のある日には、家に帰ってから 1日何時間くらい勉強をしますか。シンフォ二ーや塾、家庭
教師の先生に教わっている時間ち含みます
① ほとんどしない ②およそ30分 ③1時間 ④1時間30分
⑤2時間 ⑥2時間30分 ⑦3時間 ⑧3時間30分 ⑨それ以上
(11 ) 休日には、一日何時間くらい勉強をしますか。シンフォ二ーや塾、家庭教師の先生に教わってい
る時間ち含みます
① ほとんどしない ②およそ30分 ③1時間 ④1時間30分
⑤2時間 ⑥2時間30分 ⑦3時間 ⑧3時間30分 ⑨それ以上
(12) 勉強が分からないことがあると、次の誰かに教えてもらうことがありますか。あてはまるもの全
部にOをつけてください
① 親 ②きょうだい ③友だち ④担任の先生 ⑤科目担当の先生
⑥シンフォニーのスタッフ ⑦塾の先生 ⑧家庭教師
⑨ その他【誰ですか?
⑩誰かに教えてもらうことはない
O勉強についての悩みや意欲
(13)あなたは勉強について、次のように思うことがありますか。そう思うことがあるもの全部lこOをつけ
てください
①上手な勉強のしかだが分からない
(ア)どうしても好きになれない科目がある
(イ)わかりやすい授業にしてほしい
(ウ)覚えなければいけないことが多すぎる
(工)ちっと成績をよくしたい
(オ)勉強で友だちに負けだくない
(力)新しいことを知るのが好きだ
(キ)問題がとけたり、伺かがわかるとうれしい
(ク)伺のために勉強しているか分からない
(ケ)親の期待が大きすぎる
(コ)これまでもっと勉強しておけばよかった
O進路のこと
(14)あなだは中学校を卒業したら、高校に進学したいと思いますか
①思う ②思わない
75 
(15) (14)で①思うと筈えた人に聞きます。あなたは時来、どの学校まで進みたいですか
①高校 ②専門・各種学校 ③短期大学 ④大学 ⑤大学院 ⑥その他
O自分自身についての考え
(16)次の文章をよみ、いつもの自分にいちばんよく合う答えを選んでください。
いいえ
① 自分rz:::、自信がありますか
② だいていの」とは、人よりつまくできると思いま
すか
③ 自分rz:::は、人L自慢できると」ろがたくさんある
と思いますか
④ 伺をやってもつまくいかないよつな気がしますか
⑤ 今の自分rz:::、満足していますか
⑥ 自分はきっと、偉い人Lなれると思いますか
⑦ 自分は、あまり役L立たない人閣だと思いますか
⑧ 自分の意見は、自信をもって百えますか
⑨ 自分Lは、あまりいいと」ろがないと思いますか
⑬ 失敗をするのではないかと、いっちIGI配ですか
0いろいろな人や揚所との関係のこと
(17) 今住んでいる地域の行事に参加することがありますか
①よく参加する ②たまに参加する ③ほとんど参加しない
④全く参加しない
どちらか
といえば
いいえ
どちらか
といえば
はい
はい
(18) 家族、友だちのほか誰かと外出することがありますか。あれば、それほどんな人ですか(例:親せき、
隣のおばさん、子ども会やクラブクラブ活動の友だち、世話人さんなどと)
①ある ②ない
【具体側
(19) あなたは、誰と一緒にいるときホッとくつろぐことができますか
【具体例
(20)あなたにとっての「居場所」はどこですか
【具体例
(21) シンフォ二ーで新しい友だち、仲間ができましたか
①はい ②いいえ
(22) シンフォ二ーのことをどう思いますか。あてはまるものがあればいくつでちOをしてください
①友だちに会うのが楽しみ ②ボランティアの大学生に会うのが楽しみ ③職員に会うのが楽しみ
④勉強をするのが楽しみ
⑤ボランティアや職員にいろいろ言われるのが嫌だ
⑥ちう行きたくないと思う
0家庭環境
(23)あなたの家のことについてお聞きレます。当てはまる番号全部にOをつけてください。
1 家には本(マンガや雑誌以外)がたくさんある
2 親は毎日、新聞を読んでいる
3 ほとんど毎日、親は私に「勉強しなさい」という
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4 この 1か月の聞に、親に勉強を見てもらったことがある
5 親は私にいい大学に行くことを期待している
6 親とよく話をする
7 親は私の成績をよく知っている
8 親に博物館や美術館に連れて行ってもらつだことがある
9 お父さんは太学を卒業している
10 お母さんは大学や短期大学を卒業している
11 自分専用のパソコンを持っている
12 自分専用の携帯電話を持っている
O学習支援室について
(24)あなたが参加している学習支援室は?
阪神尼崎駅近く、 JR1eちばな駅近く
(25)あなたが利用する時間を教えてください
( )時'"'-'( )時
(26)これまでに何回学習支援室に来ましたか
だいたいく 〕回くらい来ている
O将来のことについて(最後の質問です〉
(27)将来の目標、なりだい職業について、自由に書いてください。
ご協力ありがとうございましだ。
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第8章ホームレスの就労自立支援
第1節取り組みの背景
1990年代半ば以降、ホームレスの増加が社会問題化され、 2002(平成 14)年8月「ホーム
レスの自立の支援等に関する特別措置法J(以下、「自立支援法」という。)が 10年の時限
法として公布、施行された。 2007(平成 19)年は自立支援法の施行後、その中間年として見
直され 2008(平成 20)年度には自立支援法が改正された。
厚生労働省は、 2007年(平成 19年)1月から 2月にかけて自立支援法に基づき公園などで
野宿するホームレスに関する実態調査(以下、「全国実態調査」という。)を行いその結果
の概要を公表した。全国のホームレスが 2007(平成 19)年 1月時点で 1万8千 564人(2万5
千 296人:2003年調査)となり、 4年前の調査から約 27節減少したことが明らかとなった。
減少の理由は、景気の回復により雇用環境が改善したことや 2002(平成 14)年から自治体の
自立支援への積極的な取り組みなどが考えられるとしている。
「安定した雇用の場」、「安定した居住の場Jの確保を謡った自立支援法が制定されてか
ら、この間、自立支援施設65 も各地に設置され、公園等公共施設・空聞からホームレスの
姿が減少するなど限定的ながらその効果が認められている。しかしながら、一方でいまだ
なお多くのホームレスが都市公園、駅舎等公共施設を起居の場とし、しかも就労自立を目
指す支援方策に適さないいわゆる「取り残されたホームレス」がし、るという厳しい現実の
姿がある。これらの実態を踏まえると、ホームレス数の減少は、単純にホームレスの自立
支援に関する政策が成果を挙げた結果であるとは必ずしも言い切れないものがある。各種
調査による先行研究や行政資料によると施設入所者の就労による退所は約 21%に過ぎず、就
労以外の事由による「入院J、「施設入所J、「その他Jの事由による途中退所率が約 63出とな
っている。さらに就労者のうち継続就労している人については約 47犯という報告もある。 S
市における自立支援事業についても、就労したとはいえ就労者の就労実態は不安定な厳し
し、就労状況となっている。就労自立者のアフターケアも不完全なことから十分な成果を挙
げているとは言い難い。
そこで本稿では、ホームレスを対象とした自立支援施設入所者の実態調査を行い、その
上で現在のホームレス支援のあり方や問題点、課題を明らかにし、自立支援法改正に向け
ての政策誘導への示唆及び今後の社会政策上の知見を得ようとするものである。
第2節 調査の視点及び目的
厚生労働省は、 2003(平成 15)年の全国実態調査の結果を踏まえ、「自立の意思がありなが
65自立支援施設は、「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法Jに基づく施設で各地に設置さ
れ、現在、全国で「自立支援センターJ16カ所、「緊急一時宿泊所J(シェノレター )12ケ所が設置されて
いる.
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らホームレスになることを余儀なくされた者」に対して、国の責任において、「安定した雇
用の確保jや「職業能力の開発による就業機会の確保」、「住居への入居支援」等により生
活全般にわたる支援を行い、社会復帰を目指すことを目標として掲げた。即ち、ホームレ
ス支援策の基本方針は、ホームレスの就労率は金額の多寡は別として 60%を超える求職率
など就労意欲は高いとされることから就労の機会や雇用に向けた支援があればかなりの割
合のホームレスが自立できるという考え方に基づき政策立案されてきた。このような背景
のもとに自立支援法施行以降のホームレス支援策は、法の目的性から専ら就労支援に重点
をおいた「安定した雇用の場j、「安定した居住の場」によるものであり、この問、設置さ
れてきた各自治体のホームレス自立支援施設も就労支援を中心とするものである。
本稿では、自立支援法施行後の中間年度の見直しが迫り同法の改正が予定されているこ
とから、ホームレスを対象とした自立支援施設入所者に対するアンケート及び支援業務に
携わっている関係職員への聞き取りにより入所者の生活実態の調査を行った。特に入所者
の属性に着眼して、低位学歴、健康問題、就労支援の困難性、払拭し難いスティグマなど
に焦点を絞り調査し、その上で何が問題で、どのような課題を抱えているのかについて把
握しようとするものである。
ホームレスのなかには年齢の高い者、深刻な健康問題を抱えている者、労働市場から排
除されている者など必ずしも自立支援センターの就労支援の対象として適さない者など政
策から「取り残されたホームレスj の現状がある。そのため今後、自立支援センターに入
所しても自立が困難な者が増加することが考えられる。こういった背景を踏まえた上で現
在のホームレス支援の効果的なあり方や問題点、課題を明らかにするものである。
第3節 調査の方法
1 ホームレス自立支援の調査の方法
S市の自立支援センタ一入所者延べ総数252人のホームレスを対象にその自立支援の取り
組み状況、実績を個票デー夕、各種の行政資料並びに先行研究を通じ調査を行った。また、
入所者の健康意識、食生活等に限定したアンケートを実施するとともに、直接処遇にかか
わる「生活指導員Jや自立支援事業の「巡回相談員J等関係職員から入所者の生活実態等
の聞き取りを行い、以下の仮説の検証及び自立支援事業の効果について評価を行う。
①入所者の多くは最終学歴が中卒等の低位学歴でありもともと貧困リスクの高いグループ。
を構成する。
②入所者は年金未納・未加入者の割合が高く、近い将来、年金を受け取ることのできない
無年金者予備軍を構成する。
③入所者は何らかの疾病を有し、深刻な健康問題を抱えている。
④入所者の有病率は高く疾病構造に基本的な特徴がある。
⑤低位学歴、ホームレス歴から強いスティグ‘マ等により社会的排除を受けやすく、就労自
立は限定的効果にとどまり支援に困難性が伴う。
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⑥入所者の就労は、低技能、未熟練な仕事内容で専ら臨時的、不規則的労働形態となって
おり低賃金かっ不安定で就労継続が困難な場合が多い。
2 倫理上の配慮
「実態調査」では、情報管理者に十分、調査研究の目的及び主旨を説明した上で、イン
フォームド・コンセントをとる。職場内でのコンセンサスが得られるよう直接指導職員に
も情報管理者から説明し、得られたデー夕、「調査票J、「運営状況報告書j の個票、集計表
の基礎資料は S市及び自立支援センターの調査場所から持ち出さないこととし持ち出すの
は得られたデジタルデータのみとした。また、入所者のアンケート実施についても同様の
手順で同意を得たうえで、行った。以上により、本調査研究における個人情報及びプライパ
シ一保護には細心の注意をはらい倫理上の配慮、人権尊重、権利擁護に万全を期した。
第4節入所者の状況
1 概要
S市の自立支援センターでは、 2005(平成 17)年 3月から 2007(平成 19)年 6月までの問、
延べ総数252人のホームレスを対象に自立支援に取り組んでいる。そのうち現入所者数は
50人で、同センターの開所から現在までの退所者 202人のうち 74人の 36.6%が就労による
退所となっている(図表 8-1参照)。入所前の野宿場所は、ほぼ半数が都市公園で、道路そ
の他施設(31.8出)、駅舎(9.9出)、河川敷(9.5九)となっている。性別では道路の路肩に起居し
ていた女性 1名を除いて全員が男性である。
図表 8-1 入所者の内訳
開所から現在までの状況
実人数 うち就労者 構成
入 所 者 総 数 252 125 49.60% 
退 所 者 総 数 202 74 36.63% 
~一 入 所 者 数 50 22 44.00% 
入所者総数は、 2005(平成 17)年 3 月 ~2007(平成 19)年 6 月 30 日現在までの累計である.
図表 8-2 野宿の形態
合計 常設ァント ァントなし 不明
中 卒 144 100% 33 22.92% 111 77.08% 。 0% 
高卒以上 123 100% 24 19.51% 99 80.49% 。 0% 
不 明 2 100% 。 0% 。 0% 2 100% 
l 計 269 100% 57 21.19% 210 78.07% 2 0.74% 
1) r常設テント」はテント、小屋、廃屋、車上、ネットカフェ難民等定住型を含み、「テントなし」はそれ以
外でダンボール、軒下、布団・毛布等で非定住、移動型を含む.
2)本表の数値は2007(平成 19).8.1現在の実数である.
ホームレスの野宿の形態は、図表 8-2のとおり、生活面での困難性がより深刻な「テントなし」が
約 78%、「常設テント」が約 21%となっている。ホームレスの野宿の形態と最終学歴の関係について
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は、何らかの関連性や特徴があるのではないかと考えられたが、結果は、最終学歴の中卒で「常設
テントJ22.92%、「テントなしJ77.08%高卒以上では「常設テントJ19.51%、「テントなしJ80.49%となっ
ており、特段の大きな差異は認められなかった。
野宿の主な理由については、図表 8-3および図表8-4のとおり、第1位失業 54.16%、第2位病
気 13.60%、第3位借金等12.34%で全体の約80%を占めている。野宿の主な理由の合計は、複数回
答としたため入所者総数とは一致しない。複数回答の多い項目は、失業、病気、借金の理由に加
えて、家賃滞納により居宅を失った者が多い。また、その他(犯罪等)については、殆どがもともと住
居を持っていない者で刑務所を出所後間もない期間に野宿を余儀なくされている。
図表 8-3 野宿の主な理由
野宿の主な理由 実数
失業 215 
病気 54 
借金等 49 
家賃滞納等 33 
家出、離婚等 31 
その他(犯罪等) 15 
」ロミ 圭ロ+ 397 
構成比
54.16% 
13.60% 
12.34% 
8.31% 
7.81% 
3.78% 
100% 
図表8-4 野宿の主な理由
7.81也
家賃滞納
等
入所者の平均年齢は、図表 8-5のとおり、 53.00歳で、年齢階層別では 50'"'-'54歳(18.65%)、55
'"'-'59歳(21.82%)、60'"'-'64歳(14.67%)、65歳以上(12.70%)となっており、 55歳以上では49.21%となっ
ている。ホームレスは長期に野宿生活、路上生活を続けている場合も多く、年齢も殆どが中高年齢
者で構成されている。厚生労働省の 2007年の全国実態調査によると平均年齢は57.5歳で、前回
の2003(平成 15)年全国実態調査より1.6歳上昇しているがS市の場合の平均年齢が全国調査に
比べて4.5歳も若くなっている。その理由は、まず、 S市の調査が自立支援施設の入所者を対象と
していることから比較の条件が異なる点である。また、 全国調査では現ホームレスを対象としている
ことに対して、 S市の場合は入所者を主として「就労意欲」があり、「稼働能力」を有するという2点の
入所要件に着眼して選定していることによるものである。
このように S市の自立支援センター入所に際しての基準は、本人の「就労意欲J、「稼働能力」と
いう点に着眼しつつ、ネットカフェ、車上からの入所や刑務所からの出所間もない者の入所等が散
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見され、緊急避難を要する急迫性のある者や比較的自立の可能性の高い者を選別した上で支援
事業を行っている。入所者の就労自立という視点からは、入口を広くした急迫状況にある者も対象
とする入所時の対象者の選別方法による影響を考慮したとしても、図表8-6および図表8-7のとお
り、就労自立による退所者は 36.64%で十分な自立支援事業の効果があったとは言い難い。
藤田(2005)66は、名古屋市が実施する自立支援事業を紹介しているが、そのなかで自立達成
率は30%台であり、成功率は高くないことを指摘している。いずれにしても S市の自立支援センター
入所者の半数以上は、福祉的援護等による退所(31.68%)や無断退去等のその他(31.68%)の事由
で占められている。入所者の多くは学歴や年齢、体力、病弱、生活問題など様々な課題を抱えて
おり、就労による自立は容易でないことが窺われる。
図表 8-6退所理由別の入所期間の状況
退所理由 就労自立
福祉的援護等による退所者 その他
居宅保護 施設入所 入院 期限満了 無断退去 その他
理由別退所者数 74 13 16 35 4 29 31 
退所者総数に占 6.40 7.92 17.33 2.00 14.35 15.36 
める害IJ 36.64 31.68 31.68 
理由別入所期間
1ヶ月未満 5 2 。 15 。 1 10 
1"-'3ヶ月 5 2 4 12 2 8 2 
3"-'6ヶ月 35 6 10 7 2 9 13 
6ヶ月超 29 3 2 。 6 
図表 8-7退所理由別の入所期間の状況
退所理由別の構成割合
66藤田博仁(2005)iホームレス施策の現状と課題一地方自治体における自立支援事業の展開JW社会保
障法~ 21号.
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合計
202 
100% 
43 
35 
82 
42 
図表 8-8就労支援の状況
項目 区分等 受講日数 実施回数 受講者数 うち就労者数
原付免許 10 5 5 
運転免許 普通自動車免許 47 2 2 
大型自動車免許 12 3 
フォー クリフト 18 3 4 
ホー ムレス
車両系建設機械
機械操作
6 3 
就労支援事 玉掛け 3 
業 クレーン 3 
初心者 18 
ノ号ソコン
3 3 
中級者 49 2 2 
ビノレクリー ニング 49 5 29 
その他
ホームへ/レハ，'-2*及 20 2 2 
言十 235 26 55 
アウトプレースメント事業※1) I "'1 26 --
就労支援センター事業※2) 一 30 ヨ円コ，_三L
」ロλ 計 235 26 111 
. ._-一一‘・ 一 J・ー-._ .-一・・ー ，、_. 』且.・ 占.-晶
の把握、これに応じた就職アドバイスを行うキャリアカウンセリング、から求人開拓、就職支援、アフターケアまでの一貫した支
援を行うもので、職安法第30条に規定する有料職業紹介事業の許可を受けている等の条件をクリアした民間再就職支援会
社に委託して行われる.
2)就労支援センター事業は、 自治体から委託を受けた NPO等の就業開拓推進員が仕事及び求人の開拓、求人情報の収集、
職場体験講習の受入事業所の開拓を行い、臨時的、軽易な仕事の提供等を通じて利用者の就業意欲・能力等の把握・見
極めにより基礎的な労働習慣の体得を促進し適切な就業につなげるものである.
2 アンケート調査結果の概要
入所者に対する噌好、食生活、病気等健康意識に関する簡単なアンケートによる意識調
査を実施した。調査結果は図表8-9および図表8-10のとおりである。
図表 8-9晴好、食生活等の状況(入所前)
吸う 吸わない 言十 止めたいと思 どち らでもな 思わない
①タバコ 7 し、
82.22 17.78 100弛 10.81 2.70 86.49 
飲酒あり 飲酒なし 言十 止めたいと恩 どちらでもな 思わない
②お酒等 つ し、
46.67 17.78 100% 10.52 。 90.48 
ほぽ3 食 2食程度 1食のみ 計
③食事 31.11 42.22 26.67 100弛
摂っている 少し摂っている(弁当) 殆ど摂っていない 摂っていない
④野菜摂取 A'B C D E'F 
31.11 31.11 11.11 26.67 
A B C D E F 
米・肉・魚を 入院(病院 外食 ご飯と缶詰 うどん等麺 ゴミ箱の残飯
⑤どんなものを 購入自炊 食) 類
食べていた ご飯・味噌 精神外来 コンビニ賞味 ハペyクご飯スー ハ
. 
インスタントラー 捨てられた 551の
か 汁・おかずを (病院食) 期限切弁当 でー購入 メン ぶたまん等脂っこ
自炊 いもの
購入して妙め 拘置所 あらゆるものを 殆どハ。ン 殆と守水位、。ン
物 食べた
17.78 13.33 31.11 11.11 15.56 11.11 
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3 
2 
4 
2 I 
2 
2 
15 
34 
16 
75 
計
100% 
計
100% 
言十
100% 
計
100% 
図表 8-10医療アクセスの状況(入所前)
A B C D E F 言十
⑥病気のと 入院した 通院(精神)し 救急車を呼 薬局で薬を そのままに カゼ以外病気
きの対応 ていた んだ 買う していた はなかった
入院後福祉 病院へ行く 救急と福祉 福祉で相談 金が無くじ 大きな病気は
で保護 っとしてい しなかった
た
国保・社会に 社会医療セ 福祉で保護 横になって
加入してい ンターへ行 し、Tこ
た った
拘置所病院 無料低額診 我慢してい
療所 た
構成比 6.67 10.49 11.11 16.17 28.89 26.67 100% 
第5節 調査の結果
1 最終学歴が中卒という厳しい低位学歴の現実
S市の自立支援施設入所者における調査結果は、入所者の特徴として自立支援施設入所者の
252人のうち 150人約 60%が中卒であり、彼等の最終学歴がもっとも厳しい低位学歴であるというこ
とが明らかになった。この低位学歴について岩田(2006)67は、東京の緊急一時保護センターの利
用者と路上レベルのホームレス調査を実施し、ホームレス類型により低学歴率の差異があることを
確認し、最終学歴、婚姻歴が貧困にかかわる影響についていくつかの示唆を与えている。岩田に
よるとS市の調査結果と同様、低学歴比率が、①安定型:40.9"-'52.3%、②労働住宅型:60.0"-'62.2%、
③不安定型:57.8"-'79.4%)となっており、①安定型(住居も職業も安定していた人々)の低学歴率は
低いと指摘する。
図表 8-11婚姻関係、学歴ホームレスと類型
ホームレス類型 東尽路上(%) 大田寮(%)
婚姻歴なし比率 低学歴比率 婚姻歴なし比率 低学歴比率
① 安定 型 43.2 52.3 40.9 40.9 
② 労働住宅型 52.5 62.2 66.5 60.0 
③ 不安定型 63.3 74.9 74.1 57.8 
出所:岩田(206)r福祉政策の中の就労支援 貧困への福祉対応をめぐってJr社会政策おける福祉と就労』社会政策学
会誌第16号，法律文化社， p27を引用(筆者が一部を変更)• 
S市における調査結果は、図表 8-12および図表 8-13のとおり、自立支援施設入所者の約
60%(中卒 50.79+中退 8.73)が A group(最終学歴が中卒若しくは高校中退)に区分され、仮説①
「入所者の多くは最終学歴が中卒等の低位学歴でありもともと貧困リスクの高い Groupを構成す
る。」については実証された。入所者の生活上のより厳しい現実が浮かび上がった。この点につい
ては数少ない先行研究のなかで‘も生活保護母子世帯のサンフ。ル調査の青木(2003)、釧路公立大
学地域経済研究センター(2006)、道中(2007b)68が重要な指摘をしている。特に道中の生活保護の
67岩田(2006)は職業歴と住居歴によるクラスター分析の結果、ホームレスの類型を①安定型(住居も職
業も安定していた人々)、②労働住宅型(職業は安定していたが寮など労働型住宅に住んでいた人々)、
③不安定型(最初から不安定な職に就いていた人々)の 3つに分類した上で学歴、婚姻歴をクロスした
貧困の実証研究をまとめている.
68道中隆「保護受給層の貧困の様相 保護受給世帯における貧困の固定化と世代的鎖J~生活経済政策』
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受給層の生活実態調査結果から分析した最終学歴の低位性や 10代出産のハイリスク母子の貧困
誘因等学歴が貧困に及ぼす影響としての貧困の固定化と世代的連鎖に関する実証研究があり、
重要な示唆を与えている。本稿の「自立支援施設入所者調査Jによる最終学歴はAgroup59.52%、
B group35.72%、C・Dgroup4.76%となっている。一部の高等教育の学歴者 C・Dgroupを除いて最
終学歴の顕著な低位a性が明らかとなった。
「受給層の生活実態調査」と「自立支援施設入所者調査Jとの比較において挙げられる特徴は、
「自立支援施設入所者jのAgroup以外のgroupが40.48%であるのに対し、「受給層の生活実態調
査」では29.43%と11.1ポイントも少ないことである。つまり、この差異は、学歴要因の影響によるもの
ではなく、受給層が家族という世帯を構成していることに対して、自立支援施設入所者のホームレ
スは基本的に単身者であることから生活困窮事態への耐性度および対処や回避方法の相違に起
因するものと考えられる。ホームレスとし、う状態は、単に住居を失っているとし、うことだけではなく、
通常、居住地において日常的に営まれる「食事、入浴、買い物、結婚、出産、学校教育、地域活動
など」すべての社会生活の喪失と社会関係が切断された孤立状態としづ意味を持つoそれ故にホ
ームレスという厳しい極貧状態は家族という形態の存在を許さないのであろう。しかし、それでも夫
の暴力や酒乱から逃げ出しホームレスとなった母子や家賃滞納で、住居を追いだされ浮浪する夫婦
など「家族のホームレス」が散見されることも事実である。家族という単位でのホームレスは、存在が
可視的に大きく捉えられ、保健福祉制度をはじめとする諸制度も多岐にわたることや行政庁、福祉
関係機関のかかわりも深化することから「家族のホームレスJ状態が長期に及ぶことは少ない。「自
立支援施設入所者調査Jにおいては、総じて高い低位学歴となっており、「保護の受給層の生活
実態調査J(69.57%)と同様、最終学歴の低位性が生活保護やホームレスへの落層など貧困の誘因
と考えられ、高い貧困リスクであることが確認された。
図表8-12保護受給層と自立支援施設入所者の最終学歴
最終学歴 受給層の生活実態調査 自立支援施設入所者
世帯数 世帯実数 構成比(%) 入退所有数 構成比例)
Agroup 中学卒 中 学卒 160 53.51 128 50.79 
高校中退 51 16.06 22 8.73 
B group 両校卒 高 校 卒 一 88 29.43 82 32.54 
大学中退 。 。 8 3.18 
C group 短大卒 。 。 2 0.79 
D group 大学卒以上 。 。 10 3.97 
l口L 言十 N=299 299 100% N=252 100% 
1)入所者の最終学歴と生活保護の「受給層の生活保護実態都l査Jの最終学歴とを比較すると、入退所者
の 59.52犯と同様、受給者層 69.57犯と低位学歴率は著しく高い.
2)道中(2007b)受給層の生活実態調査の「世帯総数」欄の数値は、高齢者 91世帯 (107人)を除いた実
数である.
No.127，生活経済政策研究所，2007，pp14-20.
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図表 8-13保護受給層と自立支援施設入所者の最終学歴
生活保護受給層の最終学歴の構成比 自立支援施設入所者構成比
2 年金未納・未加入者割合が高率で無年金者予備軍を構成
年金制度は将来の防貧的機能として保険原理に基づく重要な社会保障のひとつである。 S市の
自立支援施設入退所者の平均年齢は既に53.0歳(全国 57.5歳)であるが、 2007年全国実態調査
の全国平均に比べて4.5歳ほど若いとし1った特徴がある。しかしながら、 S市の自立支援施設入所
者の平均年齢も全国実態調査と同様、上昇しつつある状況が窺われている中、年金加入状況は
図表9-14のとおり、被保険者資格を有している者46.43%、現在年金受給中の者7.94%、年金未加
入者 8.73%と不明者 36.90%をあわせると 45.63%の者が近い将来、着実に無年金者となる可能性が
高いことが判る。
しカも被保険者としての加入歴を有する者でもその加入期間は数年程度品、ったもので、ある。指
導員からの聞き取りでは、「この人らの経歴を丁寧にしっかりと調べれば、カラ期間や免除期聞が
見つかることも結構ありますよ。」、「もうちょっとで、受給資格がで、きるのになあ、としづ残念でやりきれ
ないケースもあります。」という事例はあるものの、総じて今後、被保険者資格を取得し年金加入期
間を増やし通算したとしても年金の裁定請求に必要な期間を満たすケースは限定的と考えられる。
今回、年金加入歴を有する者の年金の被保険者期間について詳細な調査は実施していなしもの
の、団塊の世代が高齢化を迎えるに伴いホームレスの多くは保護受給層に参入し、高齢者世帯の
無年金率69の増加に寄与することが推測される。
従って、仮説②「入所者は年金未納・未加入者の割合が高く、近い将来、年金を受け取ることの
できない無年金者予備軍を構成する。 Jは実証された。さらに年金加入状況を最終学歴別にA""D
にグルー ヒ。ング、してみると、 Agroup(中学卒)の年金未加入者の割合が 49.46%であるのに対して、
69{某護受給層の高齢者世帯の無年金率は 49.6犯で最終学歴別では低位学歴の方が高率である.
道中(2007a) I生活保護と日本型 WorkingPoor一生活保護の稼働世帯における就労インセンティブ・
ディパイドJ社会政策学会第 114回(東京大学)報告.
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高校卒以上の Bgroup(高校卒)、 Cgroup(短大卒)、 Dgroup(大学卒)の合計は 42.15%で年金未加
入率は低い。即ち、低位学歴の場合は年金未加入率が高く、最終学歴が高校卒以上では年金未
加入率が低下するといった傾向があり、低位学歴の場合、無年金者として貧困へのリスクがより高く
なることが判った。これらのことから低位学歴と年金加入状況とは高い相関関係にあることが確認さ
れた。
図表 8-14最終学歴と年金加入歴とのクロス集計
最終学歴 入所者数 構成比(%) 年金加入歴の有無
区分 実数(人) 構成比(%)
受給中 14 9.40 
有 62 41.14 
Agroup 中学卒 150 59.52 鑑 18 12.00 
不明 56 37.46 
計 150 100% 
受給中 3 3.33 
有 49 54.44 
B group 高校卒 90 35.72 壷正 5 5.56 
不明 33 36.67 
計 90 100% 
受給中 。 。
有 2 100.00 
C group 短大卒 2 0.79 鑑 。 。
不明 。 。
計 2 100% 
受給中 1 10.00 
有 4 40.00 
D group 大学卒以上 10 3.97 鑑 10.00 
不明 4 40.00 
計 10 100% 
受給中 20 7.94 
有 117 46.43 
i口k 言十 N=252 100% 無 22 8.73 
不 明 93 36.90 
4回』 計 252 100% 
1)自立支援センタ一入所対象者は、原則として生活保離は適用されないが、 疾病など止むを得ない場合
には医療扶助単給として保護が適用される.
2)年金加入歴の有無欄の「有Jは脱退一時金等の受給済みを含み、「受給中Jは年金裁定請求中のものを
含む.
3 入所者は深刻な健康問題を抱える
入所者は一見健康を維持しているように見えるが、殆どの者が何らかの疾病を有し深刻な健康
問題を抱えている実態にあった。彼等のこれまで置かれてきた状況から医療へのアクセスの困難
性、長年のライフスタイルの問題性から当然ながら、不健康さは想定できる。調査結果では、図表
4-15のとおり、入所者の相談件数 2，613のうち、医療相談は 683件で 26.1%を占めている。また、
医療機関への受診した入所者は図表4-16のとおり、 167人で有病率71.03%(歯科のみの受診を除
くと有病率 66.27%)にも及んでいる。彼等の職歴の多くが建築土木や作業員等の日雇いの肉体労
働で、あったことや最終学歴などから職種選択の厳しさなどを踏まえると、入所者の有病者率
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(71.03%)の高さと後述する疾病構造から適切に必要な治療を継続しながら就労自立することや自
立後の居宅生活において就労を継続することの困難さは容易に想像できる。
図表 8-15自立支援センターの各種相談の状況
就職相談 法律相談 住宅相談 医療相談
iEIb、呈ロふl 就職相談 会社紹介 会社面俵 自己破産 {昔財整理 その他
2005年 966 398 184 177 1 6 6 30 154 
2006年 1.269 461 169 159 9 26 7 26 412 
2007.6 378 140 57 46 2 6 3 7 117 
合計 2，613 999 410 382 22 38 16 63 683 
構成 100% 38.2 15.2 14.6 0.9 1.5 0.6 2.4 26.1 
図表8-16入所者の医療受診の状況
合計 252 179 
歯科のみを除く
要治療者 | 有病率(%)
区分 入所者総数
???ー
? ? ?? 「? ?? ?? ?
???
71.03 167 66.27 
4 有病率が高く疾病構造に基本的な特徴
調査結果は図表 8-17および図表 8-18のとおり、入所者の多くは治療を要する何らかの疾病を
有し深刻な健康問題を抱えていることが明らかとなったoその疾病についても深刻な疾病構造とな
っており、以下のような基本的な特徴が見出された。診療科目別では①内科(133件)、②歯科(80
件)、③整形外科(42件)、④眼科(24件)、⑤精神科(23件)の順位となっており、これらの診療科目
の複数受診の平均は1.96件となっていた。
図表8-17入所者の疾病状況
診療科目 診療科別受 構成(%) 主な病名
療者数
l 内 科 133 40.67 高血圧(38)、糖尿病(21)、肺炎(16)、胃・十一指腸潰窮(11)、肝炎・
肝硬変(11)、脳・心筋梗塞(5)、結核(5)、悪性新生物(5)、貧血、胃
炎等
2 歯 科 80 24.46 むし歯、歯槽膿漏、義歯等
3 整形外科 42 12.84 ヘルニア・腰痛(19)、脱臼、骨折、足指切断等
4 外 手ヰ 2 0.61 外傷、打撲等
5 泌尿器科 4 1.22 尿管結石、尿路感染等
6 皮膚科 11 3.36 感染性皮膚炎、紅皮症、癖等
7 耳鼻科 8 2.45 難聴等
8 H艮 科 24 7.34 糖尿病・高血圧関連起因(11)、白内障(3)、打撲(1)、老眼他
9 精神科 23 7.03 うつ病(7)、アルコー /レ依存症(4)、てんかん(2)、統合失調(1)、見当識
障害(1)、知的障害(1)等
i口L 言十 N=327 100% 
有 病 キ-←ユ 71.03% 受療総数 179人
66.27% 一 受療者総数 167人(歯科のみ 12を除く)
1)本表の「診療科別受療者数」は、診療科目の複数受診により受療者総数(179人)とは一致しない.
2)入所者は原則として生活保護法は適用されないが、疾病など止むを得ない場合には医療扶助単給として保護が適
用される.
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図表 8-18入所者の疾病状況
入所者の疾病状況(実数)
(人)
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N = 327 
疾病内容については、主な病名として内科では、高血圧(38)、糖尿病(21)、肺炎(16)、胃・十二
指腸潰揚(11)、肝炎・肝硬変(11)、脳・心筋梗塞70 (5)、結核(5)、悪性新生物(5)、貧血(2)等、歯科
ではむし歯、歯槽膿漏、義歯、整形外科で、はヘルニア・腰痛症、眼科では糖尿病・高血圧関連起
因(11)、白内障(3)、精神科で、はうつ病(7)、アルコー ノレ依存症(4)等があげられる。疾病構造の特徴
として注目されるのは、以下4点にしぼられた。
まず、 L点目に、入所者の多くが、心筋梗塞・狭心症等の虚血性心疾患の発症リスク71 である
「高血圧」、「糖尿病」等の慢性疾患を抱えていることである。従って、重症高血圧となっていること
も知らずに放置している人が、就労中の死亡事故がおこっても不思議はない。既に心筋梗塞等発
症ケースや合併症としての糖尿性の眼科疾患が多数見受けられている。心筋梗塞と狭心症の誘
因は、「高血圧J、「糖尿病j等による生活習慣病であり、日本人の三大死因の一つで「健康日本21J
において健康政策として取上げられている。また、消化器管の潰蕩、肝炎などの疾患も多い。しか
しながら、これまでの路上の生活では適切な治療や必要な食事療法、生活習慣の改善など望む
べくもない。
2点目は、口腔の不健康である。入所者の多くはむし歯を治療することなく長年放置した結果、
川心筋梗塞や脳梗塞、狭心症の虚血性心疾患は、血液中にコレステロールが増えることで血管の内壁に
脂質が蓄積した塊(プラーク)ができ、このプラークが破れて血栓が生じるなど血液の流れが悪くなり発
症する.心筋梗塞は冠動脈が詰まり、心臓の筋肉に必婆な酸素や栄養が届かなくなって心筋が壊死して
しまう病気.激しい胸の痛みや呼吸困難などの症状が出る.突然死で多い急性心臓死は大半が虚血性
心疾患が原因とされる.
71心筋梗塞、狭心症等その発症リスクは、生活習慣病である 「高血圧」、「糖尿病」を誘因とするもので
食事や運動などライフスタイルと密接な関連がある.そのため予防的には早期発見と生活習慣の改善
が重要とされる.
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年齢の割に歯の欠損が多い。同様に歯摺l脱漏等の歯周病を長期に放置したことから前歯、臼歯を
問わず欠損状態となっている人が殆どである。生活習慣の中で歯磨き、ブラッシングpもしていない
ことから歯周病の進行に任せたまま放置してきたことが考えられ、口腔内の清潔の保持は困難であ
ったことが想像される。殆どの場合、痛みを我慢し治療せず放置している。指導員が、入所者から
から聞いた話によると、むし歯や歯槽膿漏など「痛いときはうめぼしを中て我慢したj、進行に任せ
歯がグラグラになってから、「糸で引っ張って抜いた」、「歯がないんで硬しもんは飲み込んでいるJ
とし、った人が多いとし、う。入所者の歯科受診は全診療科目のうち 24.46%を占め、口腔の健康状態
は壊滅的である。前歯、臼歯の欠損は、単に就職の面接に不利とし、った外面的なことに留まらず、
阻暢に相当な困難をきたしていることが考えられる。これらのことから健康を保つ上で最も大切な食
物摂取にも影響を与え、前者の内科疾患等不健康へ傾斜していることが考えられる。
3点目は、ヘルニア・腰痛とし、った整形外科の疾患で、ある。これらの疾患については、かつて建
築・土木作業で働いていた頃、解体現場の階段で足を踏み外し肩や腰を痛めたり、建築現場の足
場からの転落、ケガ等で失職しているケースも多く、し、わば“古傷"によるものが散見される。また、
入所者のアンケート調査結果では、図表 4-9のとおり、野菜類を摂取していない者が約 40%となっ
ており、劣悪な食生活となっている。確証はなし、ものの食物摂取との関係において歯が悪いことで
野菜、栄養のある固形物などの阻輔が困難なこと、とりわけカルシウム等栄養状態の不良、昼夜の
逆転生活からビタミンDの不足、劣悪な環境条件などが考えられる。
最後の4点目の特徴としては、うつ病、アルコール依存症、てんかん等の精神疾患が挙げられる。
受診者数こそ 23件(7.03%)とやや少ないが、既往や心因反応があるものの病識が欠如し、精神科
受診を忌避している者などを算入すると実際はもっと多くなる。長年の路上生活から排除、差別、
襲撃等の経験を有する者も多く、日常的恐怖と不安により精神的健康度を保てない状況が指摘さ
れる。特に「野宿者襲撃事件」に象徴されるように根底にはいじめの構造があり、攻撃は弱者に向
けられている。こういった中学生や高校生からの夜間の鎖撃を避けるため転々と移動し、昼間に寝
ていたとしち者もいた。問題は健康問題にとどまらない。精神疾患のなかには人格の崩壊過程をた
どるものもあり、適切な受診、服薬等医療ケアが必要とされる。
貧困の誘因とし、う観点から保護受給層の精神疾患について、厚生労働省による医療扶助実態
調査「病類別医療扶助受給件数の構成比」でみると、図表 8-19のとおり、精神疾患の入院外で
5.6%(2007)であり、自立支援施設入所者の調査結果7.0%とほぼ近い構成比となっている。入所者と
保護受給層との聞には精神疾患という類似性が認められ、このことは行動障害、心因反応等精神
疾患を端緒としてホームレスになっているとしち可能性も否定できない。
図表8-19病類別医療扶助受給件数の構成比
構成比 精神及び 神経系の 循環系の 呼吸系の 消化系疾 筋骨格系 その他
行動の障 疾患 疾患 疾患 唐、 及び結合
害 組織疾患
2005 100.0% 5.0 2.8 20.9 10.2 7.7 13.2 40.1 
2006 100.0% 5.2 2.9 21.0 9.6 7.6 13.5 40.1 
2007 100.0% 5.6 2.5 20.7 10.2 7.1 13.0 40.9 
資料:厚生労働省「医療扶助実態調査」各年度.
90 
5 健康に対する『情報弱者」の位置付け
一般的には、高い医療費、平均寿命、有病率、死亡率などの健康指標の知識レベルとか、健康
に対する関心や、意識は非常に高い半面、日常のライブスタイルの変容72 に繋がる行動化レベル
で、の実践は低調で、意識レベノレと行動化レベルとの格差が大きいとされている。図表 8-9のとおり、
入所者の曙好についてアンケート調査したところ、喫煙率 82.22%、常習飲酒 46.67%であり、禁煙し
たい等抑制意識は低く、約 90%が「止めたし叱思わなし、」と回答している。また、入所時の配布物品
の「日用品及び衣類等の受領書」に記載された選択項目を殆どの入所者がコーヒー等よりも「タバ
コ」として選択している。一部、「タバコ」を選択していない入所者も見受けられるがその理由は支給
される「タバコ」の銘柄(わかば)が好みではないとし、ったもので、あり、殆どの入所者が喫煙者である。
加えて高血圧症や糖尿病等の疾病があるにもかかわらず食事面では「漬物とか、塩魚など何でも
醤油をかける。」、「夜食でラーメンの汁も全部飲み干す。 Jと指導員の説明もありライフスタイルの
問題が指摘される。健康意識レベルの低調さとともに健康への具体的な実践レベルにおいても最
悪で、あると言ってよい。行動変容に繋がる基本的な健康情報の欠落、情報弱者としての立場が明
らかとなっており、 RiskAssessmentを必要とする情報弱者としての立場を踏まえた健康政策の展開
が急がれる。
6 医療へのアクセス
アンケート調査結果では図表 9-10のとおり、入所者の入所前の医療状況を訊ねたところ約 56%
は保健福祉の制度若しくはアクセスの方法を知らないと思われる人達で、あった。また、病気、体調
不良時の対応では約 30%は「お金が無くじっとしていた、横になってガマンしたJとしている。入所前
の病気への対応は、約 44%の人は自ら救急車を呼んだり、福祉事務所等へ相談するなど何とかア
クセスした経験を有している。
これまでの路上生活において、病気があっても受診せず進行にまかせて放置している場合が半
数を占めており、直ちに加療を要するまでもないが常時不全感を訴える半健康人73や病人が多い
といった実態が浮き彫りにされた。
高血圧、糖尿病の人が多く、話を聞くと薬も殆どのんでいない状態で血圧 180/100以上の人も
いた。その理由としては以下のとおりである。①無保険であること、②経済的に困窮していること、
③心理的抑制があるものと考えられる。特に、③については、高齢者のなかには身体の不調を訴
え病気に直面しているにもかかわらず、「税金もはらったことがないのにお上に世話になることはで
きん」、「国から世話を受け保護をもらうだけとし、うのはわしにはできん。 Jとかたくなに律儀さを主張
する者もいる。国民健康保険料(税)の払えない人や生活保護の医療扶助の対象となっている人の
中には、医療機関での受診が可能であるにもかかわらず、敢えて、そのアクセスを忌避する人もい
る。アンピ、パレントな感』情やせめてもの人間としての自尊感情とも受け取れる。しかし、こうし、った行
72道中 (1992)r心理臨床プラクティスー高血圧症者の運動指導への動機づけ」第6巻，星和書唐，pp.77-79.
73半健康人とは日常生活には支障はないが、放置しておくと高率に生活習慣病を発病する可能性のある
人でいわゆる Highrisk groupとして位置づけられている.
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動様式をとるにいたるまでのエピソードでは病院での受診時、関係者による差別、偏見により深く
心情を傷つけられた被害体験を持つものもいた。いずれにしても医療アクセスや健康を維持する
基盤となっている生活問題を放置したままでは、健康を守ることのみならず、就労して自立すること
は容易ではない。
第6節自立支援の結果
自立支援による支援結果については、図表9-20のとおり、①就労自立は都市部(S市及び三都
市)全体で 48.22%である。 S市の場合は他の都市と比較の時点が異なるものの名古屋市の 51.82%
より 15.18ポイント少なく、逆に生活保護の適用は、 31.68%で、高くなっている。②の生活保護の適用
による退所 13.01%は、アセスメントの実施後、居宅生活での保護、施設入所、入院の3類型となっ
ている。③自主退所及び④その他の退所は、全体で 38.77%を占め、自立支援センターを退所後、
再び、ホームレスに戻っている可能性がある。
図表 8-20都市別自立支援の結果
区分 S 市 東京 23区 名古屋市 大阪市 言十
(2007.6末) (2005.3末) (2005.6末) (2005. 6末)
① 就労自立 74 2，493 286 1， 108 3，961 
36.64% 51. 13先 51. 82略 42.86% 48.22略
② 生活保護 64 715 69 221 1，069 
31. 68免 14.66覧 12.50見 8. 55免 13.01覧
③ 自主退所 35 152 724 
17.36 27.53覧 28.01% 
④ その他 29 1，668 45 532 3， 185 
14.35覧 34. 21~話 8. 15 20. 58協 38. 77覧
202 4，876 552 2， 585 8， 215 
i口x 計 100免 100% 100% 100% 100% 
「厚生労働省全国調査報告書(2007)Jによるホームレス数は、 S市(Block)230人、東京(23区)4，213人、
名古屋市 741人、大阪市4，069人である.
まず、①について検討してみると S市以外の就労自立については、就労自立率が名古屋市
51.82%、東京 23区51.13%、大阪市 42.86%と高いが、 S市は 36.64%にとどまっている。このことは一
次的なホームレス緊急一時シェルターの有無の影響を強く受けているものと考えられる。要するに
S市以外で、は1ヶ月程度のシェルターを経て、選則された形態の入所となっているため就労自立率
は高く、逆に S市の自立支援施設では地域に受け入れ可能な社会資源がないためホームレスの
受け入れの間口を広くしアセスメント的機能をも担っていることから就労自立率が低くなっている
と言えよう。
②の生活保能の適用による退所については、保識の実施機関へのアクセスと制度利用の入り易
さがあれば、一部の人たちを除いて、本来的には自立支援センターに入所することなく、何らかの
保護の対応がなされるべき人たちで、ある。保護の方法としては居宅において保護が適用される。そ
れ以外の施設入所は生活保識の措置として実施され、入院は医療扶助の現物給付として行われ
ている。
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③の自主退所とその他の退所は、 38.77%でそのうち半数近くが無断退去で占められている。退
所者全体では一部の年金受給、帰郷、遺産相続等を除いて、再び野宿の生活に戻らざるを得な
い人たちである。
以上のような調査結果が得られたが、就労自立した者の中で、も短期的には就労が可能で、あって
も見守りゃ何らかのサポートがなければ単身居宅生活の継続が困難ないわゆる社会的援護を要
する者が相当数確認され、実際の就労自立率は更に低下することが見込まれる。
第7節就労自立支援の有効性
厚生労働省の全国実態調査によれば、路上生活になる前の職業と雇用形態は、約半数が土
木・建設産業、 12%が生産・製造業である。路上生活となった原因は、「仕事が減ったJ(31.4%)、「倒
産・失業J(26.6%)、「病気・ケガ・高齢で、仕事がで、きなくなったJ(21.0%)となっている。調査結果では、
70.4%が仕事をしているがその殆どは「廃品回収Jであり、平均収入月額は多くて約4万円となって
いる。ホームレス数の減少について厚生労働省は「景気回復による就労状況の改善」及び「自立
支援策の効果」として積極的に評価している。
S市の自立支援センターの自立支援事業について、就労自立率は 36.6%で、福祉的援護による
退所 31.6%、無断退去等のその他の事由による退所 31.8%となっている。就労とし、うベクトルに限定
した評価をすれば、就労自立率は 36.6%と高くはない。しかし、対象者の最終学歴や健康問題、ラ
イフヒストリーなど厳しい条件を勘案すると絶対数は 74人と少なし、ものの自立支援効果としては大
きいものがある。
自立概念を広い視野からとらえれば入所者の就労自立のみに拘泥する必要はない。要するに
自立支援事業を社会的評価として適切に評価することが重要である。既述の選別機能という批判
はあるもののアセスメントとして、入所中の各種相談、技能修得のための支援や福祉的援護施策の
居宅保護、施設入所、入院等の生活支援型の自立が推進されており、彼等一人一人の人間の尊
厳を取り戻すことができた点でその有効性を積極的に評価すべきであろう。一方では、入所者の疾
病構造から個別処遇の更なる充実を図ることから自立支援センターの設備構造やへノレスプロモー
ションを推進するための支援プログラムの構築が急がれる。藤田(2005)は、名古屋市のアフターフ
ォロ一事業(地域生活支援巡回相談事業)を紹介し自立後の巡回相談により、自立生活が中断さ
れず、継続することで成果を挙げていることを報告している。
再びホームレス生活に戻らないよう予防的な観点からも入所期間中に何らかの技能や免許等を
取得させ、就労支援を行うことの必要性は異論のないところであるが、今後、特に退所後のアフタ
ーケアに力点を置いた取組みの重要性が指摘されよう。入所期間については図表 4-6のとおり就
労自立者のうち39.2%は就労までの期間が6ヶ月を超えており、短期間での就労自立が困難となっ
ている。低位学歴により就労支援に困難性が伴い就労率は 36.6%と厳しい。また、最終学歴、病気
等のハンディもあり就労継続が困難な場合が多く不安定な就労状況となっている。入所者の就労
は、低賃金かっ不安定な非正規雇用で就労継続が困難な場合が多い実態が確認されている。
今後、入所者の加齢化の進行が予測され、必ずしも入所要件に適さない対象者の入所も否定
93 
できないことから事業運営上の課題として自立支援のプログラムや入所期間ついての検証が必要
となっている。就労による自立支援については、十分な稼働能力を有している「適格者Jは限られ
てくることが予測され就労自立率は低下せざるを得ない。大切なことは「取り残されたホームレス」
への対応であり、そのための自立支援の有効性ゃあり方が問われている。
第8節住宅の問題
ホームレス状態で、あった人々が「住居」という新たな生活の拠点を得る場合には、次のような大き
な困難な壁が立ちふさがる。 l点目は第 1節の 1で述べてきたように「ホームレス状態」の意味はこ
れまで、のすべての社会生活の喪失と社会関係からの切断で、あったことから、これらの関係を最初
から再構築するという大きなエネルギーを伴うこととそのための緊張を5齢、られることである。「住居」
を確保することは、住民として地域に参入し地域住民の資格を得ることを意味する。 2点目は「住居」
とし、う新たな生活の拠点を確保した場合、家賃、光熱水費等生活上の経常的経費がかかることで
ある。彼等は、安定した収入を得ることの難しさを誰よりもよく知っている。「住居」を確保しそれを維
持するための固定的経費の継続的な捻出には自信がなく、不安・あきらめがある。それ故に「住居」
での生活を望めないのである。そのことは自立支援センターの各種相談の状況をみると図表 9-15
のとおり、住宅相談はわずか 2.4%にとどまり、就職相談 67.6%や医療相談 26.1%~こ比べて極端に少
ないことからも理解されよう。
第9節考察及び課題
一般的にはホームレスに対する認識は、ホームレス状態にある人々が、もっとも厳しい貧困に目指
いでいるとは捉えられておらず、支援する側ですら「コンビニの庖員とも顔見知りとなり、賞味期限
切れ前の弁当など食い物はわれわれよりもいいものを喰っている。」などの声も聞かれ、貧困問題
として捉えられにくい存在となっている。ホームレス問題は、社会病理として様々な問題を凝集した
形で表出する。そのためホームレスを貧困問題として正面から捉えた上で政策議論することが重要
であり、ホームレス問題の対策を炊き出し、特別清掃の雇用、シェルター宿所等のみの依存から貧
困問題へと政策転換する必要がある。社会問題として捉えられるホームレス問題は、当然、社会政
策上の視点としては広範かっ多岐にわたるものとなり、総合的施策の展開が必要となる。ここでは
以下の点について焦点化し問題点及び課題について述べる。
1 年金未納・無加入、無年金という問題
既述の「年金未納・未加入者の割合が高く無年金者予備軍を構成する」については、無年金者
が保護受給することにより、非保護受給層の年金受給者や最低賃金法による最低賃金で就労する
者のポバティラインとの均衡上、アンフェアといった課題を突き付ける。即ち、保護のナショナルミニ
マムが、最低賃金や年金のポパティラインよりも高く基準設定されている現行のポパティラインの順
位の逆転は、非受給層からみて不公正感を抱かせ、保護を受給する無年金者への強いスティグマ
を助長しかねない。わが国は国民皆年金・国民皆保険を標楊している。保険原理を前提とする年
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金制度とはいえ、加入期間を満たさない場合の救済について一定、検討する余地はある。最低賃
金や年金制度などとの適切なポパティラインのあり方、諸制度聞と一体的かつ整合性のある社会
保障として政策転換を図る必要がある。
2 健康問題に内在化する自立支援の困難性
これまでの調査で
れまでで、のホ一ムレスの自立支援は、就労による自立支援が中心でで、、自立支援施設の設置による就
労支援の展開が殆どである。まずは健康を取り戻すための生活支援とともに健康学習フ。ログラムが
必要とされる。健康を回復してこそ就労が可能となるのであり、慢性疾患である糖尿病、高血圧症、
アルコール依存症、認知症等に対する医療ケアとともに健康問題を解決しなければ自立支援は困
難となる。従って、生活習慣の乱れによる健康を損なうような生活の改善や良好なライフスタイルへ
の変容など包括的な生活支援が重要となる。
3 住宅の問題
前述の健康問題を克服するためにも何よりもまず「住居」の確保が重要である。しかし、わが国の
ホームレス対策は、専ら「就労」に焦点化され「貧困Je1t ¥った捉え方がされてこなかったとし、う経過
がある。そのことから住宅の問題は社会政策の対象とはされてこなかった。「イ主居」の喪失は、「社
会的排除jの起点ともなるインシデントである。まずは路上生活からの脱却が最優先されるべき課
題として認識されよう。また、生活の場が路上から居宅へと移っても、アフターケアとしてこころのケ
アを含めた支援がなければ生活を立て直すことができない。路上から居宅生活に移った人に、継
続的な関わりを保障する仕組みが必要である。施設長が、「再びホームレスに戻さないことが大切
です」、そのためには、「金銭管理、健康面、対人関係など生活課題を抱える人には、見守りのある
住居が必要ですJと繰り返し力説されていたことが印象に残る。ケアは本人に理解された生活の場
で、考え、悩み、行動の過程で協働と励ます努力が求められる。全国実態調査の平均年齢が 60
歳近くとなってきていることからも「取り残されたホームレスjの人々の生活支援と社会参加ができる
ようにするためには「住居Jが必要とされる。社会的な孤立化という点からは在宅生活を新たに始め
る単身高齢の路上生活経験者にとって、住居が確保されることで介護保険制度や障害福祉サー
ビス及び障害者自立支援制度等ステイクホルダーとしての立場を回復し地域や周囲との関わりの
起点になり得るのである。中高年のホームレスが増加するなか住宅だけでも保障されれば何とか稼
働収入、年金等で生活を維持できる人達もいるはずである。
4 払拭し難いスティグマ
彼等にはもう一つの自立への大きな壁がある。就労を阻害する要因として、社会に内在化する
「ホームレス」に対する根強し、偏見の感情が考えられる。「ホームレス」は社会規範から逸脱した「怠
惰な人j、「貧乏で卑しい人」であるという伝統的なものであろう。 S市の自立支援センターの生活指
導員や自立支援事業の巡回相談員からの聞き取りでは、「ホームレスは体力がない。うちは清掃の
95 
-、
仕事でもプロの仕事で家庭の掃除ではない。」、「ホームレスは意欲がなくすぐ辞めるから採らな
い。」、「うちは信用が大事だから・・・・」というような差別や偏見により面接をも拒絶する会社も多い
としづ。求人、雇用者側の「ホームレス」、「最終学歴が中卒等Jを事由とした払拭し難い強いスティ
グ、マが現実に存在している。この点について、中山(2007)74は、英国イングランド・ウェー ノレズ、の野
宿者対策室(RoughSIeepers Unit)の対策プログラムや野宿者(roughsIeeper)問題を「社会的排除」
(SociaI ExcIusion)の問題として捉え社会的排除対策室(SociaIExclusion Unit)を設置したうえで、ホ
ームレス問題の包括的な政策がとられていることなどを紹介し、わが国のホームレス支援法以降の
政策課題として重要な指摘をしている。彼等がこれまでの生活の中で受けてきた差別や偏見は、
周囲の人に対する不信感にとどまらず、医療や行政に対する不信、社会に対する否定的な視点を
増幅させる。同時に繰り返されてきた失敗体験は「どうせ、俺なんか何をやってもダメ」と自己評価
が低い。子どもを持つ多くの親たちは、ホームレスの存在を否定的にとらえたり、見下したりするで
あろう。やがて子どもは強いスティグ‘を学習し、何のためらいもなくホームレスを社会的に排除する
であろう。従って、人格の形成過程のできるだけ早い時期から人間の一人一人の尊厳を社会的に
支えるための人権や福祉教育という視点からの取り組みが大切である。
5 生活保護制度上の課題
ホームレスの医療機関への受診については、「無料低額診療施設」での受診や行旅病人として
の急迫保護がある。生活保護法第1条は、「国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮
の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長するJ
と規定されており、生活保龍制度が貧困対策のほぼすべてを一手に引き受けている。
現行の生活保諮制度は、戦後の他の社会保障制度や社会福祉制度が未整備で、あったため包
括支援型の生活全般にわたる扶助制度として制度設計されている。そのため今日においては、医
療扶助のみとか、住宅扶助のみの必要な扶助の単独給付ができないなど利用しにくい制度となっ
ている。具体的には生活保護には8つの扶助の種類があり、そのうちの1つに医療扶助としち制度
があるものの、実際の運用では医療扶助単給の保護を決定するのではなく、包括型の扶助決定が
行われることとなる。しかし、そのこと自体が現実にそぐわなくなっており、入り口を狭くさせ制度利
用を抑制しかねなしものとなっている。生活保護制度は、 1950(昭和 25年)に現行法が制定されて
以来、大幅な改正が行われていないことから制度疲労が著しく、矛盾が随所に噴出し深刻な課題
を抱えている。
「ホームレスの自立の支援に関する基本方針」の中の「保健及び医療の確保について」の項に
はないが、今後、限定的な「無料低額診療施設」での受診から一般の医療機関でいつでも受診で
きるような医療保障の担保として医療制度の創設が切望される。
ホームレスの自立支援のためにはまず、慢性疾患等に対する通院等受診の確保として、当面、
74中山徹(2007) r~ホームレス支援法』以降の野宿者支援策の展開と評価 (1)J ~社会問題研究』第 56
巻 l・2併合号，社会問題研究 1-9.
96 
生活保誕制度の医療扶助適用を可能とするなど使いやすい生活保護制度の改革が有効と考えら
れる。同時にホームレス支援が就労自立とともに福祉的支援への傾斜となることが考えられ、生活
保護による医療や生活支援が多くなることから特定の自治体の負担とならないよう広域的な対応策
や財政的措置を講じる必要がある。福祉事務所の窓口での門前払いや強要とも受け取られかねな
い辞退等を防止するため全国的に統一的な対応が望まれ運用指針等の作成の必要性が指摘さ
れる。
また、医療受診の機会の保障とともに生活の基盤である住居の確保の意味は大きい。この際、
生活保雄制度の住宅扶助の対応に限定する必要は無い。広く貧困対策・予防の見地から社会政
策として住宅の問題を捉える必要がある。ホームレスに対する生活保護の運用において、居宅保
護も可能であるものの60歳以上75歳未満の路上生活経験者が置き去りにされやすい現状がある。
彼等の多くは高齢・病弱者として残存する「取り残されたホームレス」となっている。調査の結果は、
就労支援に限定化し疎外することなく生活支援や社会参加の視点から自立支援に取り組む必要
性があることを示唆する。生活保護制度上の改革という視点からは、「住居」の確保について住宅
扶助の単独給付ができるような制度設計の見直しも視野に入れて検討されるべきであろう。
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第9章不正受給の現状と課題
第1節不正受給の概念
不正受給にはいろいろな類型がある。従来は、個人単位の不法行為による不正受給であ
るものが多く、暴力団等が、自分たちが不正に受給するためのノウハウを蓄積し、その方
法を共有し、それぞれが不正な受給をしていた。貧困ビジネスは、古典的には低所得者か
らし、かにしてお金を巻き上げるか、あるいは利用して儲けるというもので、これらの事犯
は労働派遣法違反等で検挙されている。また、低所得者層が多く住んでいる地域において
賭博場を開帳するものや、数年前から生活保護の受給が可能な要保護者を組織的に集めて、
そこから収益を上げる新しいスタイルのものなどが出てきた。
不正受給については、厳しい国民批判があるが、その考え方については、多くの誤解が
あり必ずしも正確に理解されているとは限らない。そのため不正受給に関する正しい理解
とその認識を深めるため、その概念を整理しておく必要がある。不正受給事案の範囲は、
図表 9-1のとおり、行政犯としての刑罰類型や刑法の詐欺罪等を問わず捜査機関による検挙
を要する犯罪の「不正受給事犯」がある。次に犯罪の構成要件としての可罰的な違法性ま
でではないが、違法性の治癒を要するような「不正な受給」事案で生活保護法第 78条の費
用徴収の如きものである。会計検査院による検査結果の指摘や厚生労働省による指導監査
の結果で措置および是正を指示する不正受給はこの両者を含むものである。さらに不正受
給には、図表4・3でも示しているような軽微な「不適正な支給Jで、不当利得として、生活
保護法第 63条の費用返還の措置を講ずるものから不正受給として同法第 78条による費用
徴収するもの並びに不正受給事犯におよぶものまで、広範であいまいなグレーゾーンを包
含したものであることが解る(図表 9-1参照)。
. 
、'l
、'z.
、
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、， 
図表9・1 不正受給の概念図(筆者作成)
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厚生労働省は、不正受給のうち告発すべき判断基準を以下のように定めている。
【告訴等の判断基準]
個々の事例に応じて保護の実施機関が判断
「ある自治体の判断基準」を参考として、厚生労働省が通達で紹介
(例示)
①不正受給金額
②不正受給に際し、極めて悪質な手段を講じていたか
③不正受給期間
④不正受給により得た保護費の使途
⑤過去に法78条の適用を受けていたかどうか
⑥告訴等の手段を取らない場合、返還の見込みがなし、かどうか
等を総合的に勘案すること
出典:r生活保護行政を適正に運営するための手引について」
(平成18年 3月30日厚生労働省社会 ・援護局保護課長通知)を筆者が一部修正
生活保護の不正受給問題を論ずる場合、社会保障法分野ではしばしば、福祉国家は社会
保障に多く労力を害IJかなければいけないので不正受給を処罰するのは福祉弾圧ではないか、
とのスタンスで議論するものが多い。一方、小林(2012)75の 「現在の生活保護の不正受給等
に対するパッシングの大きな要素は不公平感と不信感があるのではないのかjや、道中
(2012) 76の「国民のナショナルミニマムの保護基準額そのものへの不満と生活保護に対する
制度不信の社会経済的影響」といった指摘がある。働くよりも生活保護を受けたほうが楽
な生活ができるといった多くの国民の情緒的な不公平感は、価値判断の問題で、妥当か不
当かという問題である。違法か適法かということであれば別に制度で認められている以上
は適法であり、刑罰の対象で、はないと判断されるである。
第2節不正受給事犯の状況
1不正受給事犯の推移
公的給付制度における不正受給等事件は、 生活保護に限らず雇用保険、健康保険、介護
保険、労災、労災保険、診療報酬、年金等の不正受給に係る事件も含めている。不正受給
事犯は、知能犯捜査あるいは暴力団捜査部門をはじめ多くの部門にわたり、外国人が絡む
もの、消費者としての住民が絡むもの等いろいろな部門に共通するものがある。これらの
検挙件数は、図表 9-2のとおり、平成 21年から 24年上半期(今年の 6月まで)の数字で
あるが、事件数全体が右肩上がりで推移している。その中で生活保護の不正受給は、やは
75小林和樹(2012)r生活保護3兆円の衝撃JNHK記者、表題番組は、平成 23年9月 16日にNHKス
ペシャルとして放送.
76道中(2013)r不正受給・「貧困ビジネス」と社会経済的影響J~警察皐論集』第 66 巻第 5 号警察大学
校，立花書房・ NHK放送番組「かんさい熱視線一生活保護現場で何がJ解説、平成25年9月 20日.
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り右肩上がりで推移し、 24年上半期だけで既に 53件となっている。この右肩上がりの理由
やその背景として、社会の各種のセーフテイネットに対する国民の信頼を揺るがす事件が
相次いだこと、社会の関心が高まり、事件が顕在化してきたこと、あるいは暴力団の資金
源対策としての取り組みの強化77などが挙げられる。
図表 9-2 検挙件数の推移 (件数)
平成21年 平成22年 平成23年 平成24年上半期
不正受給等事件 I 126 I 188 I 199 I 103 
うち生活保護の不正受給 I 48 64 I 66 I 53 
出典:警察庁調べ
(注1) I不正受給等事件」とは、生活保護、雇用保険、健康保険、介護保険、労災保険、診療報酬、年
金等の不正受給に係る事件をいう.
(注2)罪名、詐欺のほか、生活保護法違反や補助金等適正化法違反等が適用されている.
検挙件数の推移
0 例えば、平成24年上半期の生活保護の不正受給事件 (53件)については、被害総額約6，900万円で
ある(被害額は起訴額である). 
0 複数年にかけて数百万円の生活保護費を詐取した事件も見受けられる.
?
?
?
??
?
?
? ?
?
?
】
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「
????????? ?
生活保護 公的給付事業 国・自治体の融資事業
検挙件数 54 20 31 
156 51 
平成 22年 7月から平成 23年 6月までの 2年間の不正受給事犯の詳細は、図表 9-2およ
び図表 9-3のとおりである。まず、検挙件数の推移は、図表 9-2のとおり、ここ数年にな
い増加となっている。検挙件数では、図表 9-3のとおり、生活保護の不正受給件数が全体
の約 51覧を占め、不正受給事犯人員では約 30出(86人)となっている。また、生活保護事犯の
86人うち、性別の内訳は女性 18人、男性 68人となっている。一方、生活保護の検挙に占
める暴力団関連事件の割合は、図表 9-4のとおり、全体の約 25協を占めている。
図表9-4 生活保護事犯検挙に占める暴力団関連事件の状況
総計 | 暴力団関連生活保護 その他
検挙人員 86 21 65 
被害額 I 1億 5，479億円 I 4，114万円 I 1億九 365万円
出典:小林洋一(2012)W大阪府警察における不正受給事犯対策本部の取り組みについて』大阪府警察本部
刑務部業務課犯罪対策室.
77平成24年から警察庁捜査第2課による、こうした不正の追及を強化するよう都道府県警察に対する
示達による指導の徹底がある.平成 24年 6月警察庁捜査第2課長名、各都道府県警察本部長宛て「経
済をめぐる不正の追及の強化について」通知.
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各都道府県警察からの報告に基づいて警察庁が集計した事件数は、平成21年における不
正受給等事件全体の被害総額の 19億円を超えている。平成 24年の上半期、生活保護の不
正受給は 53件であるが、被害総額は 6900万円である。また、生活保護の不正受給事件の
過半数は暴力団絡みである。個別具体の事件を見ても、複数年にかけて数百万円をだまし
取っていた事件が見られる。こうした事件の検挙に捜査機関の尽力がうかがわれる。検挙
された不正受給事件の典型的な事犯を見てみよう。
①実在する他人に成り済ますケースや架空の人物に成り済ます手口である。
②複数の自治体から保誰費を重複受給したケースで具体的には 2人兄弟で、関係する市
町村はA市と B市の二つで、ある。弟がA市に住み、 A市から保護費を受給しているにもか
かわらず、 B市に居住する凡が B市からも弟の生活保護費を臨し取っていた。要するに兄
は弟が A市から生活保護を受けていることを隠し、弟に成り代わって、弟の生活保護を B
市に申請し、 B市から生活保護費を受給したものである。
③最後の事犯は、典型的な手口として実際の収入や稼働実態を隠すケースである。暴力
団員である被疑者が、稼働収入があるにもかかわらず収入がないとして申告したり、実
際の収入額を過少に申告するものや、離婚調停に伴う解決金等の収入の存在を隠した事
例である。
2捜査機関と福祉関係機関との連携強化
不正受給事件の実態を踏まえて、警察庁は、各都道府県警察に対して、不正に対する追
及を進めるよう指導を強化している。その意義は、「こうした不正に対して厳正に対処する
ことで、悪しき風潮の蔓延に歯止めをかけ、 社会の公正を確保する」こととされる。不正
受給事犯は、詐取若しくは不正に受給するとしづ悪質なものであり、「社会保障制度等を悪
用し、実際は十分な収入や資産等があるなど受給資格を有してないにもかかわらず、虚偽
の申請を行なって公金を詐取するものである」というものである。そのため、捜査機関、
警察は、①不正の所在・実態の把握や不正の取り締まりをする。②必要な捜査力を早急に
投入し立件に向けて所要の捜査を遅滞なく推進する。③各種法令を適用して積極的に検挙
を図る。としている。重要なことは、警察部内はもとより、福祉等関係機関との連携を強
化し、暴力団等反社会的勢力の介入が少なくないことにも配意しながら犯罪撲滅への取り
組みとして掲げている。このような問題意識は警察庁および福祉関係機関においても共有
されていると考えられる。具体的には警察と厚生労働省あるいは市町村等関係機関と協力
して、暴力団対策の文脈でも取り組みが行われている。警察側からは、暴力団員による生
活保護の不正受給を防止することが暴力団対策上有効であるということになる。
不正受給等事件が放置されると、反社会的勢力の介入やこれらの制度を悪用する者が政
雇し、国民の制度に対する信頼が失われる。また、社会的弱者や生活保護受給者等に対す
るいわれなき偏見や社会的排除を助長することにもなりかねない。こうした様々な影響を
踏まえての取り組みは意義深いものである。
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第3節 行政犯としての刑罰と詐欺罪78との競合
生活保護法第 85条は、「不実の申請その他不正な手段により保護を受け、文は他人をし
て受けさせた者は、 3年以下の懲役又は 30万円以下の罰金に処する。ただし、刑法(明治
40年法律第 45号)に正条があるときは、刑法による。Jと規定されている。生活保雄の不正
受給罪と詐欺罪との関係性については、現実にこれらの規定の法解釈には判然としないも
のがある。
法務省「検察統計年報Jの過去の生活保護法違反事件処理・処理人員では図表 9-5のと
おり、生活保設の不正受給事犯のほとんどは、生活保護法第85条の適用ではなく、詐欺罪
等が適用されている。詐欺罪とそれに類似した罰則との関係について確認しておく必要が
ある。生活保護法では「生活保護法違反事件受理・処理人員Jで確認できるが、適用され
るのは各年ともー桁に留まっている。法務省の平成 23年の罪名別被疑事件では、詐欺罪
15，818人に対して、生活保護法違反事件は 17人(不起訴5人を含む)とその数はわずかであ
る。統計上、生活保護法違反の適用数が少なし、からといって軽々に論じるつもりはなく、
生活保諮の制度運用おける適正で違法のない生活保護費の支給の重要性を否定するつもり
も全くない。他方で不正受給が許されない行為であり、時には犯罪を構成する行為である
ことも、あまりにも当然のことである。
生活保護の不正受給に対しては非常に厳しい目が注がれる。生活保諮費の原資がすべて
国庫、税金で賄われるので、不適正な使い方は許されないということもある。それ以上に、
生活保護の制度維持のためには公正さの担保の問題がある。不正な手段で人より多く、あ
るいは受給資格がないのに受けることは当然許容されるはずがない。それが最近の事件か
ら生活保誰制度への不信として、社会問題化している。国民の保護制度への信頼回復のた
めに正しいしくみの理解と厳正な対処が求められる事由がここにある。
このように不正受給事犯のほとんどが刑法の詐欺罪による立件になっている。刑法第 246
条「人を欺いて財物を交付させた者は、 10年以下の懲役に処するJによる詐欺罪の構成要
件を具備する事案での立件である。さらに、貧困ビジネス的なものは組織的詐欺罪と構成
要件は変わらないが、組織で、行った場合に法定刑が加重される。
刑事司法の観点からは、現実的に刑法上の詐欺罪以外に、生活保護法には第85条の不正
受給罪で別個の罰則が設けられており競合している。それは「不実の申請その他不正な手
段により保識を受け、又は他人をして受けさせた者は 3年以下の懲役、または 30万円以下
の罰金に処する」であり、「ただ、し、刑法に正条があるときは、刑法による」という難解な
規定となっていることが指摘されよう。
第4節生活保護法第85条の存在意義
78人を欺閏して財物を踊取し、又は財産上不法の利益を得又は他人に得させる罪である。作為に限ら
ず、被害者が既に錯誤に陥っている場合に真実を告知しないとし寸不作為も含まれるが、告知義務の
存在を必要とする。また時取とは錯誤に基づいて財物・財産上の利益を交付させることをいう.
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生活保護法自体が、「ただし、刑法に正条があるときは、刑法によるJと規定しており、
多くの場合訴因は詐欺罪だが、ここであえて詐欺罪で立件できるときは詐欺罪によること
を認めている。現実の事犯も詐欺罪での立件が圧倒的に多い。
それでは、なぜこのような特別法上の罰則規定が設けられているのかという疑問が残る。
理論的には、若干の相違点はある。刑法の詐欺罪の構成要素は錯誤であるが、生活保護法
第 85条は刑法の罪刑法定でいう詐欺罪の錯誤以外の要素の違法性を包含する。「不実の申
請その他不正な手段により保諮を受けj が実行行為となり、不正な手段の典型が、人をだ
ます、刑法上の欺岡(ぎもう)行為であることは間違いない。しかし、現実の事犯はそれ
だけには限らない。例えば、暴力団であることをちらつかせて関係職員を畏怖させ保護を
決定させる、あるいは刑法上の詐欺罪では財物の交付に向けた欺閏が必要になるが、単な
る事実との甑師も認識したうえで行えば不実の手段になるというように、刑法では捕捉し
得ないものを把握している。他方、個人の法益を保護する詐欺罪に対して、保護の不正受
給罪の法益は国家の財産を保護することにあるので、理論的に違うという考え方の説明も
可能である。それ以上に重要なのは、現行の生活保護法の成立時に罰則も同時に規定され
たということである。
当時の立案担当者の解説79では、「本条は、本法において最も多く予想されるところの違
法な行為であって、刑法各法によっては処断することができないものについて、これを行
政犯として刑罰を科することを規定したものであって これをもって、正当には保識を受
けることができないのに、これを受けた者又は受けさせたものを処罰して、真に保護を必
要とする者を十分に保殺するという生活保説法の最大目的の達成を側面から企図したもの
であるj としており、明らかに規範的なメッセージであることが理解できる。
要するに、不正受給は許されないしそれは悪質であれば処罰するが、そのこと自体が最
終目標ではない。それによって公平・適正な生活保護法の運営を企図したものだとの説明
である。したがって、生活保護法第 85条の存在意義は、一般の刑事犯罪に対応する罪刑法
定主義の刑法ですべての行政法規違反に対処することが困難であることから、刑法とは別
に行政法規自体において義務違反を処罰し、行政上の秩序を維持し、行政法上の目的を達
成しようとするものであると解釈される。もう一方で、戦後最大の 3兆 7千億円という保
護費の膨張は長引く不況によるものであることを多くの国民は理解している。しかし、保
趨動向を押し上げているのはそれだけではないはずだという行政の法運営への不信感はど
うしてもぬぐえない。正当には保護を受けることができない者を保護しており、そうした
不正者を見逃し処罰していないのではないかと考えている。取り締まりが不十分であれば、
それが生活保護制度に対する不信感につながっていると言えるのではないか。
実際に過去の生活保護法第 85条の適用でどれくらい立件しているのか統計で見てみると、
l桁の年が圧倒的に多く空文化しているのではなし、か考えられる。ほとんど適用のない条文
になっているのは一目瞭然である(図表9-6参照)。昭和 25年に現在の法律ができてからの
79小山進次郎(2004)W改訂増補生活保護法の解釈と運用(復刻版u全国社会福祉協議会 p.862.
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-、
起訴件数は67件であり年平均2件にも届かない。これは捜査機関が、捜査の端緒として不
正受給事犯だと判断して捜査した場合で、も、訴因として刑法上の詐欺罪になってしまうこ
とを意味する。すなわち「ただし、刑法に正条があれば刑法によるJとの規定からも当然
詐欺罪に該当することとなる。
このように生活保護法第85条の規定そのものに存在価値のない罰則規定なのかという議
論がある。生活保護に限らず、各種補助金や給付金の不正受給はさまざまであるが、一般
的に適用例が一番多いと判断されるのは、補助金適正化法の補助金の不正受交付罪である。
最近では牛肉の買い取り事件目。という大きな事案があった。また、学術研究機関の大学の教
員が科研費を不正に受給したことで立件された事案もある。これは l件当たりの不正受給
金額が多く社会的影響が大きいことから積極的な適用がなされている。こうした適用は、
補助金を不適切に使つてはならないという規範的なメッセージとしての牽制作用を果たし
ているものと考えられる。このような視点からは生活保護の不正受給罪も適正な制度運営
のため、保護の申請段階での適正化の担保として果たすべき役割は大きいものとなる。
大阪市のように現業員81の不足で保諮の実施体制が弱体化する中、不正受給が相当な数に
なってくると、保諮の申請段階におけるすべて法的期間内82の決定処分までに必要な調査が
徹底され適正な審査が可能であるのかという疑問も残る。保護の実施機関では、要保護世
帯の戸籍や居住事実および生活実態等の確認ができないまま保護の開始決定をし、保護を
継続していた事案も多々認められている。ここには情報の非対称がある。保護の申請を受
理した実施機関は十分な情報を知り得ないが、保護を申請した要保護者は当然自分のこと
だから十分な情報を把握している。保護の実施機関の調査権限や調査期間にもよるがこの
両者の情報においてバランスがとれていない。そのため制度設計上、保護の申請者や要保
護者側に対して資産状況や収入状況を自ら立証するいわば、挙証責任の転換も視野に入れ
ておく必要がある。
生活保護制度では、しばしば急を要する社会的弱者を対象とする以上、性善説が優越し
不正受給というリスクへの事前対応の法整備は難しく対応は事後措置とならざるを得ない。
詳細な調査をすべて終えてから保誰決定すれば救済は遅延し、真に困窮する人の救済が困
難となることも事実である。適正な申請をすることは制度の大前提であり、制度の根幹に
かかわる問題である。それを担保する観点から、必ずしも財物の交付に向けた欺閏が立件
できなくても、不正な手段を用いれば処罰するという生活保護法第85条の処罰規定は、不
正受給の予防的な牽制作用として十分存在意義がある。また、生活保護費が徴収税額対比
率で 5害IJを超える自治体もあるが、不正受給等税金の不適正な使い方に関する犯罪は、脱
税と近い罪質の類似性もある。脱税に関する税務署への批判はあまりないが生活保護の不
aOBSE対策事業で行なわれた国産牛肉買い取り事業を悪用し、食肉卸業者が輸入牛肉を国産牛肉と偽り
補助金を詐取した事件.
81社会福祉法第 15条第1項第 2号に規定する「現業を行う所員」とされ、同条第6項に「第1項第 1
号および第2号の所員は社会福祉主事でなければならなし、」と規定されている.
B2生活保護法第 24条第 l項及び第 3項参照.
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正受給ではそれを許した福祉事務所に対する批判は厳しい。一方、刑事司法の立場から、
生活保護法第 85条の規定の実効性についての疑問も残る。生活保護法第 85条の処罰規定
図表 9-5 生活保護法違反事件処理・処理人員
E 受理人員 | 起訴 不起訴
求公判 | 求略式 | 計 起訴猶予 | その他
-・32・|一一----引 . . .・ーーー...~.~.一一.一一.一→.
|l( : 
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(単位.人)
処理人数
計 |計
が、果たして不正受給の予防的な牽制作用として有効に機能しているのかどうかの検証が
ない。今後、政策的には保護の実施機関の調査体制、権限強化について考えなければなら
ない時期にきている。国税の租税犯罪については、罰則があるから独自の調査体制が整備
されているという観点もあることから、生活保護の実施体制としての調査体制、権限強化
のあり方が問われている。
第5節不正受給の状況
不正受給の範囲は、犯罪として告発される不正受給事犯から、悪質なものでなく可罰的
な違法性のない不正受給までその概念は広く、行政における内部監査や会計検査院による
検査結果、厚生労働省の監査の結果から判明した不正受給を含むものである。図表 9-7お
よび図表 9-8は、告発された不正受給事犯を含む生活保諮法第 78条が適用された不正受給
の状況であるが、いずれも不正受給による不当な利得を生活保護法第 78条により費用徴収
している。不正受給件数は毎年増加しており、そのうち 5割強は稼働収入の無申告や稼働
収入の過少申告となっている。
図表 9-7 不正受給件数および金額の推移
年度 不正受給件数(件) 金額(千円) I件当たりの金額
18 14，880 8，978，492 612 
19 15，979 9，182，994 575 
20 18，623 10，617，982 570 
21 19， 726 10，214，704 518 
22 (注 1)25，355 (注2)12，874，256 508 
注 1:全生活保護受給世帯数に占める不正受給件数の割合は1.附(平成22年度)• 
注2 保護費総額に占める不正受給額の割合は0.4%(平成22年度). 
出典.厚生労働省社会・援護局保護課， I生活保護法施行事務監査の実施結果報告J• 
図表 9-8 不正受給の内容
内 訳 平成22年度
実数(件)
l 稼働収入の無申告 11，026 
2 稼働収入の過少申告 2，055 
3 各種年金等の未申告 7，015 
4 保険金等の未申告 1，030 
5 預貯金等の未申告 556 
6 交通事故に係る収入の未申告 403 
7 その他 3，270 
計 25，355 
出典:厚生労働省社会・援護局保護課， I生活保護法施行事務監査の実施結果報告J. 
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第6節生活保護法の改正
2013年 12月の臨時国会で改正生活保護法と生活困窮者自立支援法が成立した。改正生活
保護法は、具体策として就労を促進するための給付金の創設と不正受給の防止策に主眼が
置かれたものである。
これまで生活保護受給者が働いて収入を得ると収入認定として保護費が削られ、就労意
欲をそいでいた。保護からの脱却インセンティブを促進するため、就労収入の一部を積み
立て、生活保護からの脱却時にそれを給付する仕組みである。一方、改正生活保護法は不
正受給への防止策も打ち出している。不正受給に対する罰金を引き上げ、受給の要否の判
断材料となる就労や求職状況について福祉事務所の調査権限を拡大する。親族ら扶養義務
者が扶養できない場合は、その理由の説明を求めるものである。いずれも国民の生活保護
制度に対する信頼性を回復させるために必要な措置である。
しかしながら不正受給に対する罰則規定の厳罰化については、その有効性に疑問が生じ
るものとなっている。生活保護法第 85条の規定の趣旨は理解できるものの、成文法として
の生活保護法第 85条そのものの実際的な規定の意義が乏しく、適用上の実効性については
疑問点を払しょくできないからである。
法律上の犯罪概念の要件を具備した事実があれば、特別法の生活保護法第85条の規定が
適用されるべきであろう。他方、保護の申請時における実施機関の調査権と生活保護法第
24条の法定期間内処理との関係から保護の実施機関は、申請の受理後は速やかに決定処分
を行わなければならない。そのため申請者が、規範から逸脱するといった行為規範の違反
が予定されていることを前提として、生活保護法第 85条の規定があるとも考えられる。
同様に、保護の継続中の被保護者の場合でも告知義務として生活保護法第61条の届け出
の義務を規定しているにもかかわらず行為規範の違反を予定し、作為に限らず、福祉事務
所が既に錯誤に陥った場合でも収入申告等真実を告知しないという不作為も含まれること
を予め想定していることが窺われる。
したがって、生活保護法第 85条の処罰規定は、犯罪を牽制する抑止的効果を意図したも
のに他ならない。そうであれば犯罪抑制といった未然防止の観点からは、生活保護法第 85
条の 3年以下の懲役が妥当であるかどうか処罰規定の存在意義を一歩踏み込んで見直す必
要もある。国民年金法においては 13年以下の懲役又は 100万円の罰金」となっており、生
活保護第 85条の「不実の申請その他不正な手段により保護を受け、又は他人をして受けさ
せた者は、 3年以下の懲役又は 30万円以下の罰金に処する」と大きな差がある。また、不
正受給事犯であっても告訴等に至らない限り、実質上のペナノレティが存在しない。そのた
め徴収額に一定金額を上乗せして返還を求めることが検討されている。しかし、生活保護
法第 78条の規定により調定され自治体の一般債権として形成されても、現実的履行の確保
ができない場合が多く、不良債権化する実態にある。したがって、徴収についても、国民
年金法第 95条の徴収83のように、国税徴収の例によって徴収金の現実的な履行確保を担保
83)国民年金法第95条「保険料その他この法律の規定による徴収金は、この法律に別段の規定がある
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することも視野に入れておく必要がある。
いずれにしても、こうした不正受給をめぐる一連の批判は、社会経済的影響として皮肉
にも処罰規定の存在意義を強調させ、生活保護法の処罰規定の見直しと同時に澗査権限の
強化等不正受給の生活保説法の一部改正への契機となったことは否定できない。
ものを除くほか、国税徴収の例によって徴収する。J• 
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第 10章 不正受給の社会経済的影響
第1節保護費の削減圧力
生活保説費の削減圧力のベクトルは 3点考えられる。最初は、国民の生活者目線からの
生活保護基準そのものに対する不満とクレームである。日本は、 15年近くにわたる長期間
のデフレ経済の中、物価の下落とともに一般勤労者の賃金は約 56万円以上下がり、年間所
得が大きく目減りしてきた。その聞の生活保護基準額要は据え置かれてきたため、生活保
護受給世帯の保護費と低所得者層との実質上の生活水準の差が縮小若しくは逆転している。
非正規雇用の拡大による稼働者の年間収入が生活保説費よりも低いことや地域別の最低賃
金が生活保護費よりも低い(6都道府県)ことなど不公平感がある。また、低所得者層にある
年金受給者からの年金額と生活保護費とのポパティラインとしての不整合に対する不満も
ある。
次に、不正事犯や貧困ビジネスなどの不正受給や扶養義務をめぐる事案などへの対応の
批判と生活保護制度への不信がある。政治的にも与野党から保設基準を見直すべきだとい
う意見や批判の展開となっている。国民の多くは税金で賄われている保能費が適正に使わ
れていないのでは、という強い制度不信に陥っている。こうしたなかでの不正受給への厳
罰化等の生活保護法改正案は象徴的な動向として注目されよう。最後は、財政上の問題で
ある。自治体の過重な財政負担というものがある。 2012年度決算においても、多くの政令
市は扶助費が重荷となり投資的経費を抑制している (2013日本経済新聞B4)。生活保護費の扶
助費は、 100%が税で賄われており、国が 4分の 3で自治体が 4分の lを負担する。被保護
者の急増により、扶助費が一般会計の 20弘、徴収税額対比率が 50協を超える自治体もででき
ており都市経営が困難となってきた。例えば、図表 10-1のとおり、保護率が全国トップの
大阪市では、住民一人当たりの扶助費約 20万円、市民の 17人に 1人が受給している実態
にある。そのため、多くの自治体の福祉事務所の現場では、「水際作戦Jと呼ばれかねない
不当な運用が無意図的に行われてきた(図表 5-1参照 p.33)。
842012年度の近畿の政令指定都市の普通会計決算では、歳出面で扶助費が各紙とも重荷になっており、
生活保護や障害者向けの給付など扶助費の伸びが続く 一方、投資的経費は抑制基調となっている.
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図表 10-1都市部の被保護人員の状況
これらの社会事象は次のような問題や課題を提起する。第 1は必要な制度利用者を生活
保護から遠ざける心理抑制である。第 2は受給者ノ〈ツシングの風潮を背景とした元厚生労
働大臣の「扶養義務の厳格化jへの法改正と「生活保護費の大幅削減Jの発言である。扶
養義務の厳格化の法改正は「パンドラの箱」を開けるようなもので扶養義務調査そのもの
の実効性に疑問が残余する。第3は生活保護費の見直しである。 2013年 1月 18日の社会保
障審議会生活保護基準部会の報告およびこの間の物価動向を勘案して、保護費の削減は、
2013年8月から 3年間で 670億円の保護費の削減が決定された。受給層にとっては厳しい
生活を余儀なくされる結果となっている。第 4は生活保護法の改正による不正受給に対す
る罰則の強化と保護の実施機関の調査権限の強化である。前章でもふれたが不正受給をめ
ぐる一連の批判は、生活保護法自体の処罰規定の存在意義を強調させるものとなり、保護
の不正受給罪というほとんど適用のない形骸化した生活保護法の処罰規定の見直しの契機
となった。
第2節 扶養華務をめぐる制度運用
扶養義務をめぐる社会事象として、 2012年高収入を得ている芸能人の母の保護受給が明
らかとなり国会議員が「不正受給」として国会で追及した。そのことを契機に多くの国民
の強い関心とともに、受給者への厳しい批判となった。生活保護は、補足性の原理として
私的扶養の優先を福っている建前と現実の制度運用との矛盾が焦点化した。扶養義務につ
いて、多くの国民は日本人の美徳として、子どもは年老いた親の面倒を見るのは当然であ
ると受け入れている。高額収入があるとされる有名タレントの母親の受給は、多くの国民
に不公平感を抱かせ、生活保護制度への不信感を募らせた。加えて、一部の生活保護の不
正受給や貧困ビジネスの不正受給事案を取り上げるメディアの論調がヒートアップした。
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こうしたことから受給層に対する強いスティグマを背景に「弱者たたきJ、「受給者ノ〈ッシ
ング」が巻き起こった。受給者への非難は典型的なステレオタイプで、その内容は、「パチ
ンコをしている、不正受給している、偽装離婚だ、外車を乗り回しているJなどの通報で
多くは同じような金太郎飴である。
扶養義務の取扱いは、保護の要件ではない等生活保護の制度理解が促進され、扶養義務
の強い呪縛から解放されるべきである。その義務履行は扶養義務者自身の生活が尊重され
その生活余力を援助するというものである。その結果、要保護者および扶養義務者ととも
に制度利用への抑制が緩和され、生活困窮者が排除されることなく相談や申請がしやすい
環境が整えられることになる。
第3節 福祉給付制度の適正化の動き
「貧困ビジネスJ、不正受給事犯や「扶養義務Jをめぐる不適正受給などを契機に国民の
生活保護に対する制度不信が高まっている。制度運用が無意図的に行われこうした事件を
背景に生活保護制度に対するマイナスイメージが形成され、更にそれが社会的弱者や保護
受給層へのパッシングに繋がっている。その結果、保護の申請手続きの厳格化や扶養義務
の強化をはじめとするプライパシ一保護に関わる人権問題、生活保護費の削減圧力などの
ベクトルに作用するなど社会経済的な影響は計り知れないものがある。例えば、基礎自治
体による注目すべき適正化の動きとして「小野市福祉給付制度適正化条例」の制定がある。
本条例は、生活保護費や児童扶養手当がパチンコや飲酒、ギャンブルなど浪費されること
を防ぐため、保護受給者がこうした浪費をした場合に、市民が通報するというものである。
市民が市民を監視するとし寸前代未聞の「監視条例」はメディアが大きく取り上げ議論が
巻き起こった。道中(2013)85は「生活保護費の不適切な消費と不正事犯である犯罪とが混同
されかねない危倶がある。Jと警鐘を鳴らすが、本条例案は可決され 2013年 4月から施行
された(毎日新聞 2013)。確かに不正受給は、市民の大切な税金で賄われている保護費や児
童扶養手当がパチンコや飲酒、ギャンブノレなど不適正に浪費されることは、市民感情とし
てて「許せなし¥J という気持ちを逆なでし、社会全体に生活保識や児童扶養手当等のイメー
ジを大きく傷つけるものである。本条例は市民に通報が義務付けられ、市民が市民を監視
するとしづ適正化という名のもとの「監視条例」である。日本弁護士連合会(2012)は、「あ
らゆる福祉制度が許容していないプライパシーの侵害に当たるj として、条例の廃止を求
める声明を発表している。不正受給が金額ベースで 0.4%であることの統計や受給層の厳し
い生活実態などが報告されていく中、受給者ノくッシングから自立支援への理解へと冷静さ
を取り戻しつつあるものの、社会全体の動きは、根強いスティグ‘マによる弱者叩き、受給
層パッシング等社会的排除の風潮は収まらず鎮静化に至っていない。こうした背景から罰
則規定の強化や保護費の削減への影響などその動向に注視しなければならない。
86道中(2013)W毎日新聞~ 2013年5月3日付論ステーションー「不正」と混同の危険性，p.11オピニオン.
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第4節 保護費の支給見直しの影響
昨年の 2013年度の当初予算案において、保護費を見直し総額 670億円削減(3年間)する
ことが盛り込まれた。ナショナルミニマムである保護基準額の削減は、さまざまな分野に
および」低所得者層への影響が懸念される。 2013年 1月の社会保障審議会生活保諮基準部
会(2013.1. 18報告)の報告を受け、厚生労働省は保護基準額の削減を決定した。 2013年 8
月から保韓基準額が改訂されたが、制度発足以来これほどの大幅な引き下げは前例がない
ものである。生活費にあたる「生活扶助jが3年かけて約 670億円 (6.5紛がカットされる。
そのため自立に向けた一層きめ細やかな支援の重要性が増している。
生活保護の基準は、最低賃金や住民税の非課税限度額、就学奨励法などさまざまな低所
得者対策と連動しており、住民税の非課税限度額が引き下げられれば、約 3100万人の非線
税世帯に多くの課税世帯が生じることや、生活困窮世帯の子どもに教材費などを支給する
就学援助制度にも影響がでる(図表 10-2参照)。就学援助等についてはできる限り、その影
響が及ばないように全閣僚で政府の対応方針が確認されているものの、就学援助の支給対
象者は、生活保護の基準を目安に各自治体が決めており、保護費の引き下げで打ち切られ
る可能性も否定できない。就学支援の打ち切りは、子どもへの『貧困の連鎖』につながる
恐れがある。特に子どもへの影響は大きく、下げ幅の大きいのは都市部の夫婦と子ども 2
人の世帯で、現在 22万2千円が、 2015年度には 20万2千円と 2万円の減額となる。
図表 10-2 生活保諮に連動する主な制度
l 住民税の非課税限度額
2 国民年金の保険料の免除
3 保育所の保育料の免除
4 就学援助制度
5 児童入所施設措置費、保育所運営費
6 中国残留邦人に対する支援給付
7 地域別最低賃金
.._ ~~ ..且
それでは、保護費がなぜ下げられることになったのだろうか。生活保護の給付額は国民
の消費の伸びに合わせて生活扶助の給付額を毎年改定する方式がとられている。デフレ経
済下の 20年、長年保能の基準が据え置かれ、消費者物価も下がり一般勤労者の賃金も減少
してきた。こうした中、「一般の低所得世帯に比べて生活保護の方が高しリと指摘されてき
た。また、与野党からも主観的ながらも生活保護の基準が高いのでは、といった議論があ
る。政府が削減を決めたのは、社会保障審議会の 2011""'2013年の検証結果で「生活扶助は、
子どもがし、る多人数世帯ほど高めで、高齢の単身世帯は低め」という結果が出たためだ。
そのことを踏まえて厚生労働省は、国民生活の消費動向や家計費、物価の変動などの要素
を総合的に勘案して今回の基準を定めている。た。というものの、問題はそれ以外の政治
的な怒意的なものを感じられずにはいられない。見直しの社会的背景として、一つは、生
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活保諮基準そのものに対する国民の不満がある。情緒的な問題として黙殺できないほど公
平感を損ねている。理由は既述のとおり、保税基準が相当のレベルに達し、低所得者層と
のバランスを失しているというものである。 二つは、貧困ビジネスの不正受給やお笑いタ
レントによる扶養義務をめぐる不適正受給などを契機に国民の生活保護に対する制度不信
がピークに達していることである。
第5節 生活保護の不正受給の厳罰化
立法者の趣旨として、生活保諮法第85条の規定が犯罪の抑止的効果を意図したものであれ
ば、犯罪抑制といった未然防止の観点から生活保護法第85条の 3年以下の懲役が妥当であ
るかどうか処罰規定の存在意義を一歩踏み込んで見直す必要もある。生活保護法の改正案
は不正受給の罰則を強化するなどの引き締めを図るものとなっている。具体的には3年以
下の懲役または、 100万円以下の罰金、その他不正分の返還金にペナルティとして4害IJを加
算するといった処罰規定を見直し厳罰化の動きとなっている。他方、既述のとおり、国民
年金法においては i3年以下の懲役文は 100万円以下の罰金」であることや詐欺罪の刑法第
246条「人を欺いて財物を交付させた者は、 10年以下の懲役に処するj との量刑上の整合
を図る必要もある。
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第 1章 生活保護の自立支援プログラム
第1節 「自立助長』から「自立支援」への潮流
1背景
生活保護制度のもとで「自立支援j が語られるようになったのは 2000年以降である。理
念的には「自立支援」概念の導入は、生活保護法に依拠するものではない。そもそも生活
保説法には、「自立助長」を示す項目(生活保護法第 l条、地方分権一括法の地方分権に伴
う生活保護法の一部改正による第 27条の 2)はあるが、「自立支援」としづ文言は見当たら
ない。社会福祉基礎構造改革の経過のなかから新しく生まれた造語である。
2000年代の初頭からこの「自立支援」という心地の良い響きのキーワードが、社会福祉
関係法に頻繁に使用され始めた。「ホームレスの自立支援等に関する特別措置法(2002)J、
「改正児童扶養手当法(2004)Jの『自助努力義務』の文言明記、「生活保護自立支援プログ
ラム (2005)J 、「障害者自立支援法(2006)J、「生活支援戦略の報告書(2013)Jの『切れ目の
ない就労・自立支援とインセンティプの強化』項目、「生活困窮者自立支援法(2013)J と続
出している。ただ、生活者への「支援」であるという視点が軽視され、生活(生存)のため
の支援よりも「自立」が強調されすぎたことへのアンチテーゼとして、「障害者総合支援法
(2013) Jの成立もあるが、総じて、「自立支援Jのうねりとなっている。
生活保護制度への「自立支援J導入は、 2003年に設置された「生活保護制度の在り方に
関する専門委員会(以下、専門委員会という)J (報告書)が直接の契機となった。このよう
に自立の概念は「自立助長Jから「自立支援」へと再構築され、生活保護の制度運営にお
いて大きな政策転換となった。以来、「自立支援」は、社会福祉のさまざま分野で強調され
るようになり、生活保護においては、 2005年度より生活保護自立支援プログラムが策定・
実施されることとなった。さらに、 2013年 12月に改正生活保護法と生活困窮者自立支援法
では、「自立支援」の一体的な推進が強調されている。
2ワークフェアの潮流
近年、欧米の先進諸国を中心に公的扶助受給者に対する就労自立への圧力が強まってい
る。ワークフェア (workfare)とは、福祉(welfare)と労働・就労(work)86の合成語である。
小林(2007)87によれば 1968年に公民権運動の指導者で、あったチャールズ・エヴァーズによ
って考案され、 1969にニクソン大統領が演説で使用して広まった。また、クリントン政権
が IEndingof Welfare as We Know itJ (我々のよく知る福祉はおわりにしよう)というス
ローガンを掲げ福祉改革を実行している。
86この場合の労働とは賃労働を指す。 Workの範囲を範囲を賃労働のみに限定してしまうことの問題点は
多くの論者が指摘している.アンベイドワーク、シャドウワークといった無給労働を含むかどうかは
大きな論点となるが、ここでは扶助的論理から有給賃労働として限定的に捉える.
87小林勇人(2007)rワークフェア構想の起源と変容ーチャールズ・エグァーズからリチヤード・ニクソ
ンへJWCore Ethics~ Vol.3， 133-142. 
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こうしたアメリカの福祉改革の影響を強く受けたイギリスでは、ブレア政権下で
IWelfare-to-work(福祉から就労へ)Jへと政策変革している。その思想的基盤は、サッチ
ャー(Thatcher)政権時代の市場原理に基づく「規制緩和Jや「税のフラット化Jと同様、
「福祉の抑制」の考え方と符合する。
宮本(2004)88は、ワークフェアの背景として「社会権にオブリゲーション(=義務、責任)
を伴わせる」ことが要請されるようになったことを強調している。例えばアメリカは 1960
年代の福祉爆発と呼ばれる福祉受給層の拡大とそれに対する中間層の反発の中で福祉国家
の危機が声高に叫ばれ、福祉の給付条件として就労を求めていくことが提案されることと
なった。
ワークフェアは広義な概念であるが、ここではワークフェア::::I雇用志向社会政策Jとし
て、公的扶助受給者に対して労働を通じて福祉への依存を軽減させる政策の一環として捉
える。公的扶助受給者に対して就労を促そうとする動きが、ここ数年強調されてきており、
①増大する福祉財政の削減、②フリーライダー、福祉依存に対する批判、③長期的な失業
状態から労働市場への包摂などから、その政策の必要性が訴えられている。
2ワークフェアへの批判
ワークフェアは、福祉と就労の関係の構築ということで世界潮流となったが、いくつか
の観点からの批判もある。宮本(2004)を参考に代表的なものとして、第 1社会権の否定・
福祉国家の解体に対する批判、第 2ワークフェア改革の効果に対する批判、第 3就労と福
祉を連携させることそのものに対する批判、を挙げることができる。
埋橋(2007)89は、ワークフェアを考えるにあたっては、現在の劣化した労働市場の中では、
ジェイミー・ベックの警鐘「福祉受給者がワークフェアにより ~any job is good job(ど
んな仕事でもいい仕事である)~として、不安定なままの労働市場へ押し戻され、新たなワ
ーキングプアとなるj が現実のものとなる可能性を指摘している。また、樋口 (2004)90は、
「福祉から就労へ」を重視することは社会保障の分野において「労働可能な層と不可能な
層J、「自立しやすい層と自立が困難な層Jを 2分し、結果的に新たな排除の境界線を引く
ことになるという点を指摘している。同様に「就労可能な自立しやすい層Jにのみ支援が
集中するクリームスキミングの問題も存在する。
他方、自立支援という観点からの批判もある。布)1 (2009)は、自立支援の強調を新自由
主義の自助・自己責任のながれ、生活保護受給者は保護に依存しているというモラルハザ
ード言説に対するわかりやすいアンチテーゼ、受給期間が長期化するのを防ごうとする財
88宮本(2004)は、保守的な勢力は福祉依存(WelfareQueen)や福祉国家の危機を強調することでワークフ
ェア政策を推進しようとしていたが、同時に社会民主主義勢力からも新しい福祉国家のモデノレとして
就労支援を重視するワークフェアを展開させようとする動きもあったことを指摘している.
89埋橋孝文(2007)iワークフェアの国際的席巻ーその理論と問題点JWワークフェアー排除から包摂へ?Jl
法律文化社，pp.15-45.
90樋口 (2004)i現代社会における社会的排除のメカニズムー積極的労働市場政策の内在的ジレンマをめ
ぐってJW社会学評論Jl217，pp.2-18. 
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政縮減対策、社会への再統合をはかるソーシヤル・インクノレージョンとし、う福祉改革の流
れを指摘する。これに加えて、道中 (2013)91は、現下の増大する保護費の抑制、不正受給や
不適正受給をめぐる生活保護に対する制度不信、生活保護費であるナショナルミニマムに
対する不満からのパッシングなど社会的経済的な事由を指摘している。
3生活保護制度と社会福祉関連法の自立支援
1995社会保障審議会は「社会保障体制の再構築(勧告)の基本方針で「まず、第一に重要
なことは、すべての国民が社会保障の心、すなわち自立と社会連帯の考えを強くもつこと
であるJと規定している。この勧告を踏まえて設置された中央社会福祉審議会は「社会福
祉基礎構造改革について(中間まとめ)Jにおいて これからの社会福祉の目的は、従来の
ような限られた者の保讃・救済にとどまらず、国民全体を対象として、このような問題が
発生した場合に社会連帯の考え方に立った支援を行い、個人が人としての尊厳をもって、
家庭や地域の中で、障害の有無や年齢にかかわらず、その人らしい安心のある生活が送れ
るよう支援することにある」とし、社会福祉の目的は「自立支援」にあるとした。
2000年 6月の社会福祉法改正を契機に社会福祉の各分野(児童・母子・高齢者・障害者・
若年者・ホームレスなど)に「自立支援」の理念を取り入れた関係法の改正・制定が相次
いだ(ホームレス自立支援法(2002年)、障害者自立支援法(2005年)など)。中西はこれら
の自立支援を中心理念においた一連の政策群を「自立支援型政策Jと名付けている
(2007: 179)。
2001年度『厚生労働白書』の副題は「障害にわたり個人の自立を支援する厚生労働行政」
であり、「自立を支援する社会保障制度Jという方向性が強く打ち出されている。また、
2001年度には厚生労働省内に「低所得者のあらたな生活支援検討プロジョクトチーム」
が発足し、 2002年 1月報告書では「働く意欲と能力のある人に対しては、就労支援と福
祉貸付けといった自立支援策を一層推進する必要がある」と記されている(福原 2005)。
第2節 生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告
1 r生活保護制度の在り方に関する専門委員会jの設置
社会福祉における「自立支援型」への改革が進む中、生活保護制度にもその影響は及ん
だ。 2002年「社会福祉基礎構造改革法案」に対する衆参両院の国会付帯決議、 2003年「骨
太の方針 2003年」、社会保障審議会意見」、「財政制度等審議会建議」において生活保護制
度の見直しが必要との指摘が相次いでなされた。
2003年 8月「生活保護制度の在り方に関する専門委員会(委員長岩田正美)Jが設置され
た。専門委員会は「利用しやすく自立しやすい制度へj という方針のもとに保謹基準の在
り方、保護の制度・運用の在り方、そして自立支援の在り方について議論を重ね、その成
91道中(2013)r不正受給・貧困ビジネス」と社会経済的影響J ~警察皐論集』警察大学校編第 66 巻第 5
号，立花書房.
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果はその後の生活保護行政に大きな影響を与えることとなった。
しかしながら、生活保護制度のなかに「自立支援Jがどのように組み込まれたのかは議
論されておらず釈然としない。行政運営において、「自立助長Jと「自立支援」とは同ーの
ものとして取り扱われている。現在においても「自立支援」の理念的な議論はされていな
いものの、行政実務上の方法論として実践的には定着したものとなっている。専門委員会
は「自立支援」を提案したのではなく、生活保誰制度への「自立支援Jの導入の方法論を
議論したものと考えるべきであろう。
2自立概念の再構築ー3つの自立
「自立支援J機能のあり方について検討を行った専門委員会にとって目標とすべき「自
立」の定義は大きな論点であった。これまで保護の実施機関において「自立」とは「保護
廃止」とほぼ同意語で、あった。すなわち「自立Jとは経済的な手段を得て保護からの脱却
と促えられていた。しかし、専門委員会は、新たな社会福祉の基本理念をもとに自立観の
大幅な再構築をはかったものといえよう。
「自立支援Jとは、社会福祉法の基本理念にある「利用者が身心共に健やかに育成され、
又はその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように支援するものJを
意味し、就労による経済的自立のための支援(①就労自立やその抱える問題等に応じ、身体
や精神の健康を回復・維持し、自分で自分の健康を回復し、健康・生活管理を行うなど日
常生活において自立した生活を送るための支援(日常生活自立支援)や、社会的なつながりを
回復・維持するなど社会生活における自立の支援(社会生活自立支援)をも含むものである
(生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告書)。
これらの 3つの自立(①就労自立、②日常生活自立、③社会生活自立)は、専門委員会の
最大の成果のーっと言われている(布J1 2009: 124)。確かに「自立=保護廃止」と捉えられて
いた従来の保護行政からすると、この転換は画期的で、あった。この自立概念の拡張と「自
立支援プログラム」が提案されたのが、第9回専門委員会である。この委員会を契機に今
後の生活保護制度への「自立支援」導入の方向性が示されることとなった。大川委員の意
見において「自立支援プログラム(実施機関が就労を積極的に援助する自立支援フ。ログラム
の新設)Jがはじめて提案され、続く阿部委員の発表では障害者の自立生活運動や高齢者の
自立をめぐる議論を踏まえた、経済的自立を超えた社会的な「自立」についての概念整理
がなされた。その後の議論の結果、最終的に 13つの自立」が専門委員会の最終報告書に
掲載されることとなった。
3厚生労働省通知による実践
専門委員会の最終報告を受け厚生労働省は 2005年3月 31日付け 12005年3月 31日に
「平成 17年度における自立支援プログラムの基本方針について」を示達している。
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第3節 自立支援プログラム
1自立支援プログラムの運用
2005年度の厚生労働省通知により全国の自治体で自立支援フ。ログラムが策定・実施され
ることとなった。自立支援プログラムは、①就労自立(経済的自立)、②日常生活自立、③
社会生活自立の 3類型に分類されている。厚生労働省通知において、「初年度は早急かっ優
先的にハローワークとの連携により就労支援を行う『生活保護受給者等就労支援事業活用
プログラム』の実施に取り組むこと」とされ、就労自立のためのプログラム策定が実施さ
れた。
自立支援プログラムは、実施機関が管内の被保護世帯、地域の社会資源や雇用情勢等の
実情を踏まえ、独自に整備するものとされていた。しかし、厚生労働省は毎年度末に次年
度の自立支援プログラムの運用方針を定め、補助金での推進事業を創設することで同省の
運用方針に沿った自立支援プログラム策定を求めた。
2総務省(行政監察局)による勧告
一方、 2008年の総務省の行政監察局による行政監察結果を踏まえた厚生労働省に対する
勧告では、「自立支援J機能のあり方について検討を行った専門委員会報告では、自立支援
プログラムには、①就労自立(経済的自立)、②日常生活自立支援、③社会生活自立の 3つ
に類型化しているにも拘らず、全国の自治体のほとんどが①就労自立(経済的自立)に偏重
している実態にあることを指摘し、生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム以外の
個別プログラムの策定・実施を推進するよう勧告している。
総務省の行政監察局による勧告受け、厚生労働省の運用方針は 2006年度および 2008年
度において、生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム以外の個別プログラムを策
定・実施することを全自治体に示達しているが、この年度以外はすべて就労自立支援プロ
グラムを優先・充実・強化することを求めている。
実際のプログラム参加者数の違し、からも分かるように(図表 11-1)、自立支援プログラム
は発足時から現在に至るまで一貫して、就労自立(経済的自立)のための支援が優先されて
きたといえよう。自立支援プログラムは、自民党政権下で政策形成されたものがその後の
民主党政権においてもその基本的な方向性は変わっていなし、。「生活保護受給者のうち就労
能力がある者の支援対策」として、就労支援事業が、第 l回事業仕分けの対象となったが、
結果は「個別、予算化増額も含めて検討すべきJという異例のプラス要請の見直しであっ
た。このように生活保護受給者に対する就労支援については、一層の強化の方向性が示さ
れている。
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図表 11-1 自立支援プログラムの策定・参加状況
プログフム類型等 2008 2009 
1就労支援に関するプログ、フム プログフム数 2，174 2，087 
参加者数 88，631 74，519 
2経済的自立に関するプログpフム プログフム数 1，614 1，549 
参加者数 153，415 124，210 
3日常生活支援に関するプログフム プログ、フム数 2，048 2，008 
参加者数 39，874 36，246 
4社会生活自立に関するプログフム プログアム数 303 307 
参加者数 20， 324 16，597 
注:東日本大震災の影響により、一部自治俸の取り組み状況は反映していない.
lおよび2は一部プログラムに重複がある.1は生活保護受給者等就労支援事業分を含む就労支援
に関わるプログラムであり、2は同事業分を除いた就労支援に関わるプログラムで中学生の高校進
学支援、年金受給に関する支援等を含んだ経済的自立全般に関わるプログラム.
3セーフテイネット補助金
保護の実施機関にとって、自立支援プログラム導入にあたり、財政的な裏付けとなった
のが「セーフテイネット支援対策等事業費補助金j で、あった。この補助金制度は自立支援
プログラムを策定・実施するにあたり生じる費用を 10分の 10で国庫補助するというもの
である(日常・社会生活及び就労自立総合支援事業」のみ補助率4分 3)。一般的に生活保護
費の負担割合は、国庫4分の 3、自治体4分の lであるが、この補金制度により、自治体は
自立支援プログラムの運営実施に必要な費用を賄うことが可能となった。
自立支援プログラムに関する厚生労働省の運用方針はあくまでも「技術的助言Iであるが、
運用方針に沿わず指定のフ。ログラムが策定されていない自治体を公表する、自治体のプ
ログラム策定状況をもとに補助金の採択優先度を決定するといった対応もあり、殆どの自
治体は厚生労働省の運用方針に沿う形で自立支援プログラムを策定することとなった。
4個別支援プログラム
自立支援プログラムのなかで被保植者の抱えるさまざまな目黒題や問題に対応するため、
地域の社会資源等も踏まえながら策定される個々のプログラムを個別支援プログラムと呼
ぶ。厚生労働省が制度導入にあたり全国の自治体に示した「自立支援プログラム導入のた
めの手引(案)について」では、プログラム例として、図表 11-2のように、 11種類の個別支
援プログラムを例示している。
図表 11-2 個別支援プログラム
個別支援プログラムの例示
l 生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム
2 福祉事務所における就労支援フ。ログラム
3 若年者就労支援プログラム
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4 精神障害者就労支援プログラム
5 社会参加活動支援フ。ログラム
6 日常生活意欲向上フoログラム
7 高齢者健康維持・向上プログラム
8 生活習慣病患者健康管理プログラム
9 精神障害者退院促進支援事業活用プログラム
10 元ホームレス等居宅生活支援フ。ログラム
11 多重債務者等対策フロログラム
図表 11-3 自立支援プログラム策定と運用方針の推移
自立支援プログラム策定実施推進 自立支援プログラムの運用方針
事業
2005 生活保護受給者等就労支援事業 -実施機関においては、ハローワークとの連携により就労
(平 17) 健康管理支援事業 支援を行う生活保護受給者等就労支援事業活用プログラ
退院促進個別援助事業 ムの実施に向け、早急かっ優先的に取り組むこと
2006 生活保護に関する先駆的・試行的事業 -全自治体において、生活保護受給者等就労支援事業活用
(平 18) プログラム以外の個別プログラムを策定・実施すること
2007 精神障害者等退院促進事業 -全ての地方自治体において、生活保護受給者等就労支援
(平 19) 稼働能力判定会議設置事業 事業活用プログラム以外の就労支援に関する個別支援プ
ログラムを策定・実施すること
-自立支援の手引きの作成
2008 自立支援業務に関する研修事業 -平成 20年度までに、全ての地方自治体で、債務整理等
(平20) 健康診査及び保健指導活用推進事業 の支援に関するプログラムを策定すること
[総務省「生活保護に関する行政評 -自立支援に関する研修の手引きの作成
価・監視結果に基づく勧告J92] -各都道府県における自立支援を組み込んだ研修奨励
2009 母子世帯に対する就労支援等事業 -各自治体においては、更に幅広い自立支援プロク守フムの
(平21) 就労支援業務に関する研修事業 策定に取り組まれたい。就労支援員に対する対人援助技術
就労意欲換気等支援事業 の取得等研修の実施。特に、①現下の雇用情勢の影響で失
子どもの健全育成支援事業 業したこと等により新たに保護が開始された者に対する
早期の就労支援に関するプログラム、②母子世帯に対する
就労支援等に関するプログラムについて、充実・強化をお
願し、する
2010 居宅生活移行支援事業 -各自治体においては、更に幅広い自立支援プログ.フムの
(平22) 策定に取り組まれたい。特に、現下の経済・雇用情勢を踏
まえて、就労支援の充実・強化をお願し、する
2011 「福祉から就労」支援事業 -各自治体においては、更に幅広い自立支援プロク守フムの
(平23) 社会的な居場所づくり支援事業 策定に取り組まれたい。特に、現下の経済・雇用情勢を踏
まえ、稼働年齢層の生活保護受給者に対する更なる就労支
援の充実・強化をお庫品、する
2012 日常・社会生活および就労自立総合支 -各自治体においては、これまで以上に就労支援に取り組
(平24) 援事業 んで頂くとともに、子どもの健全育成に関する支援や、就
労が困難な生活保護受給者に対する社会的自立の支援に |
ついてもより一層強化するようお願いする
出典:厚生労働省「社会・援護局関係主管課長会議資料(平成 12年3月 1日)Jをもとに筆者作成.
92総務省「生活保護に関する行政評価・監視結果に基づく勧告一自立支援プログラムを中心としてJ(平
成 20年8月). 
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総務省(行政監察局)による勧告や財政的な裏付けである「セーフテイネット支援対策等
事業費補助金J制度により、自立支援プログラムは、大きく推進され、新たな段階に入っ
た。自立を経済的自立による保護からの脱却として、狭義にとらえるのではなく、「全ての
被保識者は自立に向けて克服すべき何らかの課題を抱えているものj という視点から、各
自治体の創意工夫により、就労支援以外の個別支援プログラムが策定されることとなった。
5自立相談支援事業
生活保識に至る手前の段階の自立支援を強化するため、次の生活困窮者支援を行うこと
とされた。①就労の支援その他の自立に関する問題についての相談対応、②生活困窮者の
抱えている課題を評価・分析し、そのニーズを把握、③ニーズに応じた支援が計画的に行
われるよう、自立支援計画を策定等本人の状況に応じた支援が強調されている。
支援方策は、住居支援、就労支援、就労準備支援事業、就労訓練事業(中間的就労)、緊
急一時支援(一時生活支援事業)、家計相談支援事業、子ども・若者支援(学習支援)の分野
に体系化された。
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図表 11-4 自立支援フ。ログラムの策定・実施状況 (24年3月末現在)
プログフムの内容 プログフム プログフム実施
(経済的支援に関する個別支援プログアム) プログ、フム数 参加者数 達成者数※2
「福祉から就労」支援事業実績(保護受給者分)※l 一
ハローワークの一体的実施事業により就労支援を実施 85 
就労支援専門員等の専門職員を活用して就労支援を実施 684 
協力事業所において職場適応訓練を実施 26 
就職セミナー開催など就労意欲高揚に特化した支援 36 
sv・cwのみで就労支援 405 
就労の体験 19 
資格取得に関して支援 27 
年金裁定や年金受給権の再確認など年金受給の支援 79 
その他の経済的自立に関する個別支援プログラム 108 
小 言十(r福祉から就労」支援事業分を除く) 1，469 
(日常生活自立に関する個別支援プロク。フム) プロクcフム数
入院患者(精神障害者)の退院支援 294 
入院患者(精神障害者以外)の退院支援 47 
看護師や保健師の派遣など傷病者の在宅療養を支援 54 
ヘノレパ一派遣や介護・障害認定の再確認など、適切な介護サー 113 
ピス・障害福祉サービスの提供を支援
健康管理など、在宅高齢者の日常生活を支援 221 
健康管理など、在宅障害者の日常生活を支援 119 
母子世帯の日常生活を支援 87 
多重債務者の債務整理、金銭管理等の支援 771 
金銭管理の支援 49 
アルコール依存症、ギャンフザル依存等の日常生活の支援 24 
外国人・帰国者等の日常生活を支援 15 
総合的に支援 70 
その他の日常生活自立に関する個別支援プログラム 102 
小計 1， 966 
C社会生活自立に関する個別支援プロクーフム) プログフ
ボフンアイア活動(福祉、環境等に関する地域貝献活動、公園 91 
清掃など)に参加
引きこもりの者や不登校児に対して支援 95 
元ホームレスに対して支援 62 
中学生の高等学校等への進学、高校生の在学の継続など児童・ 220 
生徒に対して支援
その他の社会生活自立に関する個別支援プログラム 52 
ノI、 言十 520 
合計(r福祉から就労」支援事業分を除く) 3， 955 
※l職業安定局調.
※2達成者数は、自治体が定めたプログラムの目標を達成した者の人数.
出典:厚生労働省社会・援護局保護課資料をもとに筆者作成.
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24， 771 13，404 
1，411 671 
81，268 29，951 
1， 619 985 
4， 818 1，579 
23，178 5， 351 
1，200 195 
621 521 
80， 754 11，633 
2， 090 707 
196，959 51，593 
参加者数 達成者数
6， 012 1，472 
922 597 
417 289 
1， 108 713 
17.015 8， 290 
2，458 841 
761 277 
4， 282 1，586 
427 341 
117 14 
217 50 
21，306 17，558 
5， 307 4， 210 
60， 349 36，238 
参加者数 達成者数
887 695 
1， 058 544 
9，236 8， 143 
10， 184 6，825 
7，393 959 
28. 75B 17.166 
286，066 104，997 
第 12章生活保護制度改革の視点と課題
第1節制度改正への視座
憲法は第 25条において「健康で、文化的な生活をおくる権利93(theright to maintain the 
minimum standard ofwholesome and culturalliving)jの保障を調ってし、る。この生存権を具
体に保障するのが生活保護制度であり、国民が現に生活に困窮すれば、その困窮の程度に応じ
て最低生活に足る保護が受けられる制度である。その特徴は、国家責任を基底として①保護請求
権「無差別平等の原理94j (生活保護法第2条)、②健康で文化的な最低生活保障の原理(生活保
護法第3条)、③保護の補足性の原理(生活保護法第4条)を規定している。特に「無差別平等の原
理」は、 1834年のイギリスの新救貧法の有能貧民(able-bodied)と無能貧民(impotent)を区分した
異なる処遇や旧生活保護法95の差別的な欠格条項を排除し、日本国民で生活困窮という事実が
あれば、その事由がし、かなるもので、あってもそのことは問わない。
わが国は当然ながら市場原理の自由主義国家を標梼している。国民は困窮すれば、独立、責
任、自尊などの観念とその社会的基盤を保持しつつ、「健康で文化的な生活を維持」するために
必要な給付を受けることができる。市場では、個人の貢献に対する市場的な評価に基づいて資源
が配分されるシステムをとるが、それに対し憲法で福われる「健康で、文化的な生活を維持」は、具
体的には生活保護制度において具現化され、「理由を問わず困窮すれば、保護を受給できるJと
いう点から、自己責任の原則や市場原理とは異なる論理構造を有する。とは言っても、憲法第 25
条の崇高な理念を謡う生活保護制度の実際の運用においては、法第4条の「保説の補足性jの原
理により、保護を受ける側の義務を要請するとともに厳しい市場原理としづ模が打ち込まれ、理念、と
実践において均衡を保持させている。
2000(平成12)年の社会福祉法の改正をターニングポイントとして以降、生活保護の制度改革へ
の世論醸成が推進され改革論議が高まりつつある。改革論議の重要な視座として次の3点が重要
である。
第1の視点は、財務縮減ありきではなく国民生活の「最後の砦」として重要なセーフテイネットの
役割を果たすべきで、ナショナルミニマムの崩壊に繋がるような安易な基準額の切り下げや抑制は
避けなければならない。また、その機能を過少評価すべきでなく適切な社会評価を行うことであ
る。
第2は、生活保誰制度を市場的原理の論理に変革しようという方向性、つまり市場原理と異なる
論理を保持しようとするのであれば生活保護制度の規模の縮減を行おうとするベクトルと、制度運
用において、「困窮Jや「福祉well-beingjの評価にあたって市場原理とは異なる視点から判断し、
93Article 25. All people shall have the right to maintain the minimum standard ofwholesome and 
culturalliving. 
2 in al spheres of life， the State shall use its endeavors for the promotion and extension of social 
welfare and security， and of public health. 
94生活保護法第2条に規定する「無差別平等の原理」は、|日生活保護法(1950)の公的扶助制度下での欠格条
項を排除し、生活困窮とし、う事実があれば、その事由がし、かなるもので、あってもそのことは問わないとした.
95旧生活保護法昭和21年 9月9日法律第 17号，廃止(昭和25年 5月4日法律第 114号).
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生活保護制度の固有論理の確立を行おうとするベクトルで、ある。これら双方のベクトルはいずれも
公的扶助としての生活保護の積年にわたる根源的な課題でもある。これまでの生活保護制度の論
理は扶助的論理で捉えられてきた。しかし、「自立支援Jとしづ概念、からは福祉的論理から
の展開には限界がある。今後は、社会的包摂 (Socialinclusion) %を視座に扶助的論理か
ら福祉的論理へと転換を図り、要保護者への自立支援が重要となろう(図表 12-1)。
第3は、現在の貧困問題の基底にあるものは、個人の自己責任というよりも循環型の市場経済社
会の社会構造化された要因によるものとしヴ認識が必要である。これらを制度改正の基本的な視
座として、単に財源縮減や社会的援護を要する人々の排除や制度利用者へのパッシング、とならな
いよう抜本的な制度設計へと改革を推進しなければならない。
図表 12-1 扶助的論理から福祉的論理への包摂
扶助的論理 福祉的論理
人権規定 幸福追求権(13条)97に基づく自己決定として自立した生き方の追求を可能にする条件整備
生存権保障(第 25条)
共通相互 「自立助長の概念Jの再確認
「自立支援プログ、ラム」参加の任意性と相互性、ステイクホノレダーとして社会資源の利用
社会シスァム 組織内部の論理性 組織外部の論理性
歴 史 歴史的には福祉を広く包摂 歴史的には扶助から分枝した福祉
対 象 「貧困J原因、過去は間わない 個別ニーズ
手 段 経済的給付 サービス給付
実践方法 ミーンズァスト(資力調査)/スアイグ、 契約法上の自由の原則、応益負担、保険原理につい
てr ては図表6を参照
語葉の表現 否定的文言 肯定的文言
「指導指示J、「検診命令j、「措 「契約J、「入所J、「援助・支援J
置」、「収容J(I入所J2000文言整理)
出典:平成21年度「全国生活保護査察指導に関する研究協議会資料J，p73厚生労働省保護課(筆者作成).
第 2節 ファイナルセーフテイネットの課題
世界規模での金融危機が我が国の実体経済にも深刻な影響を及ぼす中、社会保障政策の信頼
感を回復させ、誰もが安心できる社会を構築しなければならない。そのためには、まずは整合性の
とれた、わかり易い労働政策や社会保障政策に制度設計し直すことが必要で次のような方向性を
提示したい。第一に安心で、きる所得保障関連のセーフティネットの再構築として、基本的なセー
フテイネットで、ある①雇用・就業、②社会保険、③公的扶助の3つの張り直しが急がれる。
特に、①の雇用・就業のネットでは、労働市場の構造変化により労働基準が劣化している背
96ソー シヤノレインクノレー ジョン(Socialinclusion)は、貧困者やホームレス、文化的な相違によって社会におい
て孤立している日本国籍を有しない住民等を社会から排除された人々としてとらえ、共に生き、支え合い、誰も
が排除されない社会づくりをめざす概念『社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検
討会(報告書)~(2000) に「ソーシヤノレインクノレージョン(Socialinclusion)とし、う考え方が取り入れられている.
97幸福追求権(憲法第13条)は、新しし、人権として①肖像権、②プライバシー 権、③名誉権、④自己決定権があ
るとされている.
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景から、生活保護受給層に限定することなく、非正規雇用者等に対する一般労働政策としての支
援策の強化が急がれている。②の社会保険のネットでは、超高齢社会への移行のなか、社会
保障制度として位置づけられる基礎年金の給付と生活保護のポパティラインの整合や保険原理
を基本としつつも、税との一体的な制度設計の在り方が問われている。要するに保険原理を社会
保障の基軸と考え、生活保護を補完的機能としてとらえている現行の制度設計を維持するのであ
れば、年金が生活保護の最低生活費に満たない場合は、その不足相当分を生活保護で保障する
ことである。また、基礎年金の位置づけとして最低生活を保障するものとして確立されれば、基礎
年金額と生活保護の最低生活費と一体化すべきものである。こういった理念のないまま年金と一体
的な額の比較や調整による安易な保護基準の切下げはナショナルミニマムの崩壊を招くこととなり
慎重を要する。③の公的扶助のネットは、社会保障を基軸とした年金制度や住宅政策、教育、最
低賃金をはじめとする雇用保険による失業給付などの労働政策と一体的に展開され、補完的な機
能として制度設計されている。しかし、貧困が顕在化しつつある日乍今、社会保障における生活保護
制度のもつ役割、機能のフレキシブルな対応への期待が高まっているにもかかわらず、制度疲労
や厳しい制度運用に阻まれ、制度が利用しlこくし、ものとなっている。
2000年社会福祉法の改正の際に衆参両院の付帯決議で生活保識の制度改革を要請した趣
旨は、加算、保護基準レベルの改正に止まらず、社会政策として制度設計まで踏み込んだ抜本
的な改革への要請で、あった。しかしながら、 二次的セーフティネットに位置づ、けられる生活保護制
度の改革は一筋縄ではし、かない。制度そのものが複雑で生活全般を支える包括支援型の制度と
して組み込まれているためである。
生活保護の制度改革は、雇用や年金、医療保健、介談、教育、住宅をはじめとする生活保護
以外でのセーフテイネットをきめ細かく再構築する必要がある。制度改革は、広範な領域の
一次的セーフテイネットとの同時履行の改革を要するため単独で、の改革は難しい。
生活保護制度においても制度設計にない予防的視点からのヘルスプロモート政策や医療
扶助をめぐる課題も山積している。
厚生労働省は、社会保障審議会生活保護基準部会98の報告(2013年1月18日)を受け、同年
8月から生活保護基準額の削減(6.5%)を実施した。引き続き、この生活保護基準部会においてポ
パティラインの生活保諮基準の算定方式、程度等に関する見直しが議論されている。生活保護基
準は、わが国の重要なポパティラインで、あり、「健康で文化的な最低限度の生活」を具体化したも
のである。
この生活保護基準は、生活保護以外の多くの税制度や最低賃金、福祉諸制度の算定基礎とな
っていることなどその変動の影響は大きい。そのため保護基準は、さまざまな労働経済指標や国民
の消費生活実態を踏まえた、一般の低所得者層と生活保護受給層との均衡を図る合理的なもの
でなければならない。特に子どものいる受給世帯への教育的配慮は、貧困の世代聞の連鎖を断
つためにも重要である。
981生活保護基準部会」は社会保障審議会の常設部会として設置され、平成25年 l月18日社会保障審議会生
活保護基準部会報告書(委員長 駒村康平)を提出している.
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生活保護世帯に対する教育支援は、緊急度、優先度の高い公共政策とはとして位置付けられる。
自治体や事業委託を受けたNPOが実施する「学習支援」や募金活動による資金で塾や予備校で
も使える「塾クーポンJを支給するNPOもある。教育支援の「塾クーポンJは小学生から高校生まで、
塾や予備校など使える年間 50万円"'-'25万円分のクーポン券を配布するものでその取り組みが注
目されているが、申込者数が少ないことなど実施方法をめぐって批判もある。他方、自主財源で学
習支援取り組む NPOや職能団体も見受けられるが、ボランタリズムに期待される運営には限界性
も指摘される。官公の公務体系での支援力が弱体化する中、私法体系を活かした公共財の投入
による新しい公共政策モデルの構築が急がれる。
こうした喫緊な課題への施策と同時に生活困難層の社会的不利益の世代間継承を断つた
め、小学校就学を 1歳早め 6歳から義務教育とすることなど早期の介入政策や高等学校の
義務教育化など優先度の高い課題への政策形成も必要である。
生活保護受給者の自立を促す一方で、低所得者が生活保護受給に至らないようにするこ
とが重要である。誰もがわかり易く使いやすい制度としての中間的なセーフテイネットを
整備しなければならない。きめ細やかな支援を行ううえで福祉事務所の実施体制の整備は
必要不可欠であることを指摘している。社会保障における国民生活の最後の拠り所である
ファイナルセーフテイネットの在り方については、今後の研究課題とした。
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おわりに
少子高齢社会の進展によりわが国の社会保障は、諸外国をはるかに上回るスピードで進
展する超高齢社会に対応しなければならない。高齢者の就労と非就労(労働市場からの引退)
とも連動する年金支給開始年齢および給付水準と保険料の問題、長寿ならではの医療や介
護の困難な課題もある。加えて、高齢者の社会的孤立や単身世帯化など家族の在り方や地
域社会の抱える課題もクローズアップされてきた。超高齢社会にあって、さまざまな分野
での住民ニーズは大きく変容している。高齢期の生き方として、 一人ひとりが課題として
認識しなければならない。就業人口が減少する中で高齢者の就労環境の整備も大切な視点
である。
社会保障制度改革国民会議の報告書に基づいて 2013年 12月に成立した社会保障改革の
全体像とその進め方を示すプログラム法は、「高齢期における年金受給の在り方」を挙げで
いるもののその具体的な指針を示せず踏み込み不足となっている。非正規就労者の増加か
ら将来の無年金者予備群の拡大が懸念されている。年金は生活保護制度とともに重要なセ
ーフテイネットの一つである。生活困難層のなかでも生活保護受給高齢者の約半数は無年
金者となっていることや多くの低年金受給者の存在なども視野に入れた幅広い議論が必要
となっている。一方で低所得者層や生活困窮者層を対象とした社会保障の新たなセーフテ
イネットについての活発な議論が行われている。 2013年6月に審議未了により廃案となっ
た「生活困窮者対策支援法案」が再提案され同年 12月に可決された。忘れてならないのは、
社会保障の原点は、『共に助け合う』ことであり、それぞれの役割をしっかりと果たしてい
く社会を構築ことが必要であると考える。
セーフテイネットから零れ落ちた高齢者や生活困窮者などの社会的弱者を対象とした反
社会的勢力の介入や貧困ビジネスが大きな社会問題となっている。不正受給は、国民の制
度不信を蔓延させ、社会的弱者や生活保護受給者に対するスティグマやいわれなきパッシ
ングを拡大させることとなる。その結果、真に保護を必要とする人々が必要な保護が受け
られないといったことが懸念され、その社会経済的影響は大きく生活保護の制度崩壊に繋
がりかねないものとなる。引き続き、厳正な対処が必要である。こうした社会的弱者が『貧困
ビジネス』などのターゲットとされることによる被害を未然に防止するためにも、何より
もセーフテイネットの整備が必要である。それはバリエーションのある総合政策的なもの
でなければならない。犯罪を抑止させ被害防止や早期の自立支援を支えていくことで社会
的なコストも低減できるであろう。セーフテイネットの整備とは、生活保髄の手前のセー
フテイネットが緊要な課題となっている。つまり、一次的セーフティネットと二次的セーフティ
ネットの問で、支援する中間的なセーフテイネットの構築である。
『反貧困』の著者湯浅誠99は、生活相談に取り組んできた中で、 2008年の暮れから年始に
99湯浅誠(2008)~反貧困一「すべり台社会」からの脱出』、岩波新書(新赤版).
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かけて生活に困窮する若年層の緊急避難の場として「派遣村」設置したことは記憶に新し
い。「派遣村Jは、過酷な非正規労働者の実態を浮かび上がらせ、労働問題だけではなく社
会政策上の問題としてクローズアップさせた。格差が拡大し非正規就労者が増加する現下
において、即刻対応できる社会資源や宿泊場所が圧倒的に不足していることなど生活保護
の手前のセーフテイネットが未整備であることを象徴している。ホームレス自立支援セン
ター100や無料低額宿泊施設などはパンク状態となっている。民間の施設の中には住環境が
劣悪だ、ったり、 一部には「ボランティア」や「支援者」と称して、営利のみを求める目的
でホームレスや高齢者、生活困窮者等の社会的弱者に接近する者もいる。そこには労働問
題とともに住宅の政策課題も視野に入ってくる。
既述したように、彼らは『貧困ビジネス』として、社会的弱者をターゲットにしている。
相談者は、万策っきて「こじれきった状態で来る」人が多い。長い期間のネットカフェ生
活を余儀なくされたり、福祉事務所での不適切な対応をされるなど、一且、こじれてしま
うと社会復帰までに時間・手間・費用がかかってしまう。何よりも重要なことは、自立へ
のインセンティプが減退し将来を悲観しあきらめてしまうことである。明日への生活の展
望を見出せず自立意欲がなくなっていくことである。こうした隙聞が社会的弱者や生活保
議受給者を囲い込み、貧困ビジネスや反社会的勢力の介入を許してしまう。
雇用環境が著しく劣化している現状においては、要保護者やボーダーライン層を社会的
に排除することなく、まず貧困救済の視点から制度利用しやすくすることが優先されるべ
きである。低所得者が貧困ビジネスのターゲットにされ被害者になることを防ぐためには、
生活保誕の手前のセーフテイネットの再構築が急がれる。 1950年に制定された生活保護法
は60年以上にわたり、抜本的な改正は行われてこなかったが、この間の貧困問題としての
生活困窮者をめぐる環境は大きく変化している。 2013年 12月の今国会で、一旦審議未了
で、廃案となった生活困窮者自立支援法案が、生活保護法の改正案とともに再提出され、可決され
た。この法律の成立により自立を就労自立に限定的に捉え、保護を必要とする人々を生活保護か
ら排除することを最終の到達目標とすべきではない。受給者の自立を促す一方で、低所得者が生
活保護受給に至らないようにするため、誰もがわかり易く使いやすい制度の中間的なセー
フテイネットを整備し、きめ細やかな支援を行う体制整備が何よりも大切である。
本稿では、生活困難層における社会的不利益の世代的連鎖に関するテーマを取り上げ、
調査研究したものである。ワークフェアの「福祉から就労へ」といった自助努力による「自
立Jが強調され、当然とされる価値観については、認識のズレを問う必要があろう。貧弱
で低位な自立支援策では貧困に陥った人々を負のスパイラルから脱出させるには無理があ
る。各章でもふれてきたように生活困難層においては、自助努力の限界性が確認され、そ
こには社会保障として公共財の投入による給付に頼らざるを得ない現状が僅かながら明ら
かとなった。特に「子どもの貧困Jが「大人の貧困j へと世代関連鎖する構造的な要因の
l叩自立支援施設は、「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」に基づく施設で各地に設置され、
現在、全国で「自立支援センタ-J 16か所、「緊急一時宿泊所J(シェルター)12か所が設置されている.
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一つに教育環境の影響が指摘される。 2013年に成立した「子どもの貧困対策法Jを契機に、
社会的不利益層にある子どもへの政策の優先度を高め、将来の投資として公共財の投入を
ためらうべきではない。
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